


１　�ひとりも取り残さない司法を目指して

　２０２４年度の期成会基本政策は、表題を「ひ
とりも取り残さない司法を目指して」としました。
この表題には、「市民をひとりも取り残さない司法
の実現」と「弁護士をひとりも取り残さない弁護
士会をつくる」という、２つの意味を込めました。
　私たち弁護士と弁護士会は、人権感覚を研ぎ澄
まし、社会的弱者や少数者の声なき声に耳を傾け、
寄り添う存在であり続けなければなりません。期
成会の基本政策の根幹は、「市民をひとりも取り残
さない司法の実現」にあります。そして、司法を
支える私たち弁護士が生き生きと活躍できなけれ
ば、社会的弱者の人権を守ることができません。
「弁護士をひとりも取り残さない弁護士会をつく
る」ことも重要な課題です。本政策集は、これら
２つの視点から、重点課題を７つ、個別課題－人
権分野を１３、個別課題－弁護士会を６つ取りあ
げ、提言を行いました。

２　�市民をひとりも取り残さない司法の�
実現

　社会のＩＴ化が著しいスピードで進み、司法の
分野も例外ではありません。高度ＩＴ化社会の中
で、ひとりの市民も取り残すことなく司法アクセ
スを確保することが求められています。第１章重
点課題２では、市民の法的ニーズや生活環境ごと
に、アクセスポイントのあり方や問題点を整理し、
政策提言を行いました。第１章重点課題４では刑
事司法について、第２章個別課題－人権分野では
主要な人権課題１３テーマについて掘り下げ、政
策提言を行いました。
　ウクライナ戦争を発端に台湾有事を想定して閣
議決定により安保三文書が改訂され、敵基地攻撃
能力の手段として長距離ミサイルの実戦配備の計
画が進んでいます。日本全体が他国の標的となり、
市民の「平和のうちに生存する権利」が脅かされ
ています。期成会は、２０２３年１０月、ミサイル
配備が進む宮古島、与那国島、石垣島を訪問し、

反対運動を続ける市民の声を聞きました。基地建
設をめぐる島のコミュニティの分断、地方自治を
無視した施設の開発、市民生活と自然や文化の破
壊を目の当たりにしました。私たちは、遠く離れ
た南西諸島の市民にも寄り添う存在であり続けた
いと願います。第１章重点課題３で、南西諸島の
調査報告を踏まえた、憲法問題とりわけ平和主義
・立憲主義の堅持に関する政策提言を行いました。

３　�弁護士をひとりも取り残さない弁護士
会をつくる

　６０期台の会員の弁護士登録時には就職難によ
る即独やノキ弁が生じ、ＯＪＴや経済的支援が課
題とされてきました。その後７０期台の会員にな
ると就職難は改善したものの、職場環境の問題、
早期転職・退職の問題など、新しい問題が生じて
います。期成会では、２０２３年度に早期転職や
インハウスの若手会員に「ヒアリング調査」を実
施し、そこから見えて来たパワハラ問題やひまわ
り求人ナビの問題等について、第１章重点課題１
で検証し、政策提言を行いました。
　法曹志望者の激減は、市民のための司法を実現
する人的基盤の弱体化を意味する深刻な問題です。
第１章重点課題６では、法科大学院を中核とした
法曹養成制度導入からの２０年間を振り返り、プ
ロセスとしての法曹養成と多様なバックグラウン
ドを持つ法曹の育成の重要性を再確認したうえで、
これからの法曹養成制度や司法試験制度のあり方、
法曹志願者増の取組みについて、やや大胆ともい
える構想も含め、政策提言を行いました。第１章
重点課題５では、弁護士自治を未来の弁護士会に
継承するために、導入研修（仮称）などについて
政策提言を行いました。

４　東弁の未来に向けて

　東弁は、まもなく創立１５０周年を迎えます。本
政策集が「ひとりも取り残さない司法の実現」の
ために、弁護士や弁護士会の将来像を描く指針の
ひとつとなれば幸いです。

はじめに 期成会代表幹事　大井　暁

●もくじ
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重点課題１　　�若手会員の支援

１　�若手会員が経験を積む機会として、新たに、共同受任マッチング制度（仮
称）、及びオンライン相談による若手相談枠の拡充を検討する。

２　�事務所内のパワハラ被害の対策として、ハラスメント研修の強化、相談窓
口の強化、事務所移籍時のトラブルの仲裁制度の検討、日弁連ひまわり求
人ナビの適正化を図る。

３　�若手会員が委員会に参加しやすいように促進する。

４　�インハウスロイヤーの会員の実情に合わせた支援を拡充する。

１　�総論

（１）最近の若手会員の状況
　６０期台の会員の新規登録時には、新規登録
者数が２０００人台から１５００人台で推移し、
受入れ先の事務所や企業よりも新規登録者数の
方が多い「就職難」が生じていたことから、い
わゆる即独やノキ弁が急増したため、東弁の政
策としても、チューター制度、ＯＪＴ相談、ク
ラス別研修などで、孤立しがちな若手会員の支
援を図ってきた。また、６５期から７０期の修
習貸与制世代に対しては会費減額等の経済的支
援が図られてきた。
　これに対し、７０期台の会員の新規登録に入
り、新規登録者数が１４００人台から１２００人
台へと減少してきて、受入れ先も６０期台の経
営弁護士による事務所や企業等も含めて拡充し
てきたことで、新規登録時の就職に関しては「売
り手市場」と呼ばれる傾向が見られるようにな
った。また、７１期からは修習貸与金が給付さ
れるようになり、一見すると課題が見えにくく
なってきている。

　しかし、日弁連のメンタルヘルス・カウンセ
リングの２０２１年度以降の相談傾向を見ると、
相談者の７割以上は６０期台及び７０期台が占め
ており、特に２０２３年度は７１期以降の相談者
が急増傾向にある。その相談内容は、職場環境
の問題、人間関係（上司との関係）、給与・待遇
の問題、転職・退職の問題など、職場の問題が
多い。
　これを反映するように、早期移籍者・独立者
の増加が目に付くようになってきており、その
原因をきちんと理解して実情に配慮した若手支
援策を検討する必要がある。この点は、期成会
において早期移籍者・独立者からヒアリング調
査を行ったので、（２）において詳述する。
　また、７０期台以降に顕著な傾向として、東
京三会における東弁入会者の割合がそれ以前と
比べて相対的に減少してきていることがある。
この点は、東弁の財政問題にもつながるところ
である。その対策としては、東弁の若手支援策
をますます充実させて、その広報をしていくこ
とが重要である。その中で、若手会員の中でか
なりの割合を占めるインハウスロイヤーの実情
に配慮した支援策については、独自に検討され
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る必要がある。この点については、期成会にお
いて、インハウスロイヤーからヒアリング調査
を行ったので、（３）において詳述する。
　さらに、最近の若手会員の傾向として、会務
参加者の減少や、無会派の増加が見られる。そ
れ自体は直ちにマイナス評価をすることができ
ないが、会務や会派を通じた人的関係の構築が
希薄化することで、困難に直面した時に相談を
しにくかったり、弁護士としての経験の幅を拡
げる活動をしにくかったりするという面がある
ことは否めない。若手会員が会務により参加し
やすくするとともに、人的関係の構築をサポー
トする政策が必要と考えられる。

（２）期成会のヒアリング調査から見える早期移籍
者・独立者の課題

ア　ヒアリング調査の概要
　期成会では、２０２３年６月２９日から７月
２０日までの間に、４回にわたって、東京で
弁護士をしている６７期から７５期の早期移
籍者・独立者１１名との意見交換会を行った。
１１名のうち８名は７０期台であり、その中で
も４名は登録から半年程度しか経ていない７
５期であった。男女の内訳は、男性８名、女
性３名であった。
　早期に移籍・独立した理由については、一
人一人にそれに値する個別の事情があったが、
抽象化すると、下表のような理由によるもの
であった（複数回答あり）。
　このようにヒアリングをした早期移籍・独
立の理由の多くは、採用側と被採用側のミス
マッチという次元で片付けられるものでなく、
事務所自体に問題があると考えられるケース
が多数見受けられた。特にボス弁またはパー
トナー弁護士によるパワーハラスメント（以
下「パワハラ」）を原因とする早期移籍・独立
の多さが目立ったので、この点については次
のイで詳述する。

　また、１つの特徴的な傾向として、１１名
のうち、最初に入った事務所のボス弁の世代
が６０期台の人が５名、７０期台の人が１名い
た。これらはいずれも異なる事務所であり、
６０期台から７０期台のボス弁の立ち上げた
新興系の事務所において、次々と新人を採用
して、次々と新人が辞めているという話は複
数の者から聞かれた。そのような事務所から
早期移籍を余儀なくされた７０期台の若手か
らは、「今、３年未満の弁護士が欲しいという
求人を出している新興系の事務所は、労働力
がほしい、拡大傾向にある事務所が多い。そ
のような事務所では、目先のことばかり考え
て、じっくり人材育成ができない。」との意見
があった。もちろん、６０期台や７０期台の
弁護士の立ち上げた事務所の中には健全な若
手育成をしている事務所も多数存在するし、
５０期台以上の中堅・ベテランの経営する事
務所においても早期移籍・独立の問題は生じ
ているので、早期移籍・独立の問題を若手弁
護士の経営する事務所の問題と決めつけるの
は適切ではない。ただ、１つの傾向として、
急激に増えている新興系の事務所の中にはそ
のような例もあり、そのことがパワハラ等に
より早期移籍・独立者が増える一因をなして
いるということは踏まえる必要がある。
イ　ヒアリング調査から見えるパワハラ問題
（ア）実例

　早期移籍者・独立者のヒアリング調査で
は、ボス弁ないしパートナー弁護士のパワ
ハラの実例として、以下のような話があっ
た。
・�事務所全体に伝わるような声で１時間怒
鳴られる。あまり具体的なアドバイスは
なかった。
・�ボス弁から数時間怒鳴られ続けた。新幹
線で名古屋から熱海まで怒鳴られ続けた

ボス弁またはパートナー弁護士によるパワハラ ７名

若手弁護士や職員が次々と辞めていく事務所だった ７名

弁護士倫理違反となるような業務をさせられた ２名

事務所内の共同経営者間の内紛 ２名

ボス弁及びパートナー弁護士の指導を受けられない １名

金銭的な労働条件が入所前の説明と異なった １名

●第１章　重点課題
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人もいた。
・�目先の利益のために、クライアントの不
安をあおって不必要な事件の受任をする
よう強要された。

・�クライアントからクレームが来るとボス
弁は逃げてしまい、新人が尻ぬぐいをさ
せられた。

・�同期の中にはメンタルを病んで、弁護士
を辞めてサラリーマンになった人もいる。

（イ）パワハラの入口（就職問題）
　どうしてパワハラが行われるような事務
所に入ってしまったのかという入口につい
て、パワハラにより事務所の早期移籍・独
立をした７名のうち、４名は日弁連のひま
わり求人ナビでその事務所に応募しており、
残りの３名は個別の関係で事務所に入所し
た者であった。
　特に、ひまわり求人ナビについては、７
０期台の早期移籍者・独立者から、以下の
ような厳しい意見が聞かれた。
・�ひまわり求人ナビでは、事務所の雰囲気
などはわからない。

・�自分が事務所を辞めても、ひまわり求人
ナビでは、離職率がわからないように、
最初からいなかったことになっているな
ど、虚偽の記載がされている。公益通報
窓口を作ってほしい。

・�ひまわり求人ナビに対する不信感は強い。
肝心な情報がわからないし、情報に嘘が
ある。

　このうち、事務所の雰囲気がわからない
という指摘については採用情報の掲載の限
界があると思われるが、虚偽の記載がなさ
れているという点については弁護士会の運
用する制度として言語道断であり、後述の
ように適正化を図る必要がある。

（ウ）パワハラの出口（相談・移籍）
　パワハラの行われた事務所からの出口と
しては、誰かに相談をした上で事務所を移
籍・独立するということになる。
　今回のヒアリングでは、パワハラにより
早期移籍・独立をした７名の相談先の内訳
は以下のとおりであった（複数回答あり）。

エージェント ３名

司法研修所の弁護教官 ２名

同期等の友人 ２名

弁護修習の指導担当 １名

委員会の先輩 １名

　このうちエージェントについては、エー
ジェントに登録しているのは企業や企業法
務系の事務所が多いことから、企業法務系
の事務所への移籍を考えている者やインハ
ウスへの転職を視野に入れている者には、
有力な相談先になっていることが窺われた。
　他方、いわゆる一般民事の事務所への移
籍を考えている者は、司法研修所の弁護教
官、友人など、これまでの人的関係の中で
相談している例が見受けられた。特に登録
１〜２年の間に移籍している者の中には教
官が相談しやすいという意見があり、「弁護
士会内に、教官経験者による相談窓口があ
れば、相談しやすいかもしれない」という
意見も聞かれた。
　なお、弁護士会のハラスメント相談の窓
口については、「パワハラをした人を何とか
しようというより、移籍しようと思うので、
弁護士会のハラスメント相談の窓口に相談
しようとは思わなかった」、「弁護士会の相
談窓口に相談すると、事務所の耳に入るの
ではないかという恐怖感があった」との声
が聞かれた。もちろん、現在のハラスメン
ト相談窓口に相談されている例もあるので、
一定の需要があることは間違いないが、そ
の機能には限界もある。
　また、今回ヒアリングをした早期移籍者
・独立者は、コミュニケーション能力が高
く、行動力のあるタイプの方が多かったた
めに、周囲に相談をして早期移籍・独立に
うまく踏み出せた例であるが、パワハラを
受けた者の中にはそのような相談をなかな
かできずにメンタルを病んでしまう例もあ
ることにも留意する必要がある。

ウ　その他弁護士会に求める支援策についての
意見
　これまで述べてきたことの外に、早期移籍
者・独立者から弁護士会に求める支援策とし
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て、以下のような意見があった。
・�個別事件の共同受任のマッチングの制度が
あるといい。

・�他の事務所の弁護士と共同受任ができる制
度があれば、刺激になる。専門系の事務所
で、別の分野を勉強したいという人も多い
と思う。

・�弁護士会の相談名簿の登録で若手を優先し
てほしい。

・�相談名簿や後見名簿について、一定の研修
を受ければ弁護士登録期間に関わらす登録
できるようにしてほしい。

・�ＯＪＴ相談をもっと増やしてほしい。事務
所内だけではなく、事務所の外で先輩弁護
士が後輩弁護士の面倒を見るという、古き
良きつながりがあるのが東弁の魅力だと思
う。

・�事務所選びのミスマッチをなくすために、
合格後、修習前にインターン制度があると
いい。

・�ミスマッチを防ぐために、就職の解禁時期
を遅くに設定できないか。

・�移籍時の事務所とのトラブルを解決するた
めに弁護士会内に仲裁制度を設けてほしい。

エ　早期移籍者・独立者の対策のあり方
　以上のヒアリングの結果を踏まえて、早期
移籍者・独立者の対策のあり方を、①就職段
階、②業務開始段階、③移籍段階の３段階に
分けて整理すると以下のようになる。

（ア）就職段階
　就職段階においては、離職率がわからな
いように虚偽の情報を掲載する事務所があ
るなど、日弁連のひまわり求人ナビの情報
の不正確さが大きな課題となっている。そ
の対策としては、ひまわり求人ナビの適正
化を図ることが急務である。詳しくは、２
各論（６）において詳述する。

（イ）業務開始段階
　業務開始段階では、ボス弁・パートナー
弁護士によるパワハラなど、事務所内の問
題が大きい。この点の対策としては、採用
者側に対するハラスメント研修の強化が重
要である。詳しくは、２各論（３）におい
て詳述する。

（ウ）移籍・独立段階
　移籍・独立段階では、まず、パワハラな

ど移籍・独立を考えざるを得ないような状
況に追い込まれたときに、誰に相談するか
という点が大切である。この点については、
多様なニーズに合わせて様々な選択肢があ
ることが望ましく、教官経験者による相談
窓口の新設を含めた相談窓口の強化が有用
と考えられる。詳しくは、２各論（４）に
おいて詳述する。
　次に、移籍をする際に、元の事務所との
関係でトラブルになる例もある。その対策
としては、当事者間での解決が難しい場合
に備えて、弁護士会内に退所時仲裁制度
（仮称）を設けることを検討すべきである。
詳しくは２各論（５）において詳述する。
　さらに、事務所を出た後で、早期独立な
いしノキ弁になる例も見受けられる。その
ような若手に対する支援策としては、従来
のチューター制度やＯＪＴ相談を弾力的に
運用していくことのほか、若手会員が新た
な経験を積む機会を増やす制度として、新
たに、２各論（１）に述べる共同受任マッ
チング制度（仮称）や、２各論（２）に述
べるオンライン相談による若手の相談の機
会の拡充を検討すべきである。

（３）ヒアリング調査から見えるインハウスロイヤ
ーの課題
ア　インハウスロイヤーの現状
　２０２３年８月現在、東弁の会員９０００名
のうち１０００名以上がインハウスロイヤー
となっている（１１.３％）。インハウスロイヤ
ーは６０期台以降の若手弁護士に多いので、
若手弁護士の中に占めるインハウスロイヤー
の割合はさらに高くなる。
　他方で、東弁は、一弁（１２.２％）、二弁
（１２.４％）に比べるとインハウスロイヤーの
割合が少ない。このことは、東京三会の新規
登録者数における東弁の割合が相対的に減少
していることの一因になっていると考えられ
る。
　弁護士会の若手支援策は、とかく法律事務
所の弁護士を対象としたものになりがちであ
るが、東弁にはすでに１０００名以上のイン
ハウスロイヤーがいることを考えると、その
実情に合わせた支援策を拡充していくべきで
ある。

●第１章　重点課題
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イ　ヒアリング調査の概要
　期成会では、２０２３年７月８日と７月２２
日の２回にわたって、東京三会に登録するイ
ンハウスロイヤーないしその経験者６名との
意見交換会を行った。その内訳は６０期台後
半が３名、７０期台が３名であり、全員女性
であった。

ウ　ヒアリングの結果
　意見交換の結果、以下のような意見をいた
だいた。これらの点を踏まえたインハウスロ
イヤーの実情を踏まえた政策については２各
論（８）において詳述する。

（ア）研修
・�弁護士会の研修は、事務所の弁護士向け
のもの（紛争を前提にしたもの）が多い。
株主総会の対策やガバナンス系の研修を
充実させて欲しい。

・�インハウスロイヤーの中にもいずれ法律
事務所に移籍したいと考えている人はい
るが、訴訟の対応などわからないことが
多い。他の企業や企業法務系の事務所に
は移籍しやすいが、一般民事の法律事務
所には移籍しにくいので、インハウスロ
イヤーから一般民事の法律事務所に移籍
した人向けの研修があるといい。

・�二弁は、ＪＩＬＡと提携していて、ＪＩ
ＬＡの研修を受けると二弁継続研修の単
位が認定されるとウェブサイトに書いて
あったので、インハウスロイヤーに優し
いと思い、二弁に登録した。

・�東弁がＪＩＬＡと共同で研修をできない
か。人間関係の問題が課題。

（イ）図書館
・�図書館の開館時間を夜間や土日にも延ば
してほしい。企業の勤務時間中は弁護士
会館に行けない。平日のうち１日〜２日
でもいいから２０時までにして欲しい。
・�図書館と委員会（中小企業支援センター）
があるから弁護士会に入っている。

（ウ）委員会
・�一弁にはインハウス委員会がある。東弁
には、業革委員会にインハウス部会があ
るが、業革委員会に定員がある上に、表
に出ていないので入りにくい。東弁にも
インハウス委員会を作って欲しい。

・�一弁のインハウス委員会は１００名を超

える組織で、企業向けにガイドラインを
作るなどしている。東弁の業革委員会の
インハウス部会は、もう少し小さな規模
でやっている。競業関係に立つ弁護士が
あまりいないので話しやすい面はある。
・�東弁では、各委員会にインハウスロイヤ
ーが紛れている。それぞれどのような形
で参加・貢献しているのかが可視化され
ると、それぞれの企業の弁護士が参加す
るイメージをつけやすくなる。インハウ
スロイヤーをやっていると、他のインハ
ウスロイヤーがどこに所属しているかは
全く想像がつかない状況。
・�外部の人（他の事務所、企業の弁護士）
と接する機会が欲しい。外部の人と一緒
に勉強をしたり、発表をしたりする機会
があるといい。
・�委員会のウェブ会議は、Ｔｅａｍｓにし
てほしい。メーリングリストは、会社の
メールアドレスでは登録できないので、
見られない。社内では、Ｔｅａｍｓのス
レッドでやり取りをしている。委員会の
やり取りもＴｅａｍｓのスレッドにして
欲しい。

（エ）弁護士職務基本規程
・�職務基本規程の関係で、インハウスロイ
ヤー向けの解説があるといい。社内で適
法性と業務の必要性との関係で悩むこと
がある。

（オ）弁護士業務をやる上での障害
・�副業を認める企業が増えており、弁護士
業務をやりたいが、刑事弁護で会社にＦ
ＡＸが来るなどあり得ない。自宅を事務
所にするのも避けたいので、インハウス
ロイヤーの二重事務所の問題を配慮して
ほしい。

（４）小括
　東弁の若手支援策は、現状でも全国の単位会
でトップクラスの充実したものであり、その十
分な活用を引き続き図っていくことは極めて重
要である。しかし、現状の若手支援策の多くは
６０期台の登録時に当時の課題に対応するため
にできたものであり、（１）に述べた近時の課題
に対応するには必ずしも十分とは言えないよう
に思われる。そこで、近時の課題に対応するた
めの新たな制度についても検討をすることで、
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さらなる支援の充実を図ることが必要と考えら
れる。
　この点を、現状の制度と新規の制度として整
理すると、上表のようになる。以下、各論にお
いて、新規の制度につき詳述する。

２　�各論

（１）共同受任マッチング制度（仮称）の創設
ア　本制度の趣旨・意義
　１総論の（２）ウで述べたとおり、期成会
のヒアリングでは、若手会員が経験を積むと
いう観点から、事務所外の先輩弁護士との共
同受任をしやすくする制度を望む若手の意見
が多数あり、「事務所内だけでなく、事務所の
外で先輩弁護士が後輩弁護士の面倒を見ると
いう、古き良きつながりがあるのが東弁の魅

力」との声もあった。
　そこで、若手会員と中堅・ベテラン会員（指
導弁護士）が個別案件の共同受任を通じて、
若手会員にとっては経験を積むことができ、
中堅・ベテラン会員にとっては若手会員の機
動力やスキルを活用できるようにするため、
共同受任マッチング制度（仮称）の新設を提
言する。
　本制度によって、若手弁護士にとっては、
他の事務所の弁護士との共同受任を通じて、
経験を積み、仕事の幅を拡げることができる
というメリットを得られる。対象期の若手弁
護士の執務環境には制限を設けないので、勤
務弁護士でも所属先事務所との関係で他の事
務所の弁護士との共同受任が認められている
者であれば本制度を活用できるし、組織内弁
護士でも勤務先との関係で個人事件の受任が

分類 現状 新規

業務支援

・ＯＪＴ相談 ・若手オンライン相談（仮称）

・助言制度 ・共同受任マッチング制度（仮称）

・クラス別研修

早期独立者支援

・チューター制度

・早期独立者経験交流会

・独立開業マニュアル

早期移籍者支援
・教官経験者による相談窓口

・退所時仲裁制度（仮称）

就業環境支援
・ハラスメント相談 ・ハラスメント研修の強化

・転ばぬ先の杖

情報環境支援

・べんとら ・ひまわり求人ナビの適正化

・ＩＴツール勉強会 （虚偽情報事務所不掲載、

　虚偽情報通報制度）

・図書館のアクセス拡充

人的交流の支援
・修習修了５周年記念パーティ

・クラス別研修の交流

会務の支援

・出産・育児の会務免除 ・インハウス委員会新設・多様な会務参加の尊重

・一時保育サービス ・委員会の定足数撤廃

・一部委員会の任期制

経済的支援

・会費優遇

・出産・育児会費免除

・海外留学貸付制度

●第１章　重点課題
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認められている者であれば本制度を活用でき、
経験の幅を拡げることができる。もちろん、
早期独立者やノキ弁にとっては、本制度の活
用のメリットは大きいと思われる。
　また、指導弁護士（中堅・ベテラン弁護士）
にとっても、後進の育成という公益的な目的
に加えて、ケースによっては、若手弁護士の
機動力やＩＴスキルなどを活用できるメリッ
トがあると思われる。特に１人事務所の中堅
・ベテラン弁護士にとっては、若手弁護士と
の共同受任をできるメリットは大きいと考え
られる。
　なお、事務所の採用・移籍におけるミスマ
ッチは面接等ではなかなか判明しないことが
多い面があるが、個別案件の共同受任を通じ
て相互に信頼関係を築くことで、将来の採用
・移籍のミスマッチを減らすことにつながる
こともあり得る。

イ　本制度の概要
（ア）若手弁護士名簿

　登録１年目から１５年目までの会員が関
心のある分野、アピールポイント（経歴、
資格、語学力、ＩＴスキル、所属委員会・
法律研究部等）、連絡先等を記載して、若手
弁護士名簿に登録する。若手弁護士名簿
は、東弁ウェブサイト会員サイトに掲載す
る。名簿の情報の更新は、各会員が行う。

（イ）指導弁護士名簿
　登録１６年目以上の中堅・ベテラン会員
が取扱い分野、アピールポイント（経歴、
事務所の概要、所属委員会・法律研究部
等）、連絡先等を記載して、指導弁護士名簿
に登録する。指導弁護士名簿は、東弁ウェ
ブサイト会員サイトに掲載する。名簿の情
報の更新は、各会員が行う。

（ウ）共同受任
　指導弁護士は、若手弁護士が経験を積む
のに適した案件があるときは、若手弁護士
名簿を閲覧して、希望する若手弁護士に電
子メールで共同受任を申し込むことができ
る。
　若手弁護士は、自分１人で受任するには
手に余り、共同受任に適した案件があると
きは、指導弁護士名簿を閲覧して、希望す
る指導弁護士に電子メールで共同受任を申
し込むことができる。

　なお、若手弁護士から若手弁護士への共
同受任の申込みや、指導弁護士（中堅・ベ
テラン弁護士）から指導弁護士（中堅・ベ
テラン弁護士）への共同受任の申込みも制
限するものではなく、案件によっては、そ
のような活用もあり得る。
　いずれの場合も、共同受任の申込みを受
けた者は、事案の概要や条件等を踏まえて
共同受任の諾否を検討し、双方が合意に至
った場合には、共同受任をする。
　共同受任の場合の着手金・報酬の分配は、
５０％ずつを基本として、事案の性質、事
務負担の割合等に応じて双方合意の上、決
める。

（エ）東弁の役割の位置づけ
　東弁は、あくまで若手弁護士名簿、指導弁護
士名簿の情報を提供するのみであり、双方の
連絡や協議は当事者間で直接行い、東弁は一
切関与しないこととする（東弁は、紹介、仲
介、あっせんを行うものでない）。
ウ　予算
　制度立上げ時に若手弁護士名簿、指導弁護
士名簿のフォーマットを東弁ウェブサイト会
員ページ内に作成する費用がかかるが、その
後のランニングコストは基本的にはかからな
いと考えられる。
エ　今後検討すべき課題
　前述の早期移籍者・独立者からのヒアリン
グ調査では、複数名から本制度への希望の声
があり、若手会員からのニーズは大きいと考
えられる。
　本制度が実効性を上げるための課題は、指
導弁護士から共同受任事件の供給を確保でき
るかどうかという点にかかってくると思われ
る。一案として、指導弁護士が若手弁護士と
の共同受任を通じて若手弁護士の育成に寄与
することには公益的な要素があるので、一定
の事件を提供して共同受任をしたら会務活動
認定をするといったことは検討の余地がある
と思われる。
　また、本制度を導入する際には、会員向け
の広報を充実させていくことが重要である。

（２）若手オンライン相談（仮称）の創設
ア　新規の相談枠創設の趣旨・意義
　１総論の（２）ウで述べたとおり、期成会
のヒアリングでは、若手の業務支援の観点か
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ら弁護士会の法律相談の担当の拡充を望む声
があった。
　現在、東弁では霞ヶ関・新宿・錦糸町・池
袋・北千住・蒲田・立川・八王子・町田など
にて法律相談センターを運営し、名簿に記載
された会員が各相談所にて法律相談を担当し
ている。しかし、近時の相談名簿には多数の
会員が登録されており、一人の会員に対して
割り当てられる相談担当日は年間を通して数
日と極めて少ない状況が続いている。
　そこで、若手会員が業務拡大、知識や技術
の研鑽を行う機会を確保すべく、既存の法律
相談枠とは別に、新たに初回相談に限定して
オンライン法律相談を新設し、その担当を若
手会員に割り当てることを提言する。
　本制度は、市民の司法アクセスの拡充とい
う観点からみても、昨今、オンラインシステ
ムを利用した会議や面談が普及していること
に鑑みて、自宅等からオンラインによる法律
相談を希望する市民のニーズに応える意義が
ある。

イ　制度の内容
（ア）初回限定無料のオンライン相談

　本制度は、初回相談に限定してＺｏｏｍ
を利用した無料のオンライン相談を実施す
るものである。
　ただし、その後、継続相談・受任に至る
場合には、各担当者が事務所で面談して有
償で業務を行うものとする。

（イ）日時、場所
　相談実施日時については、従来、平日や
日中の法律相談を利用することが困難だっ
た市民のニーズに応えるため、平日夜間や
土日の対応も可能とする。
　オンライン相談という特性を活かし、相
談担当者の待機場所は、事務所または自宅
その他これに準ずる場所とする。ただし、
個人情報の管理や守秘義務の観点から、第
三者が居合わせない個室に限ることとし、
待機場所について事前に弁護士会に届ける
ものとする。相談者は自宅や職場等、適宜
の場所から指定された回線にアクセスして
相談を受けられるものとする。

（ウ）相談担当者
　相談担当者は、１５年目までの若手会員
とする。

　ⓐ１年目の会員及びⓑ２年目から５年目
までの会員のうち希望する者には、１５年
目以上の先輩弁護士と共同で相談を受ける
ことが可能なＯＪＴ相談枠も設置すること
を検討する。
　また、経験分野・精通分野の登録を可能
とすることで、相談担当者の質を確保する
ことも検討する。

（エ）納付金
　初回相談は無料であるから、納付金は発
生しない。
　継続相談・受任に至った場合については、
従来の法律相談センターの運用からすると
納付金が発生するところである。しかし、
本制度は、いわゆる「箱もの」の相談では
ないので東弁には場所代のコストが掛から
ないこと、及び、若手支援の趣旨から、東
弁への納付金の負担を求めない方向若しく
は負担割合を従来のものよりも低く設定す
る方向で検討するべきである。

ウ　今後検討すべき課題
　相談者からのクレーム対応や個人情報漏え
いの防止、相談予約の受付等の運営・管理の
面についてどのように実施するべきか具体的
な検討が必要である。
　また、これまで築き上げてきた弁護士会が
実施する法律相談への市民の信頼を維持する
ため、さらには法テラスや各法律事務所が既
に実施している無料法律相談との差別化を図
るため、相談担当弁護士の質・能力の水準を
確保するための方策が求められる。具体例と
しては、前述したようなＯＪＴ相談枠の設置、
精通分野の登録のほか、相談担当者向けの研
修の実施などが挙げられる。
　オンライン相談という新たな試みである以
上、上記に挙げた以外にも、導入前において
種々の課題について検討する必要が生じると
共に、導入後も検討すべき課題が多数生じる
能性は少なくない。もっとも、若手弁護士の
業務拡大、知識や技術の研鑽を行う機会の確
保という観点からオンライン相談を創設する
意義や必要性は大きく、重要な若手支援政策
と位置付け、導入に向けた検討を進めるべき
である。

（３）ハラスメント防止研修の充実
　　�―ハラスメント行為防止に関する会員の理解

●第１章　重点課題
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の促進は急務である―
ア　東弁のハラスメントに関する体制と現状
　東弁には、会員・修習生・法律事務所職員
等を対象とするハラスメント防止のための規
則として、「性を理由とする差別的取扱い及び
セクシュアル・ハラスメントの防止等に関す
る規則」（以下「セクハラ防止等規則」）及び
「パワー・ハラスメントの防止等に関する規
則」（以下「パワハラ防止等規則」）がある。
このようなパワハラ防止等規則があるのは全
国の弁護士会でも多くはなく現在は日弁連に
もない。２０２２年６月に上記両規則に基づく
苦情相談制度の運営管理（制度等の周知を含
む）及びハラスメントの防止に関する研修及
び企画の実施ならびに調査申立てにかかる手
続を行うこと等を職務とするハラスメント防
止委員会が立ち上がった。
　同委員会は、「ハラスメント相談窓口」を所
管している。同相談窓口における２０２２年
度の相談は、１年で１０数件となり、パワハ
ラ防止等規則制定前には０件ないし２桁には
到底満たない相談件数しかなかった状況とは
大きく異なっている。相談件数増加の理由と
しては、相談受付がウェブサイト上のフォー
ムからの入力で可能になったこと、２０２２
年度以前はパワハラ被害に関する相談窓口が
東弁内に存在しなかったことなどが考えられ
る。

イ　東弁のハラスメント防止研修の現状と課題
　東弁では、セクハラ防止等規則及びパワハ
ラ防止等規則により、会長は、会員等に対す
る新規登録弁護士研修及び倫理研修を実施す
る際に性を理由とする差別的取扱い（以下「性
別に基づく差別」）やセクシュアル・ハラスメ
ント（以下「セクハラ」）及びパワハラの防止
に関する事項を含まなければならないとされ
ており、上記条項に基づいて、新規登録時及
び弁護士倫理研修時にハラスメント防止研修
が実施されている。倫理研修等は会員による
参加が義務とされており、その際に実施され
るハラスメント研修も実質的には参加が義務
づけられるが、リアル研修を前提とした場合
には、ハラスメント防止研修の実施時間は、
倫理研修に要する時間と一体となるので時間
及び実施方法の点で制約があるといわれてき
た。

　もっとも、新型コロナウィルス感染症の感
染拡大を受けてハラスメント研修を含む倫理
研修はウェブによる受講が認められており、
今後もウェブ受講が継続的に可能となれば、
受講に要する時間が長時間化することについ
てさほど配慮する必要はない。講義形式では
ない寸劇やＱ＆Ａ方式を取り入れ、更なる充
実をはかることは可能であって、そのような
取組みを推進しなければならない。
ウ　ハラスメント防止研修のあるべき方向性に
ついて

（ア）弁護士は人権擁護と社会正義の実現を使
命とする存在であり（弁護士法第１条）、弁護
士法第２条も弁護士の職責の根本基準として
「弁護士は常に」「高い品性の陶やに努め」な
ければならない、と規定し、弁護士職務基本
規程第６条も「弁護士は、名誉を重んじ、信
用を維持するとともに、廉潔を保持し、常に
品位を高めるように努める。」としているので
あるから、これら諸規定を受け、他者へのハ
ラスメント行為の防止は、会員が常に努めな
ければならない職責のひとつであると考えら
れる。

（イ）会員がハラスメント行為を行い、懲戒処分
を受けたり損害賠償請求訴訟の被告となり請
求認容判決の言渡しを受けた場合にはそれが
市民に知られるところとなるのであり、弁護
士の社会的な信用を保持するためには、弁護
士会が会員に対してハラスメント行為の防止
を積極的に働きかけることは必要不可欠であ
る。

（ウ）修習生、若手会員、女性会員等様々な立場
の者が弁護士から性別に基づく差別、セクハ
ラ及びパワハラというハラスメント行為を受
けないように予防することは、弁護士会が行
うべき会員への支援であるともいえる。

（エ）２０２２年度に東弁に寄せられた相談の中
には、若手会員からの同じ事務所の弁護士に
よるパワハラ被害に関するものが相当数あっ
た。ハラスメント被害を受けても具体的な相
談にまで至らないケースがあることを考慮す
れば、若手会員に対するハラスメント行為の
防止のためには、事前の予防対策がより重要
であり、ハラスメント防止研修を現在よりも
質量ともに充実させることが有効である。
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エ　小括
　ハラスメント防止研修は、倫理研修と同等
程度の重要性をもつものとして受講を会員に
義務付けるべきである。この点、裁判所は国
家公務員ハラスメント防止週間の取組みとし
て裁判官を含む全ての裁判所職員を対象とし
てセクハラ防止についての動画を視聴させ、
また法務省は毎年度１回、職員全員参加型研
修としてハラスメント防止教材を視聴した後
で職員間でその視聴内容に基づいて具体的な
意見交換を行う取組みをしていることが、２
０２２年度法曹連絡協議会で報告されており、
法曹の一画を占める弁護士会においてもハラ
スメント防止研修の義務化を実現するべきで
ある。
　具体的な義務研修化への道筋は、様々なも
のがありうるが、①東京弁護士会倫理研修規
則のような形でハラスメント防止研修規則を
制定し少なくとも２〜３年に一度の会員の参
加義務を定めること、②新規登録弁護士が就
職する場合の就職先事務所に所属する会員に
受講義務を課すこと、③司法修習生等に対す
る就職説明会に参加を希望する事務所に所属
する会員に受講義務を課すこと、などを含め
有効と考えられる方策が検討されるべきであ
る。

（４）相談窓口の強化
ア　ハラスメント相談窓口の広報の強化
　前記（３）アのとおり、東弁においては、
現時点でも、東弁会員からハラスメントを受
けた者が相談できる「ハラスメント相談窓口」
が設けられ、ハラスメント防止委員会による
調査や、会長による助言や指導などにつなが
る制度となっている。
　もっとも、この相談窓口の存在自体を知ら
ない会員も少なくないことから、この相談窓
口をより一層会員に周知し、多く利用される
よう広報を強化する必要がある。
　また、１総論（２）イで述べたとおり、ハ
ラスメントの被害に遭っている者からすれば、
ハラスメントを受ける現状の改善を求めるよ
りも、他の事務所に移籍して環境を変える方
が現実的な解決だという理由で、ハラスメン
ト相談窓口に相談をしないという者が少なく
ない。その結果、ハラスメントの実態が弁護
士会に把握されにくくなって、その事務所で

はハラスメントが続くという面もあり、この
点の対策も検討が求められる。
イ　教官経験者による相談窓口の創設
　弁護士登録後間もない若手弁護士から、司
法研修所の元弁護教官が相談を受けることが
多い。それは、若手弁護士にとって（特に登
録後間もない若手弁護士にとって）、深刻な相
談ができるほど身近な弁護士は、司法研修所
の元弁護教官だと考えているからだと思われ
る。
　元弁護教官以外にも、若手弁護士にとって
身近な弁護士としては、ロースクールの実務
家教員や、実務修習中の指導担当弁護士、あ
るいは、現在周りに居る弁護士が挙げられる。
しかしながら、ロースクールの実務家教員と
はロースクール卒業後かなり時間が経ってし
まっているため一般的には相談する相手とな
りにくく、また、実務修習地が地方であれば、
実務修習時の指導担当弁護士はやはり相談相
手となりにくく、さらに現在ハラスメントを
受けている環境にいる周りの弁護士にはそも
そも相談できないという事情があるものと考
えられる。
　弁護士として経験が長くなれば、弁護士会
の活動等を通じて知り合いの弁護士も増え、
必然的に相談相手となるべき弁護士も多くな
るはずであるが、そのような経験を積む前と
なると、前記のように相談すべき弁護士は限
られるはずである。
　そこで、司法研修所の教官を退官した弁護
士（元弁護教官）に対してハラスメントの被
害の相談を含め、種々の相談ができるような
窓口を設けることが若手弁護士にとって有用
であると考える。元弁護教官が持ち回りで退
官後１〜２年の間相談窓口に登録し、若手弁
護士の相談を受ける制度の新設を提案する。
　もちろん、若手弁護士が自分のクラスの教
官に相談するケースについては従来どおりで
よいが、何らかの事情で自分のクラスの教官
には相談できない場合もあり得る。そのよう
な場合に、自分と同世代の修習期を担当した
元弁護教官であればその世代のことが理解し
やすいので、相談しやすいというメリットが
あると思われる。

（５）退所時仲裁制度（仮称）の検討
　若手会員が、所属事務所からの退所を希望し

●第１章　重点課題
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たときは、所属事務所との間で、事件の引継ぎ
等に関して協議が必要となる。この協議は、特
にハラスメントが行われたような場合には、被
害者と加害者との間でなされることになるため、
退所を希望する若手会員にとって大きな負担に
なりうる。また、若手会員が、退所に際し、違
約金などの不当な名目で、所属事務所から多額
の金銭の支払等を請求されることもあるようで
ある。ハラスメント被害の拡大防止の観点から
も、東弁には、このような若手会員を積極的に
支援する役割が求められる。
　この点、このようなケースにおいても、紛議
調停制度を活用することは理論上可能であるも
のの、不祥事事案も含めて会員と依頼者との紛
議につき利用されることの多い同制度は、事務
所退所時の協議には利用しにくいとの意見もあ
り、現にそのような利用は多くない。
　そこで、若手会員が、ハラスメント等の事情
により退所する事務所との協議を直接すること
が難しい状況にある場合に、東弁に対し、仲裁
を求めることができる制度の創設を、紛議調停
制度との関係に留意しつつ、検討すべきである。
申立権者、申立理由、担当者等については、ハ
ラスメント被害等を受けた若手会員に利用しや
すいように検討を進めていくべきである。

（６）ひまわり求人求職ナビの適正化
　修習生や移籍を検討する弁護士が、入所する
事務所を検討するためのツールのひとつとして、
ひまわり求人求職ナビが存在する。弁護士の就
職・移籍活動に対応するエージェントも普及し
ているが、エージェントに登録しているのは企
業や企業法務系の事務所が多く、いわゆる町弁
として活動することを念頭に置いて就職や移籍
を検討する修習性や弁護士にとっては、ひまわ
り求人求職ナビは今もなお重要な役割を担うツ
ールであり続けている。
　近年、ひまわり求人求職ナビでは、掲載を希
望する事務所に対して、それまでよりも多くの
情報（委員会活動参加の可否、弁護士会会派・
団体等参加の可否、過去の採用数、給与の有無
や金額、社会保険の有無、契約形態等）の記載
を義務化することにより、当該事務所の入所を
検討する者に対してより多くの情報を提供でき
るよう改善を図ってきた。
　新たに記載が義務付けられた上記の情報のう
ち、過去の採用数については、過去５年間の採

用数に加え、そのうち現在の在籍数も記載する
ことが義務付けられているところ、これにより
当該事務所の離職率が明らかとなり、就職や移
籍を検討している者としては、当該事務所の働
きやすさを推測することが可能となる。
　ところが、１総論（２）イで述べたとおり、期
成会が今般行ったヒアリングにおいて、所長弁
護士による威圧的な対応等により当該事務所を
早期退所した若手弁護士から、同弁護士の退所
後、ひまわり求人求職ナビに掲載された当該事
務所の情報上、同弁護士は在籍したことがない
ことにされていたとの情報が寄せられた。この
ような虚偽情報の掲載は、入所志望事務所選定
の際により多くの情報を提供しようとする制度
趣旨を没却するものであり、許されるものでは
ない。
　このような事態を防ぐため、掲載時のチェッ
クの強化（日弁連は、誰がいつどの事務所に入
所し、また退所したかについて、記録としては
把握していることから、過去の採用数の項目に
ついては厳密なチェックを行うこと自体は可能
であろう）や、虚偽情報の記載について内部通
報制度を創設し、違反した事務所については事
務所名の公表や、ひまわり求人求職ナビへの掲
載禁止等の制裁を課すなど、毅然とした対応を
取る必要がある。
　ひまわり求人求職ナビの運用は日弁連の管轄
であるが、東弁として、日弁連に対し、上記の
ような対策を講じることを強く求めていくべき
である。

（７）若手会員の委員会参加の促進
　若手支援の課題のひとつとしては、委員会の
活性化も欠かせない。すなわち、多くの新入会
員、若手会員が各委員会活動に参加することに
より、縦横の人的交流が図られるということ、
またそういった人的交流や委員会活動自体が業
務に結びつく可能性もあることから、若手会員
が委員会活動に参加することには大きな意義が
ある。実際、委員会活動に積極的に参加したい
という若手会員（特に新入会員）も少なくない。
　ところが、若手会員が希望を出したにもかか
わらず、当該委員会の定足数の問題でなかなか
入れないという問題がある。会議のオンライン
化、ハイブリッド化が進んだこともあり、定足
数が大幅に増加した委員会もあるものの、基本
的には希望を出した新入会員全員が希望の委員
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会に参加できるようにすることが望ましい。
　具体的には、例えば１年間は「お試し期間」
として必ず希望の委員会への参加を認め（もち
ろん複数の委員会への参加も可）、その１年間の
委員会やＰＴ等への出席率やその他の活動状況
等から、次年度以降に委員として継続しての参
加を認めるかどうか判断することにする、とい
う対応を取ることが考えられる。また、その「お
試し期間」においては、必ず数回は会館での参
加を可能とするなどして（一方で、正規委員の
会館出席希望者全員が会議室のスペースの関係
で出席することが難しくなる場合には、オンラ
イン参加との人数調整をすることは甘受しても
らうこととして）、出席した新入会員が、委員と
のリアルな人的交流を図れるようにする等の工
夫があれば、なおよいと考えられる。
　定足数を増やせない委員会、また定足数は増
えたものの一部の会員が長期間委員を務めてい
る委員会においては、仮に上記工夫により若手
会員が参加できることとしたとしても、従前の
委員会活動、会議の持ち方が固定化されていた
り、長期間中枢部で活躍されている委員の声が
大きい、などの理由によって、新入会員や若手
会員が発言をしたり活躍する余地が少ない委員
会もあると思われる。こういった委員会におい
ては、委員会活動が硬直化する、世代交代が進
まない、といった問題が生じ得る。そこで、一
案としては、委員会によっては、委員の連続再
任回数を制限し、複数回再任されたあとは、一
度委員会を離れてもらう、ないし幹事として参
加してもらうという制度を設け、強制的に委員
会メンバーを入れ替えることによって、委員会
活動を活性化させるということが考えられる。

（８）インハウスロイヤーの課題を踏まえた政策
ア　インハウス委員会の創設
　１総論（３）ウで述べたとおり、期成会の
ヒアリングでは、一弁にはインハウス委員会
が存在するが、東弁にはインハウス委員会が
存在せず、業務改革委員会内にインハウス部
会が存在するにとどまるという実情を踏まえ
て、東弁にもインハウス委員会を作って欲し
いとの意見があった。他方、現在の業革委員
会のインハウス部会の委員からは現状のメリ
ットを強調する意見もあった。
　この点、業革委員会のインハウス部会がこ
れまで果たしてきた役割については、十分な

尊重が必要である。しかし、インハウス委員
会を設置することには、以下のメリットがあ
ると考えられる。
①　委員会内の部会から独立した委員会へと
移行することで、委員の定員を増やしや
すくなること

②　東弁内の独立した委員会となることで、
対外的にも対内的にも、発信力が強まる
こと

③　独立した委員会として活動することで、
インハウスロイヤーに特化した政策の提
言、研修や交流会の企画・実施などを進
めやすくなること

④　インハウス委員会の有無がインハウスロ
イヤー志望の司法修習生等の東弁に対す
る印象にも影響を与え得ること

　そこで、東弁にインハウス会員を主たる構
成メンバーとするインハウス委員会を創設す
ることを提言する。
　具体的には、業革委員会のインハウス部会
のこれまでの実績を尊重し、その意向を十分
に確認しながら、同部会を委員会に昇格させ
る形で委員会を創設するのが望ましいと思わ
れる。活動の内容としては、インハウスロイ
ヤーに関する政策提言、インハウス会員向け
の研修の企画・実施、インハウスロイヤーの
実情に合わせた弁護士職務基本規程を踏まえ
た判断のあり方の検討、人材交流の活性化な
どが考えられる。
　多くの会員が参加できるようにするため、
インハウス委員会の定員は可能な限り多く設
定すべきである。また、インハウス会員が参
加しやすいように、活動の日時・場所やオン
ラインによる参加について、柔軟に検討すべ
きである。
イ　多様な会務参加の尊重と可視化
　東弁のインハウス会員はすでに１０００名
を超えており、ひと口にインハウス会員とい
っても勤務先、取扱い業務、勤務形態などが
多様化している。現時点でも、インハウス会
員は、業革委員会のインハウス部会のほか、
中小企業法律支援センター、国際委員会、広
報委員会、リーガルサービスジョイントセン
ター（弁護士活動領域拡大推進本部）など、
多くの委員会に参加している。インハウス委
員会を設置するとしても、インハウス会員は

●第１章　重点課題
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そこに一元化されるわけではなく、引き続き
多様な委員会に参加することを尊重すること
が、東弁の多様性の観点から大切である。
　この点、期成会のヒアリングでは、各委員
会のインハウス会員がどのような形で参加・
貢献しているのかが可視化されると、それぞ
れの企業の弁護士が参加するイメージをつけ
やすくなるとの意見が寄せられた。本人の同
意を得た上で、様々な委員会で活躍するイン
ハウス会員を紹介する広報について検討する
とよいと思われる。

ウ　インハウス向けの研修の充実化
　株主総会の運営やガバナンス系の内容など
インハウスロイヤーの需要に合わせた研修に
ついては、充実化を図っていくべきである。

エ　インハウス向けの弁護士職務基本規程の解
説の検討
　期成会のヒアリングでは、１総論（３）ウ
で述べたとおり、弁護士職務基本規程のイン
ハウスロイヤー向けの解説が欲しいという希
望も聞かれた。このような解説についても、
インハウス委員会を中心に検討し、インハウ
ス会員が弁護士倫理との関係で悩んだときに

参照できるような資料を作成できるとよいと
考えられる。
オ　人材交流の活性化
　インハウス会員が会務等を通して他のイン
ハウス会員や法律事務所に所属する会員と交
流して人脈を形成する機会を作るとともに、
交流会等も検討されるべきである。
カ　図書館へのアクセスの確保
　１総論（３）ウで述べたとおり、期成会の
ヒアリングでは、複数のインハウス会員から、
就業時間中は弁護士会館に行けないことを理
由に、図書館の開館時間の延長を求める声が
あった。職員のシフト、二弁との調整等の問
題はあるものの、東弁、二弁ともインハウス
会員が１０％を超えていることや、他の会員
にも利用のメリットがあることを踏まえると、
図書館の開館時間の延長については、前向き
に検討をすべきである。また、オンライン上
での貸出手続（特殊なシステムを準備しなく
とも、電子メールで書籍を借りたい旨の申し
込みを送り、司書が貸出手続を取って取り置
きし、時間外にこれを受け取れるようにする
方法）についても検討することが考えられる。

重点課題２　　�市民のための司法の実現

１　�法的支援を必要とする市民の法的ニーズや置かれた状況は一様ではなく、司
法アクセスの難易等に違いがあるという実情を踏まえて、それぞれに適し
た窓口・手法を検討・整備するべきである。

２　�オンライン相談は場所・時間のアクセス障害を克服し得る新たな法律相談
の手法の１つであり、その問題点の除去・最小化に配慮しつつ、導入・定着
の方向で検討するべきである。

３　�弁護士会と自治体との連携構築・強化の可能性を探る。委員会と自治体と
の連携構築・実践の例、法テラスと自治体との連携構築・実践の例、公設
事務所と自治体との連携構築・実践の例などを参考に、都内の各自治体に
対し働きかけを行う。

４　�事案の専門性・多様性に適切に対応するため、無料の研修や事案相談・情
報提供の場の提供など、相談担当者に対する質の高いサポートを行うべき
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である。

５　�広報活動を強化し、弁護士会の提供する多様な相談窓口の周知に努める。同
時に、市民が間違った窓口にいくことのないよう、広告規制を適時に、か
つ実効的に運用するべきである。

１　�東京都における市民の司法
アクセスの現状・課題と対策�
〜ひとりも取り残さない司
法の実現を目指して

　市民の権利を実現するためには、使いやすい身
近な司法が必要不可欠である。弁護士は「社会生
活上の医師」であり、必要なときに気軽に相談で
きることが期待されているという司法制度改革の
理念を踏まえ、東弁では法律相談の拡充に積極的
に取り組んできた。
　そのような中、コロナ禍で日本の社会状況は一
変したといってよい。最大の変化の一つは、ＩＴ
化の進歩、なかんずくオンラインを活用した社会
の出現である。弁護士会は、このような社会の変
化をふまえた司法アクセスのあり方を考える時に
きている。
　もっとも、これまでの司法アクセス拡充の取組
みにおいて、アクセスポイントを増やしたり多様
化したりしても、みずから相談に繋がらない（繋
がれない）、しかし司法サービスを切実に必要とし
ている人たちがいることも明らかになってきた。
例えば都市型公設事務所はいわゆるアウトリーチ
の手法によって、自治体とも連携し、そのような
ニーズに応えてきたが、そのような取組みを面的
に拡げていくことも、弁護士会の担うべき課題で
はないかと考えられる。
　これら両面の観点を踏まえて「市民をひとりも
取り残さない司法」を目指して、これからの司法
アクセスのあり方の一端を提言したい。
（１）東弁（東京三会）の現状
　司法アクセスの問題は、国際的にも重要な課
題であり、「すべての人々に司法への平等なアク
セスを提供する」ことは国連が掲げる持続可能
な開発目標（ＳＤＧｓ）の１つに上げられてい
る。都市部特有の法的なニーズを想定し、新た
な制度を構築していくことは、市民の法的権利

を守るための弁護士会に課せられた重要な使命
である。
　東弁は、市民の社会生活上の医師をめざし、
会として、また時に一弁、二弁と協働して、法
律相談センター設置や自治体相談や法テラス相
談への弁護士の派遣対応など、市民と司法との
アクセスポイントを拡充するとともに、自治体
や法テラスとの連携のあり方を模索してきた。
　しかしながら、市民からは、まだまだ、どこ
に相談すればいいのか判らない、敷居が高いと
いった話が聞かれる状況である。他方で、法律
相談センターの相談充足率が低く相談枠が空転
したり、自治体相談では直受ができず利用者が
弁護士を見つけるのに役立てない等のミスマッ
チの問題が生じている。
　今、都内において弁護士会がどのような層に
対してどのようなサービスを提供しているのか
を確認しつつ、今後、どのような層に向けて、
どのような法的サービスを届けることが必要と
されているのかを、ＩＴ技術の進化、コロナ後
の社会の変化を踏まえた現在・将来の司法アク
セス手段・質の問題として、第３次地域司法計
画の策定の必要性などをも視野に置きつつ、課
題を検討する必要がある。
　そこで、現在、東弁（東京三会）が提供して
いる法律相談サービスにつき、代表的なものの
マトリクス表を作成し、分析することを試みた
（２２ページ参照）。
（２）課題の検討
　一口に「市民の司法アクセスの拡充」といっ
ても、市民の法的ニーズや置かれた状況は一様
ではなく、司法アクセスへの難易等に違いがあ
ることから、こうした観点から類型化して分析
する視点も必要である。マトリクス表を作成し
たところ、それぞれの層において、箱物の法律
相談センターの限界や、弁護士紹介制度の可能
性、オンライン相談の可能性等が見えてくる。
　これによれば、現在、東弁では、一般の法律
相談のほか、非常に多岐にわたる専門相談が用

●第１章　重点課題
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意されており、一見、足りているようにも見え
る。
　しかしながら、これらの専門相談は必ずしも
利用率が高くなく、相談枠をとっていても予約
が入らず待機がキャンセルされる場合も多いの
が実情である。
　他方、市民からは専門の弁護士に相談をした
いとの声を聞く場合が多い。
　相談する市民側に弁護士会の法律相談の周知
が行き渡っていないことや、市民が求めている
専門分野と弁護士会の専門相談のミスマッチな
どが原因として考えられる。
　今後は、市民から求められる専門分野の分析
と、有機的に連携した研修に基づき高い専門性
を担保した法律相談を提供していくことが弁護
士会に求められることとなっていくと考えられ
るし、同時にそれらの相談の広報に力を注ぎ、
弁護士会が用意している多様な相談を周知して
いく必要がある。
　また、東弁が２００７年から実施している弁
護士紹介センターも１つの有力な選択肢である。
コロナ禍の法律相談センターの一時閉鎖などを
契機として利用が増加しており、現在、年間４
６０件程度の紹介を行っているが、専門分野別
の弁護士紹介との相性も良い制度であり、今後
も注力すべき制度であると考えられる。そのう
ち、中小企業分野についての紹介制度は、市民
向け弁護士紹介センターから分離独立し、中小
企業支援センターとして運営されており、弁護
士によるコンシェルジュ制度が成功していると
評価されていることから、市民相談にも同様の
制度を導入していくことも検討されるべきであ
る。
　なお、弁護士費用保険を伴う弁護士紹介（Ｌ
ＡＣ制度）は順調に発展を遂げており、東弁で
の紹介も年間２０００件前後に上っており、さ
らに、遺言・相続（信託含む）分野では、信託
銀行・農林中央金庫等の顧客に対する、保険に
よる費用負担を伴わない弁護士紹介にも拡大し
ている。ＬＡＣ制度は日弁連でも注力分野とし
て考えられており、自ら保険料を支払う資力の
ある層などに対する、重要な弁護士紹介ルート
となっていくと考えられ、東弁としても、ＬＡ
Ｃ制度も市民への司法アクセスの１つとして、
今後も位置づけていくべきである。
　法律相談の費用面については、東弁において

も、２０１６年から錦糸町法律相談センターに
おいて３０分２０００円（税別）の相談を実施
し、市民の法律相談へのハードルを下げる試み
を行ってきたが、その結果、同センターでは相
談件数がかなり増加しており、コロナ禍後は比
較的早期に黒字化を達成している。同様に２０
２３年から池袋の法律相談センターの相談料も
３０分２０００円（税別）に踏み切っており、今
後の相談件数の推移が注視されるべきである。
　加えて、低所得者層の法的ニーズに応えてい
くためには、財源として法テラスの利用も活用
されていくべきであり、法テラスを市民からも
弁護士からも、使い勝手の良い制度とするため
の制度改善を絶えず意識し、働きかけていかね
ばならない。
　さらに、多様な層に向けて、専門相談のバラ
エティを確保するため、無料で質の高い研修の
提供や、相談担当者による事例検討会や情報交
換の場の提供などの支援を構築していくべきで
ある。

２　�ニーズの間隙を埋める�
手立てとしてのオンラ�
イン法律相談

（１）オンライン相談が望まれる相談者層
　法律相談に対する、市民のニーズは多種多様
であり、年齢層や所得層、紛争の種類によって
も異なる。現在東弁（東京三会）では法律相談
センターで一般・専門相談を実施している。面
談による相談の他、電話相談、あるいは出張相
談を実施し、様々なニーズに対応している。
　この点、さらに新たな窓口として、オンライ
ン相談の実施が考えられる。現在、東京三会の
法律相談は、インターネット予約が可能であり、
全国では、さらに進んで、ネット上でマッチン
グされた相談者と弁護士がオンライン（ズーム
やＬＩＮＥアプリ）で相談を実施する方法を採
用したり、相談料についてもオンライン決済を
用いる弁護士会も存在する。
　民事訴訟のＩＴ化の中で、弁護士の業務にお
いてオンラインでの期日進行や打合せは日常化
しつつある。
　このようなオンライン相談は、特にネットリ
テラシーを有する中高年から若年者層に需要が
高いと思われる。中でも、平日に仕事がある会
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社員は、土日祝日や、夜遅い時間以外には法律
相談ができない人も多い。また、子育て中で、
自宅での育児をしている場合や、保育園や幼稚
園の送迎があるなど、時間の融通が利かず面談
相談ができないなど、オンライン相談の実施に
より、多くの相談者層を掘り起こすことができ
る可能性がある。
　弁護士も、相談センターへの移動時間の短縮
や、夜間の勤務が困難な子育て世代の会員も相
談員として登録することが可能になり、職域拡
大やワークライフバランスに寄与することが可
能となる。

（２）利点と問題点
　ここまで述べたとおり、オンライン相談は、
新たな法律相談の需要を掘り起こす可能性があ
り、利便性も高い。他方、東弁（東京三会）の
法律相談は、各弁護士会による研修や監督を経
た、信用性の高いリーガルサービスとなってい
る。両者の利点を併せ持つ弁護士会によるオン
ライン相談を進めるべきである。
　他方、問題点としては、従来は、電話相談同
様、書面を見ながらの相談が困難であったが、
昨今はウエブカメラの性能向上や、ファイル共
有により大幅に改善された。
　さらに、相談者や弁護士のプライバシーの確
保をどのように図るのか、有料相談を実施した
場合、決済の方法をどうするかといった問題が
考えられるが、電話相談等でも起こりうる問題
であり、相談方法、システムの改良等で対応可
能であると思われる。

３　�自治体との連携について

（１）自治体との連携の現状
　基礎自治体の設置する法律相談窓口は、住民
にとって信頼できる上に認知度も高く身近でア
クセスしやすいものである。しかし、①実施が
平日日中に限定されていることが多く、②無料
の一回的な相談が基本で担当弁護士と委任契約
に至ることが想定されていない（原則として直
受禁止）、③担当弁護士の専門分野等を指定する
ことが困難…といった制約がある。例えば、訴
訟提起されて、すぐにでも弁護士を選任する必
要があるが、経済的な余裕もなく、知っている
弁護士もいないというとき、自治体法律相談に
行ったところ、そこで改めて弁護士会の法律相

談や法テラスの法律相談を紹介される、という
のは迂遠であろう。こうした問題の解決に向け、
以下の点を検討する。

（２）自治体×消費者センターなど専門窓口　　�
　〜従前の自治体連携をさらに進めるための
工夫〜
　東弁は地方自治体と連携して、法律相談担当
者やアドバイザーの推薦を行っている。一例と
して消費者センターとの連携をあげると、多く
の区では、複雑・高度化する消費者相談を適正
迅速に解決するため、センター相談員が弁護士
に助言を求めるアドバイザー制度を設けている。
このアドバイザーは少人数にならざるを得ない
が、新宿区の場合は、週１回、東京三会の弁護
士（約５０人）が交代でセンターに詰め、直接
相談を受けたり、相談員への助言・指導を行っ
ている。
　今後、相談業務はますます複雑・専門化する
ことが考えられる。それに対応するため、地方
自治体が行っている法律相談も専門窓口（相続
問題・消費者問題等）を設けたり、充実させる
ことが望まれる。上記新宿区消費者センターの
運用も相談業務充実の一例と言える。東弁も窓
口専門化や充実に向けて地方自治体に呼びかけ
るとともに、専門相談に適切に対応できるよう
に研修を進めていくことが求められる。更には、
体制が整えられるのであれば、複数弁護士で相
談を受けたり、相談担当者研修として相談内容
の検討をすることも検討されるべきである。

（３）自治体×法テラス〜江戸川区の試み〜
　こうした状況への一つの方策として、江戸川
区が法テラスと協定を結び、２０２３年６月から
同区の区民相談室において法テラスの法律相談
を利用できるしくみを設けた。一定の収入・資
産の条件を満たした区内在住・在勤・在学者が、
区民相談室で法テラスの無料法律相談を受ける
ことができ、必要に応じて法テラスの援助を受
けて弁護士に委任することができる、というも
のである。制度のスタートから毎月１００件前
後の相談があるとのことであり、これは、既存
の制度・しくみをうまく組み合わせることで利
便性を格段に向上させる取組みと評価すること
ができる。
　法テラスについては、運用や報酬基準等につ
いて改善を求めるべき点もあるが、東弁として、
このようなしくみを拡げるよう働きかけるとと

●第１章　重点課題
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もに、相談を担当する弁護士の研修等に取り組
むべきである。

（４）自治体×公設事務所�
〜公設事務所が発見しパイロット的に取り組
んだ課題を横展開する仕組みの構築〜

ア　目的
　あらゆる人に法的サービスを届けることは、
弁護士会の使命である。その実現として、各
パブリック法律事務所が実施している自治体
と連携した相談、受任業務を弁護士会が引き
継ぎ発展させる。
　都市型公設事務所であるパブリック法律事
務所の存在意義は、すべての人々に法的サー
ビスを届けるために、アウトリーチなどを通
じて新たな届け方を開拓し、それを安定的、
普遍的なもの（弁護士会や国の制度）にして
いくことである。究極的にはすべての人に法
的サービスが行き届き、パブリック法律事務
所は発展的に解散していくことが理想である。
　２００２年に最初のパブリック法律事務所
が設立されてから２０年を迎えた。次のステ
ップとしてこの間にパブリック法律事務所が
築いてきた仕組みを、どう東弁が引き継いで
いくかを今後検討、実現していく。

イ　パブリックでの現状
　現在都内の各パブリック法律事務所では、
長年の関係構築の努力により、安定的に相談
協力体制を築けている自治体が多くある。そ
の一例が、東京パブリック法律事務所と福祉
事務所である。パブリック所員が福祉事務所
職員に対して講演会を実施し、職員は相談者
から聞き取りをしている中で弁護士に相談す
べき案件をある程度峻別できるようになって
いる。そうした職員からパブリック法律事務
所に相談者をつなぎ、パブリック法律事務所
で法律相談を受けている。事件受任後は必要
に応じて、担当の社会福祉士などに本人のフ
ォローアップを依頼したり、情報共有したり
するなど、自治体の支援者との関係が継続す
ることもある。
　しかし、パブリック法律事務所のマンパワ
ーの不足から、現在関係構築している自治体
対応で手いっぱいであり、対象自治体をあま
り広げられていない。

ウ　弁護士会への引継ぎ方
　「顔が見える関係」であるからこそ、自治体

職員にとっても敷居の高い弁護士に職員が相
談しやすく、相談者をパブリック法律事務所
に紹介しやすく、また、相談後の協力関係を
築きやすくなっている。また、福祉事務所経
由の相談者には対応困難者も少なくない中、
パブリック所属弁護士であれば、対応してく
れるという信頼があるからこその関係でもあ
る。
　それらの点を東弁でどう体制構築できるか、
関係継続の工夫と、対応する弁護士のスキル
の確保が課題となる。
　さらに、自治体からの安定的な相談、事件
受任がパブリックの経営を支えている面もあ
るため、東弁が引き継ぐにしても段階的に進
める必要がある。
　これらの課題を考慮すると、例えば次のよ
うな形が考えられる。東弁が「準パブリック
所員」的な相談・受任担当弁護士を募集し、
研修等を実施する。パブリック法律事務所に
研修の負担を負わせることは現実的ではない
ため、パブリック法律事務所に勤務経験のあ
る弁護士が担うことが考えられる。パブリッ
ク法律事務所宛に来た相談を適宜「準パブリ
ック所員」弁護士が受け、徐々に担当弁護士
の拡充、パブリック法律事務所から東弁への
シフトをはかる。
　この仕組みにより、東弁がバックアップし、
パブリック法律事務所が築いてきた仕組みを
弁護士会に還元する。そうすることにより、
ひいては若手のスキルアップの機会の提供、
パブリック法律事務所が長年にわたり築いて
きた事件処理や相談者対応のスキルの会員へ
の還元になる。こうした活動により、東弁会
員のパブリック法律事務所への理解を深める
ことにもつながる。
　これまで東弁として、パブリック法律事務
所の活動を引き継ぐことはしてこなかったた
め、新しい試みとなる。そのため、これを進
めるにあたり、パブリック法律事務所と十分
に意見交換して進める必要がある。

４　�相談担当者へのサポートの
充実

　東弁（東京三会）が提供する法律相談は、市民
からの弁護士会に対する信頼を背景に申し込まれ
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る場合も多く、そうした信頼に応えるため、常に
質の向上を目指していくべきものであり、研修と
の有機的連携は非常に重要である。また、今後、
弁護士に対して専門性を求める声は益々大きくな
っていくと思われる。
　現在、東弁（東京三会）の専門分野の法律相談
を担当する場合には、一定の研修を受講すること
や、事例検討会に参加することを必要とされる場
合もあるが、指定される研修には有料なものもあ
り、相談担当を希望する会員への一定のハードル
となっている。また、そもそもそうした研修や研
鑽・相談の場が用意されていない相談分野もある。
　弁護士会の提供する法律相談の質の向上や、会
員業務支援の根幹をなすものとして、事案の専門
性・多様性に適切に対応するため、無料の研修や
事案相談・情報提供の場の提供など、相談担当者
に対する質を高めるサポートを行うべきである。

５　�市民の健全なアクセス確保
について

　多くの人がウェブで情報収集・情報交換をする
ようになっている現在、法律事務所のホームペー
ジ等による弁護士広告や弁護士のＳＮＳでの発信
などが、法的な問題に直面している市民と弁護士
との距離を縮めている功績は大きい。東弁も、法
律相談などをより効果的・積極的に広報していく
ことを考えたい。
　ただ他方で、一部の誇大広告等は、困っている
市民を誤った方向に誘導し、市民にさらなる被害
を生じさせかねない。
　東弁はいちはやく「国際ロマンス詐欺案件を取
り扱う弁護士業務広告の注意点」をＷｅｂサイト
に掲載して、広く市民に対して「国際ロマンス詐
欺案件を取り扱うとするウェブ上の弁護士業務広
告の中には、弁護士法、弁護士職務基本規程、ま
たは弁護士の業務広告に関する規程に違反するお
それのあるものが散見されます。」と述べて注意を
喚起した。
　今後も、会として必要に応じ適時にこうした注
意喚起を行うとともに、東弁の「広告規制」を適
時に、かつ実効的に運用するべきである。

●第１章　重点課題
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特色 想定される相談形態 アクセスポイント 検討すべき点 現在ある制度 問題点 今後の制度改正

高齢者

・�移動困難
・�ＩＴ困難
・�丁寧な対応必
要
・�生活を含む包
括的対応必要

高所得者層

顧問弁護士を自宅に呼
ぶ相談など

親族、知人、金融機
関（信託銀行等）、税
理士、勤務先、広告

信託銀行等と弁護
士会との提携によ
る弁護士紹介等

一部の信託銀行等
と弁護士会との提
携による弁護士紹
介等

中所得者層

弁護士紹介制度（ＬＡ
Ｃ制度含む）、出張相談

親族、知人、金融機
関（信託銀行等）、
税理士、勤務先、広
告

弁護士会としての
アクセスポイントの
拡充（紹介制度の充
実）

弁護士紹介制度
オアシス出張相談
消費者高齢者出張
相談

消費者センターとの
連携
制度を周知するため
の広告
悪徳業者の広告規制
法テラス基準拡大

自治体主催法テ
ラス相談

低所得者層

法テラス特定援助対象
者事業
弁護士会高齢者相談
（訪問）
自治体相談

自治体、福祉機関
（地域包括センター
等）、法テラス

オアシス、自治体に
よる法テラス相談
運営

オアシス出張相談
法テラス支援者申
込型相談
消費者高齢者出張
相談

消費者センターとの
連携
制度を周知するため
の広告
悪徳業者の広告規制
公設事務所機能の弁
護士会への引継
法テラス基準拡大

自治体主催法テ
ラス相談

中高年

・�移動容易
・�ＩＴ対応容易
・�一定の理解を
期待できる
・�生活の自立を
期待できる

高所得者層

法律事務所、顧問弁護
士等

ネット、親族、知
人、金融機関（信託
銀行等）、税理士、
勤務先等

信託銀行等と弁護
士会との提携によ
る弁護士紹介等

一部の信託銀行等
と弁護士会との提
携による弁護士紹
介等

中所得者層

法律事務所・法律相談
センターでの相談
弁護士紹介制度（ＬＡ
Ｃ制度含む）
オンライン相談、電話
相談

ネット、親族、知
人、税理士、勤務先
等

法律相談センター、
弁護士紹介制度の
充実（広告充実、オ
ンライン相談、キャ
ッシュレス決済、予
約方式等）

法律相談センター
ネット予約、弁護士
紹介オンライン申し
込み等）

オンライン相談、キャ
ッシュレス決済
消費者センターとの
連携
制度を周知するため
の広告
悪徳業者の広告規制
法テラス基準拡大

若手オンライン
相談
自治体主催法テ
ラス相談

低所得者層

法テラス相談所、法律
相談センター相談
オンライン相談、電話
相談、弁護士紹介制度

ネット、自治体、福
祉機関、法テラス

自治体による法テ
ラス相談運営

江戸川区法テラス
相談

オンライン相談、キャ
ッシュレス決済
消費者センターとの
連携
制度を周知するため
の広告
悪徳業者の広告規制
法テラス基準拡大

若手オンライン
相談
自治体主催法テ
ラス相談

若年者

・�移動容易
・�ＩＴ対応容易
・�社会経験が少
ない
・�生活は実家と
のつながりあ
り

高所得者層

法律事務所、顧問弁護
士等

ネット、親族、知
人、金融機関（信託
銀行等）、税理士、
勤務先等

信託銀行等と弁護
士会との提携によ
る弁護士紹介等

一部の信託銀行等
と弁護士会との提
携による弁護士紹
介等

中所得者層

法律事務所・法律相談
センターでの相談
弁護士紹介制度（ＬＡ
Ｃ制度含む）
オンライン相談、電話
相談

ネット、親族、知
人、税理士、勤務先
等

法律相談センター、
弁護士紹介制度の
充実（オンライン、
カード支払い、予約
方式等）

法律相談センター
ネット予約、弁護士
紹介オンライン申し
込み等）

オンライン相談、キャ
ッシュレス決済
消費者センターとの
連携
制度を周知するため
の広告
悪徳業者の広告規制
法テラス基準拡大

若手オンライン
相談
自治体主催法テ
ラス相談

低所得者層

法テラス相談所、法律
相談センター相談、オ
ンライン相談、電話相
談

ネット、消費者セン
ター、福祉機関、法
テラス

自治体による法テ
ラス相談運営

江戸川区法テラス
相談

オンライン相談、キャ
ッシュレス決済
消費者センターとの
連携
制度を周知するため
の広告
悪徳業者の広告規制
法テラス基準拡大

若手オンライン
相談
自治体主催法テ
ラス相談

女性

・�問題が潜在化
しがち
・�家を開けづら
い方もいる

自治体相談、法テラス
相談、在宅オンライン
相談、電話相談等

法律相談センター、
弁護士紹介センタ
ー、自治体、福祉機
関、法テラス
ネット・電話

養育費等の相談に
ついては、厚労省等
から費用援助制度
あり（自治体経由で
弁護士費用も援助
等）
養育費については、
今後、法テラス基準
も緩和

女性の権利相談
家庭相談

専門相談の枠が埋ま
らないミスマッチ解消
の必要
オンライン相談、キャ
ッシュレス決済
制度を周知するため
自治体などに広告等

若手オンライン
相談
自治体主催法テ
ラス相談

子ども

・�自らの問題を
周囲に伝えら
れない
・�単独で移動困
難

ＬＩＮＥ、電話 弁護士会、自治体
等のＬＩＮＥ、電話
相談

電話・ＬＩＮＥ相
談あり

曜日時間帯等

障がい
者

・�自らの問題を
周囲に伝えら
れない
・�単独で移動困
難

障害の程度により、さ
まざまな形態が想定

オアシス相談、法律
相談センター、弁護
士紹介センター、自
治体、福祉機関、法
テラス
ネット・電話

オアシス出張相談
法テラス支援者申
込出張相談
消費者高齢者出張
相談
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特色 想定される相談形態 アクセスポイント 検討すべき点 現在ある制度 問題点 今後の制度改正

多摩支
部管内

・�地域が広い
・�自治体連携が
強いが、直受
はない
・�専門相談が活
発

現在ある制度のほかに、
オンライン相談、電話
相談の拡大、弁護士紹
介制度、自治体相談直
受、出張相談

弁護士会、自治体、
福祉機関、法テラ
ス、ネット

法律相談センター
改革

各法律相談センタ
ー、各種専門相談
（無戸籍、子どもの
悩み事、セクシャル
マイノリティ、退院
請求等）、電話ガイ
ド、巡回相談等

・�市民の多様なニー
ズに即した相談ス
タイルの提供
・�相談センター担当
弁護士と依頼者居
住地とミスマッチ
・�収支改善（３センタ
ーの一体的運用、
町田センターにお
ける法テラスとの
関係見直し等）
・�自治体直受拡大

オンライン相談
・弁護士紹介制
度導入、法律相
談センターごと
の担当弁護士名
簿の作成等

＊多摩支部については、「第３章　６　多摩支部」にも記載されておりますので、ご参照ください。

現在、弁護士会が実施している法律相談

自治体 一般、外国人�
（入管での相談）

法律相談
センター
で受けら
れる専門
相談

一般（会社関係含む）、家
庭、クレサラ、労働、消
費者、外国人、医療過誤、
交通事故、女性の権利、
住宅専門家相談、生活保
護相談

弁護士紹介（弁護士紹
介センター、中小企業
法律支援センター、人
権擁護委員会）等で受
けられる相談

一般（会社関係含む）、家
庭、クレサラ、労働、消費
者（出張相談あり）、高齢者
（出張相談あり）外国人、医
療過誤、交通事故、女性の
権利、住宅専門家相談、ハ
ーグ対応弁護士紹介、マン
ション相談、民暴相談

電話相談

無料電話相談（一般、クレ
サラ）、交通事故、子ども人
権110番、高齢者障がい者、
犯罪被害者支援、公害環境、
公益通報、空き家相談、セ
クシャルマイノリティ相談、
ひまわりホットダイヤル、中
小企業法律支援センター相
談、マンション管理相談

重点課題３　　�憲法問題―平和主義と立憲主義を�
めぐる問題を中心にして―

１　緊急事態条項創設の動きに対して

　　�国会議員の任期延長の提案を含め、緊急事態条項を憲法に創設しようとす
る動きに対して、日弁連の意見書もふまえて議論を尽くし、早急に会内合
意を形成し、会としての意思を表明し、社会に対しても憲法改正の問題点
を分かりやすく伝える活動をする。

２　�憲法の基本原則や立憲主義を危うくするような憲法改正や施策に対して

　　（１）�議論を十分に尽くして会内合意を形成し、適宜の時期に会としての意
思を表明し、これを社会に浸透させる活動を行う。

　　（２）�普段から憲法の理念や基本原則が社会の隅々にまで浸透するよう、講
演会、シンポジウム等を連続的に行うほか、明日の主権を担う中高生
に対する憲法教育を積極的に行う。

３　�東弁の意見を主体的に展開するための活動について

　　�動画やインターネット配信やＳＮＳの活用などの広報の方法を積極的に採
り入れるほか、従来から行ってきた街頭宣伝、ビラ撒き等の活動、市民集
会やデモへの参加など、市民に訴え又は市民と連帯して活動を行う。

●第１章　重点課題
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第１　�はじめに（弁護士会が憲法問
題に取り組む意義）

　期成会は、東弁及び日弁連の活動において、憲
法を守り、平和を守る活動を一つの柱とすること
を訴え続けてきた。それは、我々弁護士は、最高
法規たる憲法の基本原則（国民主権、基本的人権
の尊重、恒久平和主義）や立憲主義が否定される
ような事態に対しては、それに無関心であっては
ならず、積極的に取り組むことが求められている
からに他ならない（弁護士法１条１項）。
　この数年における憲法９条を取り巻く状況は厳
しくなっている。安倍政権下において成立した安
保法制によって集団的自衛権の行使が認められる
ようになり、現行岸田政権においても、安保三文
書の改定などアメリカとの防衛協力が推し進めら
れ、防衛費の大幅増額が閣議決定されている。こ
れらの動きの背景としては、ウクライナ問題や台
湾問題などの国際情勢があり、アメリカの世界戦
略がある。
　期成会は、政府が、東アジアに緊張が高まって
いるとして、南西諸島への自衛隊基地の建設を進
めている現状を見ておきたいと考え、この秋現地
調査に出かけた。本章では、その報告も含めて、
今政府が、平和主義、国民主権、立憲主義といっ
た憲法の基本原理、原則を順守しているか、その
問題点を指摘し、東弁が憲法問題にどう関わって
いくべきかについて、提言をしたい。

第２　�憲法を取り巻く内外の�
情勢

１　国際情勢
（１）ウクライナ問題の状況
　２０２２年２月、ロシアの突然の軍事侵攻によ
り始まったウクライナ戦争は、１年９か月を経
た現在も、終結の見通しが立たない状況である。
　ウクライナ東部・南部の４州を併合したロシ
アは、国連総会における４州併合が無効である
との決議も無視し、戦闘を続けている。この間、
犠牲者の数は増え続けている。
　そうした中で２０２３年５月、広島の地で行わ
れたＧ７首脳会議（Ｇ７広島サミット）では、ウ
クライナ問題が討議され、「ロシアの違法な侵略

戦争に直面する中で、必要とされる限りウクラ
イナを支援する」との宣言がなされた。７月に
は、Ｇ７はリトアニアで行われたＮＡＴＯ首脳
会議に合わせて共同宣言を発表し、ロシアの侵
攻を受けるウクライナの安全を長期的に保証す
る枠組みを創設するとした。
　日本は、憲法９条との関係から、ウクライナ
に対する武器の供与は行わないとしているもの
の、上記Ｇ７の枠組みは、他国の安全を長期的
に保証するものであり、このような枠組みに参
加することは極めて異例なものと言わざるを得
ない。日本も今後ウクライナと二国間協定を結
ぶことになるが、どのような内容の協定を結ぶ
かは今後の大きな課題である。

（２）ＮＡＴＯ拡大の動き
　ウクライナ問題を機に、これまで中立を保っ
ていた北欧のフィンランドとスェーデンもＮＡ
ＴＯに加盟する状況となっている。そして、日
本もＮＡＴＯとの関係を強化しようとしている。
　日本とＮＡＴＯの協力は安倍政権の頃から本
格化し、サイバー防衛、海洋安全保障、テロ対
策などで協力を積み重ねてきた。２０２２年６月
にスペインで開かれたＮＡＴＯ首脳会議に日本
も初めて招かれ、岸田首相は、「ウクライナは明
日の東アジアかも知れない」と危機感を示し、
欧州とインド太平洋の安全は切り離せないとし
て、ＮＡＴＯがインド太平洋地域への関与を強
めることを歓迎した。また、岸田首相は同年７
月のリトアニアで開かれたＮＡＴＯ首脳会議に
も出席し、連携を強化しようとしてきた。
　北大西洋条約は、第５条で加盟国への攻撃を
全加盟国への攻撃とみなして反撃する集団的自
衛権を定めた軍事同盟である。対象となる地理
的範囲は北米と欧州の加盟国全土とされている
が、２０２１年には沖縄の南海上でイギリス海
軍と自衛隊が共同訓練を行い、２０２２年には
奄美大島などで行われた離島防衛を想定した日
米共同演習にＮＡＴＯもオブザーバーとして参
加している。さらに、２０２３年にはＮＡＴＯ
がアジアで初めてとなる東京連絡事務所の開設
を日本政府と協議していることも明らかとなっ
た。
　このような動きに対して、中国とロシアは、
ＮＡＴＯがインド太平洋地域に関与することは
地域の緊張を高めかねないとし、中国は「中国
脅威論を誇張すべきではなく、地域の対立をあ
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おるべきではない」と反発している。
（３）アジアの情勢
　ここ数年、日本周辺の緊張が高まってきてい
ると言われ、防衛の強化が声高に主張されてい
る。一つは中国との関係であり、もう一つは北
朝鮮問題である。
ア　中国の海洋進出と台湾有事
　中国は近年、南シナ海に人工島を作り軍事
基地化するなど海洋進出の動きを強め、台湾
に対しても、「不可分の領土」「核心的利益」
と位置づけて、度々軍事的圧力をかけている。
一方アメリカは、大国として台頭してきた中
国の動きに警戒感を強め、南シナ海でフィリ
ピンとの合同演習を実施するなど、中国を意
識した軍事行動を行っている。台湾有事の際
の米中の軍事衝突が懸念されている。
　台湾には３０００社を超える日本企業が進
出しており、約２万人の邦人が生活している。
在留邦人保護の見地からも、台湾で有事すな
わち戦争が起こる事態に対しては、政府とし
ては強い関心を持たざるを得ない。政府は、
後に詳しく述べるように、台湾有事を含めた
東アジア情勢の緊張を理由に南西諸島へ自衛
隊基地を建設し、日米の軍事演習を進めるな
ど、防衛力強化の方針を打ち出している。
　しかし、日本政府は、日中共同声明（１９
７２年９月）において、中華人民共和国政府
が中国の唯一の合法政府であることを承認し、
同国政府が台湾を同国の領土の不可分の一部
であるとする立場を十分理解し、尊重すると
している。また、これを受けて１９７８年８
月、主権・領土の相互尊重、相互不可侵、相
互内政不干渉などを内容とする日中平和友好
条約を締結している。

イ　北朝鮮の動向
　北朝鮮は、１９９３年と２００３年の二度に
亘ってＮＰＴ（核不拡散条約）からの脱退を
表明し、核開発を進めている。また、ミサイ
ルの発射実験も行っており、２０２２年以降
は高い頻度で弾道ミサイルの発射実験が行わ
れている。２０２３年４月には、「北朝鮮から
弾道ミサイルの可能性のあるものが発射され
た」としてＪアラートを発出する事態も出て
きている。
　北朝鮮は、アメリカの脅威に対する抑止力
として核兵器の保有を目指しているとし、実

際に、北朝鮮のミサイルの発射は、日米韓が
共同軍事演習や首脳会談の行われた際に、そ
れに反発するような形でなされることが多い。
　日本は現在北朝鮮との外交関係を持ってい
ない。過去、外交関係を正常化するための交
渉は行われたものの拉致問題の解決に進展が
ないため、関係の打開は困難な状況となって
いる。

（４）国際社会分断の動き
　アメリカは２０２１年９月、アジアのみならず
インド太平洋地域においてイギリス、オースト
ラリアの３国間の軍事同盟（ＡＵＫＵＳ）を発
足させ、この地域に影響力を増大させている中
国の動きに備えようとしている。
　２０２３年８月には、「キャンプデービッド」
で日米韓の首脳会談が持たれ、会談後には日米
韓の協議に関する約束（コミットメント）の文
書が発表された。そこには、「共通の利益及び安
全保障に影響を及ぼす地域の挑戦、挑発、脅威」
に連携して対応するため、速やかに協議し、情
報共有や対外発信を行うとされ、北朝鮮に対し
て、日、米、韓の３国が協力関係を強めていく
ことが確認されている。
　一方、２０２３年９月には、北朝鮮のキム・ジ
ョンウン総書記がロシアを訪れ、プーチン大統
領との首脳会談を行った。この会談では、軍事
技術の協力拡大が協議されたと言われており、
ウクライナ戦争を機に、国際社会の分断がます
ます強まる恐れも出ている。
　集団安全保障を目指したはずの国連は、安全
保障理事会常任理事国間の主導権争いや自国の
利益による拒否権行使により、機能不全に陥っ
ている。今、国際社会では、先進国と言われた
国々が、集団安全保障ではなく、同盟関係によ
る集団的自衛権行使の道を選ぶかのようである。
日本国憲法の平和主義、国際協調主義は、同盟
関係によって我々の安全と生存を維持すること
を目指すのではなく、「平和を愛する諸国民の公
正と信義に信頼して」、国際関係を構築しようと
するものである。

●第１章　重点課題
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２　�国内情勢（安保法制以後の
日本の現状）

（１）南西諸島への自衛隊基地建設とミサイル配備
計画

ア　南西諸島への自衛隊基地建設
　政府は、２０１６年以降、鹿児島県や沖縄
県の島嶼部（南西諸島）に相次いで陸上自衛
隊の基地（駐屯地）を建設している。北朝鮮
の軍事力の増大と中国の海洋進出によって、
日本周辺の軍事的脅威が強まっており、また、
切れ目なき防衛のためにも、離島への基地が
必要だとの理由である。
　期成会は、島嶼部の自衛隊基地の建設の現
況と問題点を、現地に出かけて確認したいと
考え、２０２３年１０月、３日間に亘って、宮
古島、石垣島、与那国島３島の調査を行って
きた。ここでは、その調査結果をふまえて基
地建設にどのような問題があるのかを述べた
いと思う。

イ　沖縄県の３つの離島への自衛隊基地建設の
経緯と実情
　２０１６年３月、与那国島に駐屯地が開設さ
れた。与那国島は、日本の最西端に位置し、
台湾まで１１０㎞という近さにある。一方、隣
の石垣島まで１２７㎞、沖縄本島まで５０９
㎞、東京まで１９００㎞という距離がある。
　駐屯地には、警備部隊、中距離地対空誘導
弾部隊、地対艦誘導弾部隊が配置されること
となった。小さな山の上にレーダーが設置さ
れており、そこから直線距離にして３００m
ほどの距離に中学校があるが、子ども達に電
磁波の影響があるのではないかと不安の声も
上がっている。また、島の南部には多様な動
植物の生息する湿原が拡がっているが、サン
ゴ礁の海から内陸の湿原までをつぶして港湾
を造る計画が持ち上がっており、そこが将来
軍港になるのではないかと心配する住民も多
い。
　２０１９年には宮古島に駐屯地が開設され
た。宮古島には、沖縄返還直後の１９７３年
２月から米軍航空警戒監視部隊を引き継いで
空自の宮古島分屯地が開設され、第５３警戒
隊が配備されていたが、そこに陸自の駐屯地
が建設され、警備部隊、中距離地対空誘導弾
部隊、地対艦誘導弾部隊が配置され、現在約

７００名の隊員が配置されている。南西諸島
の自衛隊基地の中では配置人数が一番多く、
格が高いと言われている。情勢が緊迫すれば
沖縄本島第５１旅団、熊本第８師団から事前
配備部隊が機動展開することになっている。
宮古島では、「ミサイル基地はいらない宮古島
住民連絡会」が反対運動を継続している。
　我々も現地で弾薬庫の建設現場を見たが、
鉱山跡地に造られている弾薬庫から直線距離
で２５０mほどの所に集落がある。もし弾薬
庫が爆発事故を起こしたとき、集落の住民は
逃げることはほぼ不可能である。
　２０２３年３月には石垣駐屯地が開設され、
警備部隊、中距離地対空誘導弾部隊、地対艦
誘導弾部隊等が配置された。隊員数約５７０
名の予定である。完成は２０２６年度以降と
され、時期は未定である。ここには、覆道射
撃場がないため、射撃訓練はできず、沖縄本
島か宮古島駐屯地で行うしかない。「石垣島
に基地をつくらせない市民連絡会」が反対運
動を継続している。駐屯地の建設場所は、地
元住民の信仰の対象である山の隣にあり、ま
た農地のすぐ近くに位置している。駐屯地に
は現在多数の隊員を収納できる宿舎を建設中
のようであるが、排水設備が整っておらず、
農地の横を基地で使われた排水が流れること
になりそうだということで、農民や地元住民
は、鉛等有害な物が排水に交じって流れてこ
ないか不安を感じているとのことであった。
ウ　南西諸島へのミサイル配備計画
　これら先島諸島３島の駐屯地には、いずれ
も中距離地対空誘導弾部隊、地対艦誘導弾部
隊が配備されている。「誘導弾」即ちミサイル
の配備について、防衛省は地元地方議会や住
民に対して、これらは迎撃のためのものであ
り、領土を保全するためのものだと説明して
きた。しかし、２０２２年１２月の安保三文書
の閣議決定において、これら島嶼部のミサイ
ル配備が、近い将来より長距離のミサイル（ス
タンドオフ・ミサイル）の配備に転換する可
能性が出てきた。
　石垣島市議会は、２０２２年１２月、「陸上
自衛隊石垣駐屯地（仮称）への長射程ミサイ
ル配備に関する意見書」を内閣総理大臣らに
対して提出し、「石垣市議会は、『平和発信の
島』、『平和を希求する島』との決意のもと議
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会活動をしており、自ら戦争状態を引き起こ
すような反撃能力をもつ長射程ミサイルを石
垣島に配備することを到底容認することはで
きない。」との意思を表明した。
　基地を受け入れた地元住民の中にも、自分
達の島の防衛になると思って受け入れを認め
たのに、基地があることが逆に自分達を危険
にさらすことになってしまうと懸念を持つよ
うになった者も出てきている。

エ　住民避難・住民保護の問題
　２０２３年３月、沖縄県で武力攻撃事態を想
定した図上訓練が行われた。その図上訓練で
は、先島諸島から約１２万人の住民を九州に
避難させる方針が決まったそうであるが、そ
れだけの人数の避難が果たして可能なのだろ
うか。牛を飼っている島民からは、いざ避難
するようにと言われても、牛を置いて避難で
きるかどうかわからないという声も上がって
いる。また、東日本大震災の原発事故のため
に避難した福島県民の様子から、避難先で安
心して暮らしていけるのかとの不安や、一度
島を出たらもう戻れないのではないか、さら
に、戻れる状態になったとしても、土地は荒
れ果ててしまっていて、とても帰れる状態で
はないのではないか、との不安を持つ者も多
い。

オ　地方自治における問題
　与那国島では、自衛隊を受け入れるか否か
の住民投票が行われたが、島の住民を二分す
る結果となってしまったため、住民間にしこ
りが残ってしまったという。与那国島は、も
ともと人口１５００人程度の島であった。住
民投票では過半数が賛成したとはいえ、基地
受け入れに反対の住民も４割を超えていた。
そこへ自衛隊員とその家族約２５０人が移住
してきたため、基地反対派の住民は、今後は
反対派が過半数を取れる可能性がなくなった
と落胆する声も聞かれた。
　宮古島では、集落の集まりに自衛隊員の妻
が参加するようになったため、自衛隊につい
て話題にすることができなくなった、との声
も聞かれた。
　自衛隊基地の建設は、小さなコミュニティ
ーである島で生活する住民の関係を引き裂い
たり、住民に国のやることだからと反対でき
ない気持ちを持たせたり、地方自治、住民自

治の上からも、問題が生じている。
（２）防衛費増額決定、防衛力増強
　岸田首相は、２０２２年１１月２８日、防衛費
を今後５年以内に大きく増やし、２０２７年度に
は関連経費と合わせて国内総生産（ＧＤＰ）比
２％にするように防衛相と財務相に指示した。
　防衛費増の中心になるのは、敵基地攻撃能力
保有のための費用である。必要な装備の精査は
後回しになっており、財源に関する議論も十分
ではない。

（３）自衛隊と米軍の一体化
　共同通信は、２０２１年１２月２３日、自衛隊
と米軍が台湾有事を想定した日米共同軍事作戦
の原案を作成したことを報道した。それによれ
ば、台湾有事の緊張度が高まった初動段階で、
沖縄に駐留する米海兵隊が南西諸島に分散して
臨時の軍事拠点を置き、そこに対艦ミサイル部
隊を展開して洋上の中国艦船の排除に当たる。
日本は「重要影響事態」と認定し、自衛隊に米
軍の後方支援に当たらせるというもので、陸上
自衛隊の領域横断作戦と米海兵隊の遠征前進基
地作戦（ＥＡＢＯ）に基づいている。
　ＥＡＢＯは、既存の陸上基地からの攻撃、軍
事艦船・航空機からの攻撃に加えて、多数の離
島に小部隊が機動的に臨時の要塞を作って攻撃
を行い、中国艦船を第一列島線の内側（東シナ
海・南シナ海）に封じ込めるというものである。
　日米共同軍事作戦は既に頻繁に行われており、
２０２３年も１０月１４日から同月３１日まで陸
上自衛隊とアメリカ海兵隊による師団規模の共
同訓練レゾリュートドラゴン２３が九州・沖縄
を中心に行われた。

（４）安保三文書の成立
　２０２２年１２月１６日、政府は①外交・安全
保障の最上位の指針である「国家安全保障戦
略」、②防衛の目標と手段を示す「国家防衛戦
略」（従来の「防衛大綱」に代わるもの）、③防
衛費の増額や装備品の整備規模を定めた「防衛
力整備計画」（従来の「中期防衛力整備計画」に
代わるもの）のいわゆる「安保三文書」を閣議
決定した。
　２０１５年９月に成立した安保法制によって集
団的自衛権の行使が認められ、日本はアメリカ
のためにも防衛義務を果たさなければならない
こととなった。その結果、２０１８年１２月に改
訂された防衛大綱では、中国を念頭に弾道ミサ
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イル防衛を含めた総合ミサイル防空能力の強化
が打ち出され、弾道ミサイルに限らないミサイ
ル発射手段等への対応が検討課題とされてきた。
政府は、２０２０年１２月の閣議において、陸上
配備型イージス・システムに代えてイージス・
システム搭載艦２隻を整備するとともに、現在
射程百数十㎞のミサイルの射程を、１０００㎞
を超えるものに能力を向上させたものを配備す
るとし、敵基地攻撃に事実上転用可能なスタン
ドオフ・ミサイルの配備を決定していた。
　安保三文書は、そうした経緯の中で成立した
ものである。

（５）武器輸出禁止三原則から防衛装備移転三原
則への転換

　２０１４年３月、安倍内閣は、翌年の安保法制
の露払いをさせるかのように武器輸出禁止三原
則を撤廃し、防衛装備移転三原則へ置き換えた。
それまで武器は輸出しないのが原則であったが、
輸出できるのが原則とした。それでも防衛装備
移転三原則では、殺傷能力ある武器の輸出はで
きないとされていた。しかし、現在与党では殺
傷能力ある武器の輸出も含め、輸出できる対象
拡大の議論がなされている。

第３　憲法・立憲主義の危機

１　�常態化する憲法違反と立憲
主義違反

　戦後日本は、再び戦争はしない、武器は持たな
いと憲法においてこれを世界に公約した。その後
の国際情勢の中で自衛隊を持つようになったが、
専守防衛のためとの枠組みの下、戦争に参加する
こともなく、平和を維持してきた。ところが、最
近の政府の進める防衛力増強と日米軍事一体化の
動きは、「国のあり方を変え戦争につながる道」と
言わざるを得ない。この項では、改めて、数々の
憲法違反が行われ、憲法がないがしろにされてい
る現状、わが国の憲法・立憲主義の危機と言わざ
るを得ない状況について指摘したい。
（１）安保法制
　２０１５年９月、いわゆる安保法制が成立し
た。歴代の内閣法制局長官は、国会で、憲法９
条の解釈として、我が国の自衛権の行使は専守
防衛を旨とし、集団的自衛権は認められず、こ
れを認めるためには憲法改正が必要だと繰り返

し説明し、政府もこれを認めてきた。集団的自
衛権の行使を容認することとなる安保法制は、
憲法９条と立憲主義に反するものであり、明ら
かな違憲と言わざるをえない。
　そのような違憲の法案であったから、２０１
４年７月の閣議決定、翌年５月の安保法制法案
上程に対して、全国各地で反対集会やデモが行
われ、圧倒的多数の憲法学者、元最高裁長官、
元内閣法制局長官、弁護士会等が強く反対を表
明したのも当然であった。しかし同法案は国会
での強行採決により成立してしまった。これに
対して、全国各地で安保法制違憲訴訟が提起さ
れ、今各地の裁判所でその違憲性が争われてい
る。安保法制違憲訴訟では多くの憲法学者が同
法制は違憲であるとの意見書を提出しているが、
中でも、長谷部恭男東大名誉教授は安保法制は
論理が破綻していると批判し、石川健治東大教
授は、立法権は万能ではないと述べ、本法制は
憲法９６条が支える憲法秩序を破壊したと批判
する意見を述べている。昨年、長谷部教授は東
京高裁（山梨事件）と仙台高裁（いわき支部事
件）で、石川教授も東京高裁（横浜事件）で意
見書の趣旨を証言し、新たな展開となっている。
最初に提訴した東京訴訟については、残念なが
ら、２０２３年９月６日「上告事由に該当せず」
のみの上告棄却決定がなされたが、日本を代表
する著名な憲法学者が、裁判に証人として出廷
し、政府や国会を批判している事実は重い。
　安倍首相（当時）は未だ法案が出される以前
の２０１５年４月に米国との日米防衛協力のため
の指針（ガイドライン）を策定し、その後同年
秋には米国に対して法律（安保法制）を成立さ
せる旨表明し、その上で同年９月に国会での強
行採決に及んでいる。この一連の行為は、国民
主権に反し、また憲法をないがしろにする立憲
主義違反として、強く批判されるべきものであ
る。

（２）安保三文書の成立
　わが国が憲法上なしうるのは専守防衛である。
即ち、憲法９条が認める自衛権の行使は、わが
国に対する他国からの武力行使を排除するため
の必要最小限度の実力行使に限定され、他国で
の武力の行使は許されず、他国を破壊攻撃する
武器の保有は認められないとするものである。
　既に述べたように政府は敵基地攻撃能力を反
撃能力と言い換え、反撃能力の対象範囲は、相
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手国ミサイル基地に限定されるものではなく、
相手国の指揮統制機能等も含むものとする。」と
説明している。
　安保法制が制定されたとはいえ、これまでは
自衛隊の米軍との共同軍事行動は、米軍への後
方支援、米軍部隊の防御にとどまっており、日
米軍事協力に切れ目があるとされていた。しか
し、安保三文書の閣議決定により、敵基地攻撃
ができるようになり、正真正銘の集団的自衛権
行使の仕組みが作られたと言えるのである。
　そして、集団的自衛権が認められている現状
では、敵基地攻撃能力が他国のために用いられ、
それによって日本が戦争に突入する危険性も否
定できない。
　敵基地攻撃能力の保有は憲法９条に反するも
のと言わざるを得ない。
　安保三文書の問題点は、その内容が憲法９条
に違反することだけではない。岸田首相は、こ
れをもって「防衛政策の大転換」だと述べてい
るが、そうであるなら、まず国会で議論すべき
であった。

（３）防衛費増額決定、防衛力増強
　防衛費をＮＡＴＯ諸国と同じＧＤＰの２％と
し、今後５年間で４３兆円を計上するという。
　防衛費増額の中心になるのは、アメリカ政府
の武器輸出制度である対外有償軍事援助（ＦＭ
Ｓ）による米国製兵器爆買いに伴う兵器輸入の
急増である。しかもＦＭＳにより購入する兵器
には、必要性が疑問視されたり、「イージス・ア
ショア」やオスプレイ等、維持管理費を含めて
巨額の費用を必要とするものが含まれている。
　国の根本的なあり方に関わる重要な問題を閣
議決定で進めることは、国民主権をないがしろ
にするものであり、立憲主義にも反するものと
言わざるを得ない。

（４）南西諸島等へのミサイル配備
　南西諸島への自衛隊基地建設は、中国や北朝
鮮などの軍事的圧力が強まり、東アジア情勢が
緊張する中、切れ目なき防衛が必要だとして進
められてきた。ミサイルの配備も、射程距離百
数十㎞程度のあくまで迎撃用のものだと説明さ
れてきた。そのため地元議会は、自分達の島の
防衛のためと受け止め、基地建設を受け入れて
きた。
　ところが、安保三文書の閣議決定後、南西諸
島にも敵基地攻撃能力を持つ装備（たとえば射

程１０００㎞のミサイル）の配置が進められよ
うとしている。
　地元住民に十分な説明をしないまま基地建設
を進めていくことは、住民自治の観点からもま
た平和的生存権の観点からも極めて問題がある。

（５）住民避難・住民保護の問題
　２０２３年３月には、沖縄県で武力攻撃が起き
る事態を想定した図上訓練が行われ、そこでは、
先島諸島の１２万人を九州に避難させる方針が
決まったという。
　１２万人もの住民が避難するためには、それ
なりの準備と時間が必要である。そのためには、
相当前から有事の可能性についての情報が自治
体や住民に知らされている必要があるが、通常、
有事（戦争）が始まるかどうかという情報が、
事前にもたらされる可能性は低い。住民避難は、
もっぱら自治体の役割であって、いざ有事にな
った場合、自衛隊が住民の避難のために活動す
ることは期待できない。軍事組織の目的は、軍
事・防衛の遂行であって、有事における作戦計
画には、住民の存在は想定されていないのであ
る。
　これだけ大規模な住民避難が行われる事態と
いうのは、戦争状態である。そうであるなら、
住民避難という事態を生じさせないことこそ、
何より重要なことである。「抑止力」の名の下に
スタンドオフ・ミサイルを先島諸島に配備する
ことは、むしろ中国との緊張を高め、住民の生
活を危険にさらす恐れがある。

（６）防衛装備移転三原則の見直し
　政府は、従前から武器輸出禁止三原則の緩和
を推し進めてきた。現在、英国、イタリアと次
期戦闘機の共同開発計画が進んでおり、次期戦
闘機の共同開発国以外の国への輸出や、殺傷能
力を有する武器の輸出解禁などについて見直し
を進めている。これが認められれば、憲法上、
武器（軍隊が使用し、直接戦闘に使われるもの）
を持たないはずのわが国が、これを輸出するこ
とで世界の武力紛争に間接的にかかわることに
なる。これは憲法の平和主義に反するものであ
る。

（７）自衛隊と米軍の一体化
　前に述べた日米共同軍事作戦の原案では、自
衛隊は米軍の後方支援にとどまっているが、そ
れによって中国軍が南西諸島に攻撃を加えてく
れば、事態は武力攻撃事態（日本有事）となっ
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て、自衛隊の敵基地攻撃を含めた武力行使が可
能となる。それだけでなく、アメリカと中国が
戦闘を始めた場合、日本は全く攻撃を受けてお
らず嘉手納の米軍基地も攻撃を受けていないと
いう状態であっても、「存立危機事態」を認定し
て、中国のミサイル基地を攻撃することまでで
きるようになる。
　朝日新聞２０２１年７月８日号で米国防総省関
係者が「軍事作戦上の観点からいえば、北海道
から東北、九州、南西諸島まで日本全土のあら
ゆる地域に地上発射型の中距離ミサイルを分散
配備できれば、中国は狙い撃ちしにくくなる。」
と語ったことを伝えている。この発言は、日本
全土が潜在的ミサイル基地となりうること、す
なわち日本全土が戦場になりうることを前提と
したものである。政府は、このような事実を国
民に殆ど知らせないまま、日米の軍事的一体化
を強化し、日米の軍事力を背景とした「抑止力」
によって、中国の台湾への侵攻を防ごうとして
いる。
　「抑止力」に拘泥した日米共同軍事作戦から解
き放たれない限り、「安全保障のジレンマ」に陥
って、とめどない軍拡競争に駆り立てられてし
まう。米国のシンクタンクＣＳＩＳは、２０２
３年１月９日、中国軍が台湾上陸作戦を実行す
ると想定して行った机上演習の結果によれば、
中国側の攻撃が失敗したとしても、日米中とも
に甚大な被害を受け、日米中に何も利益をもた
らさないことを明らかにしている。
　防衛省は来年度予算の概算要求に、陸海空自
衛隊の実働部隊を一元的に指揮する常設統合司
令部創設を盛り込んでいる。岸田首相は自衛隊
が米軍の指揮下に入ることはないと否定してい
るが、日米共同軍事作戦の下では、常設の統合
司令部を設置することによって、自衛隊が平時
から米軍の行動と一体化する恐れがある。

（８）ＮＡＴＯとの連携、自衛隊の他国との共同訓
練の実施の問題など

　ＮＡＴＯの首脳会議に日本政府が出席するな
ど、近年連携を深めていることは憲法上問題で
ある。
　ＮＡＴＯは米国中心の世界最大の軍事同盟で
あり、参加が憲法違反であることはもちろん、
それに至らない加担や連携も憲法上大きな問題
になりかねない。にもかかわらず国会等での説
明もなく国民の知らないうちに所与のこととし

て進められている。立憲主義の上からも慎重に
されなければならない。
　２０２３年１０月３０日の朝日新聞によれば、
防衛省は、航空自衛隊の戦闘機をオーストラリ
ア空軍基地に一定期間派遣するローテーション
展開の検討を始めたという。防衛省は、軍拡を
進める中国に対抗するために、集団的自衛権行
使も視野にＮＡＴＯ諸国との共同訓練を本格化
させるという。この数年、日本はインド、フラ
ンス、英国、ドイツなどと共同訓練を行ってい
るが、軍事的な連携が強化されれば、有事の際、
日本にも協力が求められる可能性が強い。条約
関係のない他国との軍事演習にも憲法上の疑義
がある。

２　�平和憲法の下、立憲主義を
堅持し平和外交を

　ウクライナ戦争はいまだ終結を見ず、国際社会
は分断の様相も見せている。東アジアにおいても、
軍事大国化を進める中国とそれを警戒するアメリ
カとの間で、台湾問題を契機に紛争が生じるので
はないかとの懸念がもたれている。政府、防衛省
は、緊迫した東アジア情勢に対しては「抑止力」
が必要だとして、防衛力増強を強く推し進めよう
としている。
　２０２３年５月、唯一の戦争被爆国である日本の
被爆地広島で行われることとなったＧ７において、
西側先進諸国の首脳らには、核による抑止力を否
定し、原水爆禁止条約へ歩み寄ることが期待され
ていた。しかし、核保有国であるロシアが当事国
となっているウクライナ問題の影響からか、「核抑
止力」を否定する議論は行われなかった。しかし、
Ｇ７の首脳らによる原爆資料館訪問は実現してお
り、核保有国といえども、核兵器が使われること
の悲惨さは無視できない状況になっている。
　「抑止力論」は、実際には武力の行使を行わなく
ても、一定規模の軍備を保有することで紛争を回
避しようとするものであるが、その考え方は、敵
を想定し、常にその相手を下回らない軍備を要求
するものであるから、軍備に歯止めがかからなく
なるジレンマを引き起こす。また、偶発的な出来
事によって軍事衝突が起こった場合、大規模な戦
争に発展する危険を内包するものである。
　日本国憲法は、軍事による国際紛争の解決は人
類にとって悲惨な結果しかもたらさないことから、
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国際紛争の軍事的解決を否定し、軍備の保有を禁
止したのではなかったか。今、パレスチナでは、
兵士ではない多くの市民が爆撃の恐怖にさらされ、
生活を奪われ、命を失っている。この状況に対し
て、国際機関や世界のあちこちにおいて、人道的
見地から武力行使を止めるよう求める声が強く上
がってきている。私達は、国際関係において、軍
事力によって解決を図ろうとすることがいかに悲
惨な結果を招くものであるかを常に意識し、平和
の維持のためには、世界の諸国民と、経済的、文
化的な信頼関係を構築しながら、武力によらない
平和外交により、紛争、戦争を回避する関係を構
築していく努力を続けていくべきであろう。恒久
平和、武器は持たないと宣言する日本国憲法によ
る平和外交こそ、世界に求められており、日本政
府こそ憲法にもとづき主体的にその先頭に立たな
ければならないと考える。
　平和の問題あるいは防衛の問題は、政治問題で
あると同時に人権の問題である。戦争や軍事衝突
が起これば人の生命や生活が奪われるというだけ
でなく、国内情勢のところで述べたように、基地
ができるというだけで、周辺の住民は多大な影響
を受けることになる。平和的生存権が奪われる恐
れがあるのである。これまで米軍基地問題で生じ
ていたことが新たな自衛隊基地建設において、同
様に繰り返されようとしているのである。国対地
方という図式から、住民自治が奪われる事態も生
じている。国民の意思を問うことなく、平和主義
という憲法規範を軽視する政府の立憲主義に反す
るような態度も見られるようになってきている。
　こうした状況について、東弁は、声をあげてい
くべきではなかろうか。立憲主義を軽視してはな
らないこと、憲法の恒久平和主義に従い、平和外
交を実践することこそが政府の義務であることを
繰り返し求めていく必要がある。

３　�憲法の価値を広めていく�
こと

　以上見てきたように、最近の政府の行為は憲法
の基本原理を蔑ろにしていると批判せざるを得ず、
また、国会の憲法審査会も憲法改正に前のめりに
なっていて、国民主権、立憲主義の観点から必要
な国民的議論を喚起する姿勢はうかがわれない。
今こそ、市民が主権者として、憲法の価値を守る
主体となる必要がある。東弁は、憲法問題につい

て会内で十分な議論を尽くした上で、日本国憲法
の理念や基本原則こそが人権や平和を守る力にな
ることを、意見書や会長声明、集会の企画や参加、
街頭宣伝などの取組みにより、市民に対し強く訴
えていくべきである。また、明日の主権者となる
中高生に対しては、法教育の一環として憲法の出
前講座をさらに拡充させるべきであろう。若者に
対する働きかけも、従来の方法にとどまらず、動
画やインターネット配信、ＳＮＳの活用など様々
な方法を積極的に取り入れていくべきである。

第４　憲法改正に向けての国会
の議論状況

１　�現在の国会の状況と立憲主
義の見地からの問題点

　現在、衆参両議院におけるいわゆる改憲に親和
的とされる政党に所属する国会議員の数は、衆議
院、参議院ともに７０％を超えており、これは憲
法改正の発議に必要な各議員の総議員の３分の２
以上という要件を充足している。本来、憲法改正
の是非は、主権者である国民と国民の代表たる国
会に委ねられるべきものであるが、現在の国会の
議論は、すでに憲法違反と断じざるを得ない法令
や閣議決定の後追いというほかない議論が進めら
れており、立憲主義に悖るものであることから、
これを単純な多数決原理に委ねることは相当では
ない。
　衆議院、参議院は、いずれも憲法審査会を設置
して議論を開始しているが、特に衆議院憲法審査
会は、２０２２年の通常国会以降、憲法改正を前
提として、国家緊急権（国会議員の任期延長、緊
急政令、緊急財政措置等）、９条改憲を中心に毎週
開催を実施し、改憲への強い意欲を示している。
しかし、憲法改正をするか否かは、現在の憲法価
値を理解・確認して初めて議論、判断できるもの
である。この憲法価値を確認することなく、特に、
安保法制、集団的自衛権行使容認の閣議決定とい
った過去の違憲立法、違憲の権力行使に対する議
論・理解を深めることなく、改憲ありきの議論を
進めるべきではない。東弁は、安保法制が成立し
た２０１５年以降、この安保法制が、憲法の定め
る恒久平和主義に反するものであることを明らか
にする会長声明を幾度も発し、立憲主義が損なわ
れている事態に警告を発してきた。憲法改正を発
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議するのであれば、まずは現状の違憲状態を解消
・是正の上、適切な議論を国民に提供すべきであ
る。
　現在の改憲の議論は、主として、国家緊急権の
うちの国会議員の任期延長、そして９条改憲の論
点に集約されつつあるといえる。しかし、前者に
ついては立法事実の観点から、後者については恒
久平和主義、立憲主義の観点からいずれも問題が
ある。

２　�国会議員の任期延長に�
ついて

　国会議員の任期延長に関する憲法改正は、いか
なる緊急事態においても国会機能を維持できるよ
うにするために必要だと主張される。
　しかし、現行憲法５４条２項は、国に緊急の必
要があるときは、権力統制・分立の見地から緊急
集会を開催できることを定めており、現行憲法で
緊急事態における民主主義は担保されている。
　この点、国会議員の任期延長を必要だとする政
党・国会議員の論拠は、緊急集会は平時の制度で
あり、重大な緊急時を想定してないといった主張
や、選挙実施が困難となる広範・長期の緊急事態
の場合、憲法の定める７０日以内に国政選挙を実
施できない可能性があるところ、緊急集会は７０
日以上開催することができないといった主張を論
拠とする。しかし、これらの主張は、憲法審査会
に呼ばれた憲法学者を含む参考人の意見によって
全面的に否定されている。憲法の法文を見れば明
らかであるが、「緊急の必要があるとき」を限定的
に解して平時の制度と断じる合理的な理由はない。
また、緊急集会の開催期間が７０日に限定されて
いるといった条文もない以上、緊急集会が緊急事
態に対応できないとの主張は、法文解釈として無
理がある。
　結局のところ、緊急事態においても、現行法の
緊急集会によって十分な権力統制・分立を図れる
のであり、この国会議員の任期延長の規定を設け
る憲法改正を行う必要性、立法事実はないと言わ
ざるを得ない。東弁は、国家緊急権の規定の創設
につき、２０１６年１１月２４日付「日本国憲法を
改正し国家緊急権規定を創設することに反対する
会長声明」を発し、緊急事態の名目で、国家権力
を集中させることの危険性を指摘・警告している。
殊更、有事・緊急事態の名目で、徒に憲法改正の
必要性をあおり立てることに対し、強い懸念を表

明するとともに、かかる立法趣旨が明確ではない
憲法改正には明確に反対すべきである。

３　�憲法９条、恒久平和主義と
改憲論

　現在、衆参の憲法審査会で憲法９条についての
改憲の議論が進められている。自由民主党は、２
０１６年に日本国憲法改正草案を発表し、その後、
憲法９条に関し「９条の２」を設ける条文案を提
起している。衆議院の憲法審査会では、一部の議
員から憲法９条２項を削除するといった意見まで
出て、議論の収束として意見の取り纏めまで行わ
れようとしていたほど、事態は緊迫している。
　しかし、恒久平和主義は、日本国憲法の基本原
理である。
　恒久平和主義の原理は、過去の戦争、とりわけ
先の大戦が、わが国においては約３１０万人、ア
ジア太平洋諸国ではこれをはるかに超える約２０
００万人に上る犠牲者をもたらした、政府による
重大な過ちであるという深い反省の上に確立され
たものである。すなわち、恒久平和主義の原理は、
戦争が、自他双方の国民にはかり知れない犠牲を
強いる極めて非人道的な行為であるという認識に
立つものである。また、長崎・広島への原子爆弾
投下や東京をはじめとする大都市への無差別爆撃
によって非戦闘員である夥しい数の市民が犠牲と
なったという人類史上かつてない惨禍の経験を踏
まえたものでもある。そして、わが国には、軍の
一部がクーデターを試みたり、海外の出先機関で
ある関東軍が軍部中央の命令を無視して暴走した
り、軍部自身が政権を掌握して独裁的な政治を行
うなどして、国内外の多くの人々に塗炭の苦しみ
を強いた歴史がある。すなわち、恒久平和主義の
原理は、軍部に対する統制は極めて困難であり、
一旦暴走しはじめるとこれを制止することは困難
という経験に基づいているものである。
　日本国憲法は、このような戦争の非人道性、及
び軍部の統制の困難さ、さらに核兵器の登場など
による人類滅亡の危険性等に対する深い認識に基
づいて、前文において、全世界の人々が平和のう
ちに生存する権利を有することを確認し、そして
９条において戦争を放棄し、武力の行使・武力に
よる威嚇を認めず、陸海空軍その他の戦力を持た
ず、交戦権を認めないと規定した。このように日
本国憲法の恒久平和主義の原理は、世界の中でも、
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徹底した平和を希求する基本原理として確立され
たものであり、その核心は日本国憲法の根幹をな
すものであるから、安易に変更すべきものではな
い。
　そのため、戦力保持を正面から肯定することに
なる憲法９条２項削除論は決して許されない。ま
た、上記「９条の２」創設案も、「前条の規定は、
…必要な自営の措置を取ることを妨げず」と規定
されているところ、自衛の概念の拡大により、結
果として９条の例外規定として位置づけられ、９
条１項の武力による威嚇・行使を禁止した規定、
９条２項の交戦権放棄の規定を空文化させてしま
う可能性がある。それはわが国の恒久平和主義を
歪めるものとなるため容認することはできない。
　また、現在の国会、憲法審査会の議論は、立憲
主義の観点からも強い懸念がある。
　上記安保法制、集団的自衛権行使容認の閣議決
定はいずれも憲法９条を基礎とする恒久平和主義
の理念に反する違憲立法、違憲の権力行使である。
にもかかわらず政府は、既述のとおり、これらを
撤回するどころか、２０２２年１２月には安保三文
書を閣議決定し、「反撃」能力を語った先制攻撃を
肯定し、軍事費を大幅に拡大し、武器輸出も緩和
し、南西諸島に自衛隊基地を建設するとともにミ
サイル配備計画も進めて軍事要塞化しようとする
など、大軍拡といえる政策を進めている。この大
軍拡を進めるため、２０２３年６月には、「軍需産

業支援法」や「我が国の防衛力の抜本的な強化等
のために必要な財源の確保に関する特別措置法」
（財源確保法）を成立させており、違憲状態は是正
が図られるどころか、悪化・拡大の一途を辿って
いる。
　現在の９条の改憲の議論は、この憲法を蔑ろに
して作り上げられた現在の違憲状態を、後付けで
正当化するものであり、それは権力を憲法によっ
て拘束するという立憲主義に悖るものである。立
憲主義のからも、最低限違憲状態を適正に是正し
てから、憲法改正の議論をすることが必要不可欠
であり、かかる是正をすることなく改憲を進める
ことは、結果として、権力の暴走があっても、後
日法を変えてしまえば許容されるという法治国家
としてはあってはならない前例を残すことになる。
憲法９条は、我が国の改変することができない基
本原理であり、最たる人権侵害というべき戦争を
回避するための人類の英知の結晶である。恒久平
和主義の理念に反する憲法改正は、そもそも是認
されないというべきである。また、現在の憲法審
査会の議論は、違憲状態を後追いで容認する議論
であり、立憲主義の見地から許されないというべ
きである。国会は、まず現在の違憲状態をきちん
と是正し、その上で憲法改正の可能性も含めた憲
法を理解する議論をすべきであり、我々はそれを
国会及び国民に広く呼びかけていく必要がある。

重点課題４　　�刑事司法

１　�刑事手続のＩＴ化について、オンライン接見の実現及び証拠開示のデジタ
ル化の実現が図られるべきである。また、被疑者・被告人をはじめとする
刑事手続の参加者の権利が最大限尊重・拡充される方向でその内容が検討
されるべきである。

２　�再審法改正の検討においては、①再審手続における全証拠開示制度、②再
審開始決定に対する検察官の不服申立ての禁止、③国選弁護人制度、④量
刑再審制度の創設、⑤裁判所の公正・適正な判断を担保する制度の確立を
目指し、活動を推進するべきである。

３　�死刑制度の廃止に関し、制度廃止の立法措置を講じるとともに、制度が廃
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止されるまでの間、すべての死刑の執行を停止するよう活動を続けるべき
である。また、死刑制度の廃止に際しては、代替刑として、「特別減刑手続」
により仮釈放の適用のある無期拘禁刑に減刑される可能性がある終身拘禁
刑の創設を検討するべきである。

４　�性犯罪関係法の改正を踏まえた弁護人の留意点について会員に対し情報提
供を行い、被疑者・被告人の権利の保全に努めるべきである。また、改正
刑事訴訟法３２１条の３の適用に関し、司法面接のプロトコルに準じたガイ
ドラインを作成するなどして、その適切な運用を図るべきである。

５　�逃亡防止関係法の改正に関し、保釈の適正な運用を求め、身体拘束解放に
向けた活発な弁護活動を実践するべきである。そのために各種情報提供を
行い、研修の充実を図るべきである。

６　�公判前整理手続に付された事件の長期化に対する改善策として、原則的全
面証拠開示制度の創設、証拠一覧表の記載事項の拡大、同一覧表のデータ
形式での交付を内容とする刑事訴訟法の改正を提言するべきである。また、
十分な法廷の確保、事務処理の迅速化の観点から、裁判官及び検察官・検
察事務官の増員や、裁判員裁判用の法廷の増設を裁判所・法務省に求める
べきである。

１　�刑事手続のＩＴ化

（１）刑事手続ＩＴ化の検討状況と課題
　刑事手続のＩＴ化については、２０２２年６月
２７日の法制審議会（総会）第１９５回会議にお
いて、「情報通信技術の進展等に対応するための
刑事法の整備に関する諮問第１２２号」につき
刑事法（情報通信技術関係）部会（以下「部会」
という。）を設置することとされた。現在、部会
においては、「①刑事手続において取り扱う書類
について、電子的方法により作成・管理・利用
するとともに、オンラインにより発受すること。
②刑事手続において対面で行われる捜査・公判
等の手続について、映像・音声の送受信により
行うこと。③前記①及び②の実施を妨げる行為
その他情報通信技術の進展等に伴って生じる事
象に対処できるようにすること。」の各諮問事項
について、調査審議されている。
　部会における審議においては、被疑者・被告
人をはじめとした刑事手続の参加者の権利を十
分に重視しないまま議論がなされている点に重

大な問題がある。日弁連も、２０２３年７月１３
日付で「市民の権利を保護・実現する刑事手続
のＩＴ化を求める意見書」を法務大臣宛に提出
し、懸念を示している。
　課題・論点は個別具体的には多岐にわたるも
のの、その中でも、オンライン接見や証拠開示
のデジタル化等の実現、刑事手続のＩＴ化に向
けた留意点が重大なものとなっている。

（２）オンライン接見の実現
　憲法３４条、３７条３項が規定する弁護人依頼
権を十分に保障するためには、「直ちに」弁護人
から助言を受けられる状態になければならない。
　しかし、弁護人が留置施設・刑事施設を訪問
するために長時間を費やさざるを得ない状況が
ある場合、このような権利が侵害されてしまう
ことになる。実際、東京においても、留置施設
・刑事施設と弁護人の法律事務所の位置関係に
よっては、接見に片道１時間以上を要すること
は珍しいことではない。加えて、東京都島嶼部
の留置施設所在の被疑者・被告人の国選弁護人
に選任された場合や、刑事上告審の国選弁護人
に選任された場合には、接見のために、片道数
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時間以上移動することが必要であったり、宿泊
を伴うようなこともある。このような場合、移
動時間の関係上、本来必要である接見を断念せ
ざるをえないという事態が発生してしまう。
　オンラインでの接見（以下「オンライン接見」
という。）を実現することで、このような状態を
解消することができ、弁護人依頼権を実質的に
保障することとなる。よって、オンライン接見
については、「立会人なくして接見」することが
できるとしている刑事訴訟法３９条１項に規定
する権利性のあるものとして位置付けるべきで
ある。
　なお、現在、一部地域においてはアクセスポ
イント方式による電話連絡制度や電話による外
部交通制度が試行されているが、これらは、秘
密性が確保されていないという重大な問題があ
った。オンライン接見の実現においては、秘密
性が確保されることをその条件としなければな
らない。

（３）証拠開示のデジタル化の実現
　被告人の防御権を十分に保障するためには、
検察官から証拠の開示を受け、その内容を精査
する必要がある。詳細な検討を行うためには、
弁護人や被告人の手元に記録が存在することが
必要不可欠である。そのため、弁護人は、検察
官から開示を受けた証拠を謄写することが求め
られ、このことは弁護活動の基本となっている。
　しかし、現在証拠を謄写するためには、手続
上一定の時間を要し、そのことが訴訟手続の遅
延の一要因となっている。また、謄写にかかる
費用が高額になることから、本人の資力などに
よっては謄写を断念せざるをえず、このことに
よって防御権が事実上制約されてしまうことも
ある。
　証拠開示がデジタル化され、証拠が電子デー
タとしてオンライン上で開示されることとなれ
ば、このような問題を有効に解消することがで
きるのであり、その重要性は非常に高い。
　なお、証拠開示のデジタル化にあたっては、
それを被告人側の権利として位置付けた上で、
開示された電子データの取扱いについて弁護人
の活動が制約されないような制度としなければ
ならない。例えば、開示された電子データにつ
いて弁護人がどの部分をいつ閲覧したかが検察
側に把握されてしまうようなこととなってしま
えば、防御権・弁護権が不当に侵害されてしま

う。また、電子データ自体を弁護人がダウンロ
ードして、手続終了後も保管することができな
ければ、上訴・再審の検討などにあたって支障
を来すこととなる。この点に留意した上での法
制化が必要不可欠である。

（４）刑事手続のＩＴ化に向けた留意点
　部会においては、ビデオリンク方式による証
人尋問を拡大する方向で議論が行われている。
しかし、証人と対面して反対尋問する場合には、
証人の視線や顔色、挙動などを注視しながら行
うことができるのに対して、ビデオリンク方式
による証人尋問の場合には、これらの観察を一
部制限するものとなる。このように、ビデオリ
ンク方式による証人尋問は、被告人の権利を一
部制限するものにほかならず、対象を現行法よ
りも拡大することには慎重であるべきである。
　また、部会においては、公判前整理手続期日
や公判期日への出頭について、「映像・音声の送
受信により出頭させることができる」ものとす
ることが検討されており、被告人が裁判所への
出頭を希望しても、映像・音声の送受信の方法
で出頭させることを強制させることが念頭に置
かれている。しかし、自らが刑罰を科されうる
立場となっている被告人が、現実の法廷に出廷
して対面で裁判に参加することは、まさに裁判
を受ける権利（憲法３２条）として保障される
べきである。
　その他、証人尋問や期日への出頭以外の場面
についても、被疑者・被告人はもちろん、刑事
手続に参加する全ての者について、刑事手続の
ＩＴ化によってその権利が制限されるようなこ
とがあってはならない。
　刑事手続のＩＴ化は、例えば障害等の理由に
よって、法廷でのコミュニケーション等におい
て不利益を負わされていた人たちに対して、そ
の格差を解消し、適切な合理的配慮を実現し、
その権利を保障することなどを実現できる可能
性がある。それにもかかわらず、ＩＴ化するこ
とばかりに囚われ、前記のように反対尋問権や
裁判を受ける権利などの権利利益を侵害するよ
うな方向に議論が進むことには重大な懸念があ
る。さまざまな立場、状況にいる人を想定しな
がら、それらの人の権利利益が守られるような
法制化・運用を目指さなければならない。

●第１章　重点課題
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２　�再審法改正

（１）再審法の現状
　１９７６年に、強盗殺人罪で死刑が確定した
袴田巖さんは、４０年以上にわたり無実を訴え
続けている。
　２０２３年３月に再審の開始が確定し、無罪判
決が言い渡される蓋然性が高いにもかかわらず、
検察官が再審において有罪を立証する方針であ
ることを明かし、今後も、無罪判決の言渡しま
でに時間がかかることが予想されている。
　上記、袴田さんの事件に限らず、再審には多
々問題が指摘されている。

（２）問題の原因
　「再審」とは、間違った有罪判決で無実の罪を
着せられているえん罪被害者を救済するために、
一定の要件の下に裁判のやり直しを認める制度
のことをいう。その手続を定めた法律のことを
「再審法」と呼んでおり、具体的には刑事訴訟法
「第四編　再審」の規定がこれに該当する。
　刑事訴訟法はこれまでの間、裁判員裁判が開
始されるなど「再審」以外のところについては
大きな変革があったにもかかわらず、１９４９
年（昭和２４年）に現行刑事訴訟法が施行され
て以来、７０年以上にわたり、「再審」について
は一度の法改正もなされていない。
　えん罪被害者救済という人権保障の観点から、
至急、下記各点について、法制度化されるべき
である。

（３）各制度の確立について
ア　全証拠開示制度の確立
　検察官が保管している証拠は、多くの場合
膨大な量にのぼり、その中には、被告人に有
利な証拠が存在する可能性がある。
　現に、これまで再審で無罪が確定した複数
の事件において、検察官から開示された証拠
や開示された証拠を鑑定することによって、
無罪が導かれたと考えられる事件も存在し、
証拠の開示が重要であることは論を待たない。
　そもそも、事件から相当期間経過した後の
再審段階で、関係者に事情聴取をしたり、現
場に行ったとしても、記憶が薄れたり、現場
環境が変化するなど、証拠が散逸している可
能性も高く、えん罪救済のためには、証拠の
開示制度の整備は必須である。

　したがって、全ての証拠について原則、開
示する制度を確立すべきである。他方、特別
な事情があり一部の証拠について証拠の開示
が適切ではないと考えられる場合には、検察
が開示しない理由を書面で明らかにし、それ
に対しては裁判所への裁定を可能にするなど
の例外規定を設けるべきである。
イ　再審開始決定に対する検察官の不服申立て
の禁止規定の策定
　現行の再審制度は、専らえん罪被害者の救
済のためにのみ存在しており、検察官は、公
益の代表者として、裁判所が行う審理に協力
すべき立場である。
　実際、再審が開始されることはまれであり、
多くの裁判所は再審に消極的である現状にか
んがみれば、検察官は、通常の裁判よりも、
より公益の代表者としての重みを増すはずで
ある。
　にもかかわらず、過去に再審無罪が確定し
た事件においても、検察官が当然のように再
審開始決定に対して不服申立てを行っている
実情があり、そのために再審での無罪判決が
言い渡されるまでの期間が徒に長期化してい
ると言っても過言ではない。
　時間の経過に伴い、えん罪被害者が高齢化
・病状が悪化するなどの健康上の問題のみな
らず、えん罪被害者がえん罪であることが社
会的に認められるまで時間がかかり、社会的
な名誉が棄損されている状態が長期化してお
り、無罪が確定するまでの間、えん罪被害者
の被害が継続する深刻な事態を引き起こして
いる。
　このような状況を少しでも改善するため、
再審開始決定に対する検察官の不服申立てを
禁止すべきことを明記すべきである。
ウ　国選弁護人制度の設立
　再審請求をするためには、事実上・法律上
の主張を構成したり、新証拠を収集する必要
があり、再審請求人は、法的知識が十分でな
いことに加え、身体拘束を受けている場合が
多いことなどもあって、独力でこれらの作業
を行うことは困難である。
　現在、日弁連の援助制度により、特定の事
件については弁護人の費用についての援助が
なされ、今後も制度の拡大が検討されている
ものの、当該費用は本来、国が支払うべきも
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のである。
　したがって、再審請求人に弁護人による実
効的な援助を受ける権利を保障するために、
国選弁護人制度を確立すべきである。

エ　量刑再審についての制度確立
　まず、死刑制度自体は廃止されるべきであ
り、弁護士会としてその活動を継続すべきで
あることは当然である。
　しかしながら、いまだ死刑制度が存在する
現状においては、死刑が人の生命を奪う不可
逆的な刑罰である点で、他の刑罰とは質的に
異なることから、他の事件とは異なる特別な
手続保障が要請される。
　したがって、死刑事件については、無罪を
言い渡すべき場合に限らず、死刑の量刑を基
礎付ける事実に誤認がある場合にも、再審が
認められる制度を設けるべきである。

オ　裁判所の公正・適正な判断を担保する制度
の整備
　過去の審理に関与した裁判官が自ら行った
証拠評価の影響を払拭することは困難である。
　そこで、再審の目的となった確定判決に関
与した裁判官は、当該再審請求に関する裁判
に関与するべきではなく、除斥及び忌避の規
定を設けるべきである。

３　�死刑廃止

（１）死刑制度の廃止、廃止までの間の死刑の執行
停止

　死刑制度は、基本的人権の核をなす生命に対
する権利を国家が刑罰として剥奪する制度であ
る。
　現在、世界の３分の２を超える国が法律上ま
たは事実上死刑を廃止しており、死刑廃止は国
際的な潮流となっている。経済協力開発機構
（ＯＥＣＤ）加盟国３８か国中死刑制度が存在す
るのは、日本、韓国及びアメリカ合衆国のみで
ある。うち韓国は２０年以上にわたり事実上死
刑執行を停止しており、アメリカは２０２１年
にバイデン政権が連邦における死刑執行を停止
することを指示しており、死刑の執行停止ない
し廃止に向けた検討がなされていないのは日本
のみとなりつつある。
　２０２２年の刑法改正により、従前の懲役刑
と禁錮刑が廃止され、新たに「拘禁刑」が創設

された。この改正は刑罰のあり方を「応報」か
ら「改善更生」に変える契機となり得るもので
あるが、「死刑」は受刑者の「改善更生」を一切
否定する刑罰であり、この改正の方向性とそぐ
わず、その特異性が際立っている。
　死刑廃止を現実的に困難にしている理由のひ
とつに、世論調査において死刑廃止を支持する
意見が多数を占めるまでには至っていないこと
がある。しかし、死刑制度の存廃は人権問題で
あるから、多数者の意見を根拠として決すべき
ものではない。日本は、国連の国際人権（自由
権）規約委員会等から「世論調査の結果にかか
わらず」死刑制度の廃止を考慮するよう何度も
勧告を受けており、世論調査の結果を根拠に死
刑制度の存置を正当化することはできない。
　弁護士会内部でも死刑制度の存廃については
様々な見解があり、個人の信念や哲学にかかわ
る問題であるから強制加入団体である弁護士会
がその是非について提言すべきではないとの意
見もある。しかし、死刑制度の存廃は刑罰のあ
り方を問う点で法制度にかかわる問題であるし、
数多くの再審事件等を通じて明らかとなってい
る誤判の危険性や、死刑には一般予防効果が存
在するとは言えないことなどからすれば、法律
家団体である弁護士会が積極的に提言すべき課
題である。
　そうであればこそ、東弁では、２０２０年９月
の臨時総会で「死刑制度廃止に向け、まずは死
刑執行停止を求める決議」を採択した。日弁連
でも、２００４年以降、死刑廃止に向けての方
針が繰り返し確認されており、最近では２０２
３年１月に「死刑制度の廃止等を求める要請書」
を法務大臣宛に発出し、死刑廃止の立法措置と
廃止までの間のすべての死刑の執行停止を求め
ている。
　東弁及び日弁連は、今後も、死刑制度を廃止
する立法措置を講じ、死刑制度が廃止されるま
での間、すべての死刑の執行を停止することを
進めていくべきである。
　死刑制度の存廃と直結する問題ではないもの
の、被害者・遺族の権利回復のための施策も必
要である。近しい者の生命を奪われた被害者遺
族が被告人に対する死刑を望むこと自体は十分
に理解できる。死刑制度の廃止に対する国民的
理解を得るためにも、被害者遺族に対する配慮
や具体的な権利回復のための施策を充実させる

●第１章　重点課題
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ことは必要である。
　死刑は、現に発生した重大な犯罪の存在が前
提となるため、世論の大多数が直ちに死刑廃止
を受け入れるには困難を生ずる。そうであるか
らこそ、少しずつ、着実に、死刑廃止の妥当性
を広く世の中に広めていく取組みを積み重ねて
いく必要がある。

（２）死刑制度廃止の代替刑としての終身拘禁刑及
び「特別減刑手続」の導入

　死刑制度を廃止した場合、それまで死刑が科
されてきたような犯罪に対し、いかなる刑罰を
科すことにするのかが問題となる。
　東弁では、前述した２０２０年９月の臨時総会
決議において、死刑に代わる刑罰として仮釈放
のない終身刑を検討すべきことを打ち出した。
　日弁連では、２０１６年１０月の第５９回人権
擁護大会「死刑制度の廃止を含む刑罰制度全体
の改革を求める宣言」において仮釈放の可能性
のない終身刑制度等の検討が提言された。さら
に、２０２２年１１月の「死刑制度の廃止に伴う
制度設計に関する提言」において、死刑に代わ
る最高刑として仮釈放の規定の適用のない終身
拘禁刑を設けるとともに、終身拘禁刑に処せら
れた者について、改悛の状が顕著に認められる
など一定の要件を充足する受刑者については、
１５年または２０年程度経過後に、受刑者等の
申立てにもとづく裁判所の判断により、仮釈放
の適用のない終身拘禁刑を仮釈放制度の適用の
ある無期拘禁刑に減刑することを内容とする
「特別減刑手続制度」を新たに創設することを提
言した。
　確かに、仮釈放の可能性のない終身刑は、受
刑者の社会復帰の可能性を完全に断つものであ
り、見方によっては死刑以上に残酷で非人道的
な刑罰であるとの意見もあるところであり、そ
の導入には賛否がある。しかし、世論調査では、
死刑に代えて導入される刑罰の内容次第では死
刑の廃止が受け容れられる余地があることが示
されている。死刑制度廃止後の被害者遺族の応
報感情や一般市民の処罰感情に鑑みると、死刑
制度を廃止するに際して、これまで死刑が科さ
れてきた事案に適用される刑罰を新たに創設す
ることは、死刑制度廃止に多くの賛同を得るた
めに必要であると思われる。日弁連が提言する
終身拘禁刑は、世論の理解を得つつ、仮釈放の
可能性のない終身刑の非人道性を回避する制度

であり、導入が図られるべきである。

４　�性犯罪関係法の改正

（１）性犯罪関係の法改正の内容
　２０２３年６月１６日、性犯罪関係の刑法・刑
事訴訟法の改正法等が成立し、一部の規定を除
いて、同年７月１３日に施行された。
　刑法改正は、①強制性交等罪及び強制わいせ
つ罪から不同意性交等罪及び不同意わいせつ罪
への改正、②性交同意年齢の引上げ（１３歳か
ら１６歳）、③１６歳未満の者に対する面会要求
等の罪の創設、などを内容とする。刑事訴訟法
改正は、聴取結果を記録した録音・録画記録媒
体に係る証拠能力の特則を内容とする。他に、
性的姿態等撮影罪などを処罰する新法が成立し
た。

（２）不同意性交等罪などに対する弁護活動
　不同意性交等罪・不同意わいせつ罪は、強制
性交等罪・強制わいせつ罪を改め、①８類型の
いずれかを原因として、同意しない意思を形成、
表明又は全うすることが困難な状態にさせるこ
と、あるいは相手がそのような状態にあること
に乗じること、②わいせつな行為ではないと誤
信させたり、人違いをさせること、又は相手が
そのような誤信をしていることに乗じること、
により性交等ないしわいせつ行為をする罪と規
定した。
　従来、「暴行又は脅迫」「心神喪失又は抗拒不
能」とされていた罪について、具体的な類型を
定め、要件が明確化された。これにより、解釈
の幅が狭くなり、判断のばらつきが生じない規
定となったと評価することもできる。他方で、
多岐にわたる類型が規定されたことにより、従
来より処罰範囲が広がったという見方もできる。
　この点、法務省の解説等では、改正前の規定
で処罰できなかった行為を新たに処罰対象に含
めるものではないと説明されている。改正によ
り、過度に処罰範囲が広がらないよう、個々の
事件で要件該当性を慎重に検討すべきである。

（３）改正刑事訴訟法３２１条の３の問題点及びこ
れに対する弁護活動
　改正刑事訴訟法３２１条の３は、性犯罪の被
害者等の供述を録音・録画した記録媒体につい
て、一定の要件の下に証拠能力を認めた規定で
ある。
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　同規定は、もともとはいわゆる「司法面接」
の導入を想定して議論が進められてきた。しか
し、この度成立した規定は、対象が無限定であ
り、必要な措置も抽象的に定められているなど、
問題の多い規定である。
　まず、改正法では、聴取対象者が限定されて
いない。いわゆる「司法面接」はもともと年少
者を対象とした手法である。ところが、３２１
条の３のとりわけ１号ハでは、「犯罪の性質、供
述者の年齢、心身の状態、被告人との関係その
他の事情により、更に公判準備又は公判期日に
おいて供述するときは精神の平穏を著しく害さ
れるおそれがあると認められる者」と規定され
ており、対象者の限定がない。被害者だけでな
く、目撃者やその他関係者も広く含まれうるこ
とになる。この文言は、証人の遮蔽措置、ある
いはビデオリンク方式による尋問を認める際の
要件とほぼ同様である（刑事訴訟法１５７条の
５、６）。現在の実務では、遮蔽措置やビデオリ
ンク方式が、本来の想定より広範に採用されて
いる。改正刑事訴訟法３２１条の３の適用を巡
っては、本来の趣旨が形骸化しないよう、聴取
対象者を真に必要性が高い者に限定されるよう、
弁護人として主張すべきである。
　また、供述が一定の措置が特に採られた情況
の下でされたものであることを要件としている
ところ、当該措置として次の２点が規定されて
いる（３２１条の３第２号イ及びロ）。
イ　供述者の年齢、心身の状態その他の特性に
応じ、供述者の不安又は緊張を緩和すること
その他の供述者が十分な供述をするために必
要な措置

ロ　供述者の年齢、心身の状態その他の特性に
応じ、誘導をできる限り避けることその他の
供述の内容に不当な影響を与えないようにす
るために必要な措置

　「司法面接」は、詳細なプロトコルを定め、当
該プロトコルが遵守されたものを対象としてい
る。ところが、上記イ及びロで規定された措置
は、およそ取調べ一般で遵守されるべき措置で
あり、録音・録画記録媒体に特別に証拠能力を
付与することを正当化する措置とは到底いえな
い。必要な措置として抽象的であり、より詳細
で具体的な措置について別途ガイドラインで定
めるなどの対処が検討されるべきである。
　弁護人としては、特別に証拠能力を付与する

ことを正当化するに足る程度に厳格な措置が採
られているか、供述の汚染の可能性がないか否
かなど、慎重に吟味し、改正刑事訴訟法３２１
条の３の適用が必要最小限の事例にとどまるよ
う、適切な弁護活動を実践する必要がある。

（４）各種情報提供・研修の充実化
　性犯罪関係の法改正では、性犯罪の構成要件
が改められ、証拠能力に関する新たな規定も成
立した。これらの規定がどのように運用される
かは、実務を注視していかなければならない。
そして、東弁は、上記のような状況を踏まえて、
各弁護人が適切な弁護活動を実践できるように、
各種情報提供や研修の充実化が図られなければ
ならない。

５　�逃亡防止関係法の改正

（１）逃亡防止関係の法改正の内容
　２０２３年５月１０日、公判期日等への出頭及
び裁判の執行を確保するための規定の整備等を
内容とする刑事訴訟法等の一部を改正する法律
案（以下「逃亡防止関係法改正」という。）が可
決・成立した。今後、順次施行されていく。
　逃亡防止関係法改正は、法制審議会・刑事法
（逃亡防止関係）部会（以下「逃亡防止関係部
会」という。）の答申を受けて成立したものであ
る。
　逃亡防止関係部会では、保釈中の被告人、あ
るいは刑の執行途中の者が逃亡する事例が発生
したことを受けて、保釈中の被告人や刑が確定
した者の逃亡を防止することを主眼としてさま
ざまな制度について議論が重ねられた。
　逃亡防止関係法改正は多岐にわたる。公判期
日等への出頭及び裁判の執行を確保するための
規定としては、①保釈等をされている被告人に
対する報告命令制度・監督者制度の創設、②位
置測定端末（ＧＰＳ端末）により保釈されてい
る被告人の位置情報を取得する制度の創設、③
控訴審における判決宣告期日への被告人の出頭
義務付け等、④拘禁刑以上の刑に処する判決の
宣告後における裁量保釈の要件の明確化、など
が改正された。また、刑法関連として、逃走罪
及び加重逃走罪の主体の拡張等がされ、刑の時
効の停止に関する規定の整備もなされた。

●第１章　重点課題
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（２）保釈の適正な運用を求める弁護活動の必要性
ア　過度な人権制約防止のための弁護活動
　保釈されている被告人らに対する報告命令
やＧＰＳ端末の装着命令は、保釈中の被告人
らに新たな義務を課すものである。また、監
督者制度は、従来、身元引受人として協力を
得ていた者らに対して、新たな義務を課し、
経済的負担も求めるものである。今後の運用
次第では、保釈中の被告人らに対して、過度
の義務を課すことにもなりかねない。
　我が国の勾留・保釈の運用は、「人質司法」
として国際的にも批判を浴びている。期成会
も、「人質司法」からの脱却を繰り返し求めて
きている。今回の法改正により、保釈に謙抑
的になり、あるいは保釈中の被告人らに過度
の義務を課すことになれば、時代に逆行する
ことになると言わざるを得ない。
　そもそも、逃亡防止関係部会が設置された
契機となった逃亡事例は、ごく少数の極めて
例外的な事例である。保釈中の大多数の被告
人は、報告命令制度やＧＰＳ端末装着制度が
なくとも逃亡などしていないことは厳然たる
事実である。
　今回の法改正を受けて、従来、特に制限な
く保釈されていた被告人に対しても報告命令
等の新たな義務を課すことは許されない。弁
護人としては、過度な人権制約を防止すべく、
不必要な命令を発することがないよう裁判官
に意見を述べるなど、活発な弁護活動を展開
する必要がある。

イ　保釈獲得のための積極的な弁護活動
　逃亡防止関係法改正により、保釈中の被告
人の逃亡防止のための複数の措置が規定され
た。これらの規定ができたことにより、従来、
保釈が困難であった事例であっても、報告命
令やＧＰＳ装着命令を条件として、保釈を獲
得できる可能性が広まったことになる。
　弁護人としては、適正な保釈の運用を確保
すべく、新たに規定された各種措置を利用し
て積極的に保釈を求める弁護活動が必要にな
る。

（３）各種情報提供・研修の充実化
　逃亡防止関係法改正は、今後の運用次第で、
過度な人権制約になる可能性も、広範囲の保釈
が実現する可能性も秘めている。人権制約を最
小限にし、多くの事例で保釈を獲得するために

は、各弁護人が新制度の知識を深め、適切に利
用できるようにしなければならない。そのため
に、東弁は、新制度の利用状況や各種裁判例の
情報提供、そして新制度の知識・技術を深める
ための充実した研修を実施する必要がある。

６　�裁判員制度・公判前整理手
続の課題

（１）裁判員裁判の現状―公判前整理手続の長期
化の問題
　平成の司法改革の目玉のひとつとして２００
９（平成２１）年に開始した裁判員制度は、制
度開始から１０年以上が経過し、実務運用が固
まりつつある。被告人の権利利益の擁護の観点
から見るといまだ課題が残っているものの、「精
密司法」、「検察官司法」と言われていたわが国
の刑事司法の病理を克服するために、公判中心
主義及び口頭主義を徹底していきいきとした公
判審理を実現するという裁判員制度の目的は、
弁護実務の大きな変化もあり一定の実現を見た
と言える。
　一方で、裁判員制度に不可欠な連日的開廷・
集中審理の実現の前提である公判前整理手続の
長期化が問題になっている。公判前整理手続の
長期化は、被告人にとっても、身体拘束の長期
化や証人・被告人等の事件関係者の記憶低下を
招き適正な事実認定を妨げる等の弊害があり、
迅速な裁判を受ける権利（憲法３７条１項）の
侵害となりかねない。そこで、公判前整理手続
の長期化の防止を図る必要性は大きい。

（２）原則的全面証拠開示制度の創設
　公判前整理手続の長期化の最大の原因は、証
拠開示に要する手続の長期化である。
　証拠開示は、弁護人が事件の方針を構築する
前提となる重要な手続であるが、現在の類型証
拠開示及び主張関連証拠開示制度は、弁護人が
検察官に証拠開示を請求し、これを検察官が検
討して開示の可否を判断して弁護人に回答する
というものである。弁護人の開示請求に対する
検察官の回答に極めて時間がかかる事案が散見
され、中には請求から半年以上経過しても回答
が出そろわない事案もある。
　また、事件の類型や担当検察官によって証拠
開示の範囲が異なり、また、証拠開示に極めて
消極的な検察官も存在するため、本来開示され
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るべき証拠が開示されないことがある。開示さ
れるべき証拠が開示されない場合、弁護人とし
ては検察官にその旨の指摘をして開示を求め、
それでも解決しない場合は裁判所に裁定請求
（刑事訴訟法３１６条の２６）を行うことになる
が、こうした手続により時間を浪費してしまう
ことも少なくない。
　以上の問題は、検察官手持ち証拠の全面開示
が実現すれば解決する。全面証拠開示が行われ
れば、弁護人が類型証拠開示請求を行う負担や
時間は大幅に減少し、証拠開示請求に対する検
察官の対応の負担や時間も劇的に減少する。そ
れに伴い、弁護方針の検討を迅速に進めること
が可能となるため、弁護側の応訴方針の確定に
かかる時間も大幅に短縮することができ、全体
として審理期間の短縮に資することになる。
　そこで、現行の証拠開示制度を改革し、原則
として検察官手持ちの全ての証拠を開示する制
度を創設すべきである。そのうえで、例外的に
検察官において証拠開示が適切ではないと考え
る場合には、開示しない理由を書面で明らかに
するとともに、裁判所への裁定請求の制度を設
けるべきである。

（３）証拠一覧表の交付制度の改革
　２０１６年の刑事訴訟法改正により、弁護人
の請求により検察官手持ち証拠の一覧表の交付
がなされることになった（刑事訴訟法３１６条
の１４第２項）。
　この証拠一覧表は、弁護人による証拠開示請
求の手がかりのひとつとして有用なものである
が、現行法上、証拠一覧表にはわずかな事項し
か記載が義務づけられておらず、開示証拠に不
足がないかの弁護人の確認作業の長期化、ひい
ては公判前整理手続の長期化の一因となってい
る。例えば、証拠一覧表上、「捜査報告書」とい
う標目の証拠が多数ある場合、開示された「捜
査報告書」が多数存在する証拠一覧表の中のい
ずれの「捜査報告書」であるかを特定するだけ
で相当な労力を要している。
　そこで、現行の証拠一覧表の記載事項を拡大
し、証拠の標目のサブタイトル、証拠の内容の
要旨等、弁護人が開示された証拠との突合が容
易に可能となる情報の記載を義務づけるべきで
ある。
　また、現在、検察官からの証拠一覧表の交付
は紙媒体によりなされている。しかし、紙媒体

では証拠の検索作業に時間を要する。弁護人に
よっては紙媒体で交付された証拠一覧表をＰＤ
Ｆ形式のデータにしてさらにワードやエクセル
等の加工可能なデータに変換する労力をかける
などしている。裁判員裁判対象事件では、証拠
一覧表記載の証拠点数が数百点から千点に上る
ケースも少なくない。エクセル等のデータ形式
での証拠一覧表の交付が実現すれば、弁護人は
証拠の検索作業を効率的に行うことができ、開
示証拠の確認作業にかかる労力と時間を大きく
短縮することができ、公判前整理手続の期間短
縮に資する。
　そこで、検察官から弁護人へのデータ形式で
の証拠一覧表の交付を義務付けるべきである。

（４）裁判官の増員と裁判員裁判用法廷の増設、検
察官及び検察事務官の増員
　公判前整理手続の長期化の原因としては、争
点整理自体には時間がさほどかからない事件で
も、他の事件の審理や法廷の確保の関係で当該
事件の審理日程を直ちに確保することができず、
かなり先の日程でないと必要な公判日程が確保
できないことが挙げられる。東京地裁では、半
年以上先でないと公判日程が確保できないと言
われることは頻繁にあり、無意味な審理期間の
長期化を招いている。
　この問題の解決のためには、裁判官の増員、
裁判員裁判用法廷の増設といった裁判所の人的
・物的設備の充実が必要であり、裁判所に対し
これらを求めていくべきである。
　また、実務上、裁判員裁判では、裁判員に理
解しやすい審理の実現の観点から、検察官請求
証拠を統合した「統合捜査報告書」を検察官が
作成し、これを取り調べているが、統合捜査報
告書の作成に時間を要する場合があり、公判前
整理手続の長期化の原因のひとつとなっている。
　その要因として、捜査・公判に従事する検察
官及び検察事務官の人員不足があると考えられ、
検察官及び検察事務官の増員も求めていくべき
である。

●第１章　重点課題
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重点課題５　　�弁護士自治の堅持

１　�弁護士自治を堅持するために前提となる弁護士会への会員の帰属意識を高
めるため、現行のクラス別研修に加え、一定期間、集中的に研修を受ける
「導入研修」（仮称）を新たに設け、同期のつながりとともに既存会員との
つながりも深めるような工夫をすべきである。

２　�弁護士自治に関する研修を、新入会員と、入会後何年か経過した会員に分
けて実施するとともに、多様な分野で活躍する会員がいずれも弁護士自治
の必要性を実感できるような研修資料や広報を工夫すべきである。

３　�対外的には綱紀・懲戒手続の迅速化と広報活動によって社会的信頼を得る
よう努めるとともに、内部的にはデータベース化も含めて、懲戒事例その
他の情報へのアクセスを改善し、多くの会員が綱紀・懲戒制度の運営に関
わることで負担を軽減するよう努めるべきである。

１　�弁護士自治の歴史と必要性

（１）弁護士自治の歴史
ア　戦前の状況
　弁護士自治の必要性を理解するためには、
わが国において、なぜ弁護士自治が導入され
るに至ったかを理解することが不可欠である
から、簡潔にその歴史を振り返る。
　民事訴訟における代理人制度（代言人）が
最初に認められたのは１８７２年（明治５年）
の司法職務定制だとされているが、当時、代
言人には資格がなく、誰でも就任することが
できた。そのため、弁護活動も粗悪だったよ
うで、三百代言と蔑まれたこともあったとい
う。
　その後、１８８０年（明治１３年）に代言人
規則が改正され、代言人の資格が明確になる
とともに、代言人は地方裁判所本支庁の所管
ごとに設立された代言人組合に所属しなけれ
ばならないこととされるなど、制度的には整
備が進められ、１８９３年（明治２６年）の弁
護士法（旧々弁護士法）制定に結びついた。
　しかし、旧々弁護士法においては弁護士並
びに弁護士会は所属する地方裁判所の検事正

の監督下に置かれた。弁護士の懲戒は「（弁護
士会の）会長は常議員会または総会の決議に
より懲戒を求むるため検事正に申告すべし」
とされたが、検事正は職権で検事長に懲戒訴
追を求めることができるとされ、懲戒事件は
所轄の控訴院が懲戒裁判所を開いて審理する
こととされた（以上、３１条）。旧々弁護士法
は１９３３年（昭和８年）に全面改定されたが
（旧弁護士法）、懲戒に関しては検事正が司法
大臣に置き換えられた点を除けば（５３条）、
基本的な構造は維持された。
　このように戦前の弁護士法においては弁護
士会の自治は認められず、国家権力の監督下
に置かれ、懲戒も国家権力によってなされて
いた。その結果、弁護士の訴訟活動はさまざ
まな制約によって縛られていた。文献によれ
ば、１９１４年（大正３年）、刑事事件を担当
していた大阪弁護士会所属の弁護士が証人申
請を却下した裁判官につき忌避を申立てたと
ころ、懲戒裁判所は同弁護士を停職４月の懲
戒処分とした。また、１９２２年（大正１１
年）、えん罪事件を看過した司法官らを批判し
て、上告趣意書に「偉大なる低能児の化石」
などと記載した弁護士が、停職４月の懲戒処
分とされた（なお、当該刑事事件の被告人は
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無罪となった）。さらに、いわゆる治安維持法
下において、同法違反被告事件の弁護に当た
った弁護士が、統一審理を要求したものの分
割審理を強行した裁判官を忌避申立てしたと
ころ、除名処分とされた。
　もちろん、このような懲戒処分は氷山の一
角であったと思われ、多くの弁護士が懲戒処
分を怖れ、法廷の内外を問わず、本来は必要
な弁護活動を控えたものと推測される。

イ　現行弁護士法下での弁護士自治の獲得
　戦後、国民主権、平和主義、基本的人権の
尊重を掲げる日本国憲法が制定され、その下
で１９４９年（昭和２４年）、現行の弁護士法
が制定された。
　新たな弁護士法では、①弁護士となるには
日弁連に備えた弁護士名簿に登録されなけれ
ばならないところ（８条）、弁護士会は「弁護
士会の秩序若しくは信用を害するおそれがあ
る者」などについて登録の進達を拒絶するこ
とが認められた（１２条）。つまり、弁護士会
が主体的に弁護士の登録を行うこととされた。
②弁護士に対する監督と懲戒も弁護士会の役
割とされ、戦前の国家権力による監督と懲戒
から離脱することになった。弁護士を職能団
体に受け入れるかどうかを決することができ、
受け入れた弁護士について監督権と懲戒権を
有することは、わが国の弁護士ないし弁護士
会が自治権を得たことを意味した。
　さらに、③弁護士は弁護士会に登録されな
ければ弁護士業務を行うことができないとい
う強制加入制度がとられた。この点、代言人
の時代から強制加入とされていたが、その当
時の強制加入は国家による監督の便宜のため
のものであり、現行弁護士法における強制加
入は、弁護士自治を支える役割を果たすもの
である。言うまでもなく、強制加入でなけれ
ば、弁護士会に所属せずとも弁護士業を営む
ことができ、弁護士会の監督権は脆弱なもの
にとどまるからである。

（２）弁護士自治の本質
ア　弁護士の使命と弁護士自治
　かつて人権がないがしろにされてきたとい
う反省、そして弁護士や弁護士会が悲惨な戦
争を抑止できなかったという悔恨に基づき、
現行弁護士法１条には「弁護士は、基本的人
権を擁護し、社会正義を実現することを使命

とする」と定められた。そして、弁護士自治
は、この弁護士の使命を遂行するために不可
欠なものとして理解されている。
　この点、２０００年（平成１２年）１１月１
日の日弁連臨時総会において採択された決議
において、「弁護士自治の制度は、弁護士が、
権力に干渉されることなく、市民の人権を守
り、国家権力の横暴に市民と共に対峙し、活
動するという崇高な使命を保障するものであ
る」と述べられた。
　従って、弁護士自治は戦後の弁護士の存在
意義と密接に関わる制度といえる。
イ　弁護士自治の内容
　弁護士自治における自治権は、個々の弁護
士にではなく、弁護士会に認められている。
従って、弁護士自治を維持発展させるために
は、弁護士会のあり方に注目することがきわ
めて重要である。
　先に触れたとおり、現行弁護士法の定める
弁護士自治の内容としては、次の各点が挙げ
られる。

（ア）弁護士名簿の登録と資格審査
　日弁連に弁護士名簿を備え付け、それに
登録されなければ弁護士にはなれないとし
（８条）、請求者を弁護士とするかどうかに
ついて第一義的な判断は弁護士会が担い
（１２条）、そのための資格審査会が置かれ
た（５１条）。

（イ）弁護士に対する指導・監督と懲戒
　弁護士に対する指導・監督は弁護士会が
担い（３１条、４５条２項）、弁護士会は弁
護士の職務に関する紛議について調停をす
ることができるものとし（４１条）、弁護士
に対する懲戒は、弁護士会に設置された綱
紀委員会が調査を行い、同じく弁護士会に
設置された懲戒委員会が審理・議決し、弁
護士会は懲戒委員会の議決に基づいて懲戒
するものとされた（５８条）。

（ウ）強制加入
　弁護士であるためには、日弁連に備え付
けられた弁護士名簿に登録され、いずれか
の弁護士会の会員にならなければならない
とされた（８条、３６条）。

（３）弁護士自治の必要性
　弁護士自治の必要性は、何より弁護士法１条
の定める弁護士の使命を遂行することに見いだ
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せるだろう。戦前の歴史を振り返れば明らかな
とおり、基本的人権は国家権力により侵害され
る際、修復しがたいダメージを受ける。弁護士
は基本的人権を擁護するためには国家権力と対
峙しなければならないことがあり、その点はと
りわけ刑事事件や行政事件において顕著である。
その際、弁護士に対する監督権限や懲戒権源を
国家権力が保持していると、これを恣意的に行
使することによって弁護士活動を抑圧すること
ができ、侵害された人権を回復することは著し
く困難になる。つまり、弁護士法１条の使命を
遂行するためには国家権力からの独立が不可欠
なのである。
　私人間紛争においても、弁護士自治の必要性
は否定されない。例えば、裁判所が不快に感じ
る訴訟活動等を行えば懲戒の可能性があるとな
れば、訴訟活動等に一定の萎縮効果を与えるで
あろう。また、時の権力の掲げる政策を批判す
る弁論を行えば懲戒の可能性があるとなれば、
主張を控えざるを得ないこともあるであろう。
依頼者の利益のために、あるいは社会正義のた
めに、弁護士は確固たる言論の自由を保持しな
ければならないが、弁護士自治が失われると、
その点も危殆に瀕することとなる。

２　�揺さぶられる弁護士自治

（１）昭和・平成における弁護士自治への攻撃
　現行弁護士法により弁護士自治が確立したと
いえるが、一方で、弁護士自治は国家権力が思
い通りに弁護士をコントロールできないことを
意味するから、国家権力にとって煙たい存在で
あることに変わりはない。弁護士自治は繰り返
し攻撃を受けるリスクを負っているし、実際に
攻撃を受けてきた。
　いわゆる司法の冬の時代とされた１９７０年
代、必要的弁護事件であっても一定の場合に弁
護人がいなくても開廷できることを定める「弁
護人抜き裁判」特例法案が審議された。平成に
入ってから展開された一連の司法制度改革の議
論において、綱紀・懲戒制度も議論の対象とさ
れ、経済団体などから弁護士会による懲戒権の
行使が身内である弁護士に甘くなっているので
はないかという懸念、懲戒手続に透明性が欠け
ているのではないかという指摘、懲戒権限を裁
判所やその他の外部に移すべきという主張など

がなされた。さらに、国際的にテロの懸念が高
まるなかで、２００３年（平成１５年）以降、マ
ネーロンダリングなどの疑いがある一定の取引
について、弁護士にも通報義務を負わせるべき
というゲートキーパー制度導入が企図された。
　このような動きの中、日弁連及び弁護士会は、
示された懸念に対応しつつ、いずれの試みも阻
止してきた。

（２）国際的な情勢
　弁護士自治のあり方は各国の歴史等によって
も異なるので、同じ数直線で比較することは相
当でない。しかしながら、中華人民共和国にお
いては、弁護士の職務の独立性、表現の自由が
保障されていないことから、人権活動に関わる
弁護士が多数拘束されていると報じられている。
非民主主義国や民主主義が脆弱な国においては
弁護士の独立性は低く、人権状況も厳しい。
　いわゆる先進国においても、弁護士自治は常
に危険にさらされている。英国（イングランド
とウェールズ）では２００７年（平成１９年）に
制度が改正され、弁護士会は弁護士の規律、す
なわち資格授与、業務規則、職業倫理、懲戒、
依頼者への損害補償等に関して、ＬＳＢ（Legal�
Services�Board）の全面的な監督に服するよう
になった。ＬＳＢは弁護士団体からも政府から
も独立した公的機関であり、１０名の理事のう
ち過半数は非弁護士で占められている。

（３）今も存在する危機
　弁護士自治に対しては、現在も憂慮すべき内
外の要因から危機にさらされている。
ア　外部からの危機
　司法制度改革の際にも指摘されたのは、弁
護士会の懲戒が身内の弁護士に甘いのではな
いかという懸念であった。背景にはしばしば
報じられる弁護士の非行問題があるものと考
えられる。市民の目には、顧客の多額の資金
を横領する弁護士や市民を食い物にする悪徳
弁護士などの姿が映っており、そういった事
象が弁護士や弁護士会に対する信頼を低下さ
せていることがうかがえる。
　他の隣接士業による弁護士業務の浸食も、
引き続き懸念されている。他の隣接士業は国
家権力の監督に服しており、他の士業で対応
できる分野が増えれば増えるほど、相対的に
自治の適用される分野が狭くなり、真に自由
な人権擁護活動が制約されるおそれがある。
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イ　内部からの危機
　一方で、近年はつとに弁護士会内部からの
危機にも注目が集まるようになった。第一に、
会員の会への帰属意識が急速に低下しつつあ
ると懸念されている。すなわち、弁護士が急
増するとともにその職務も多様化し、公務に
就く会員やインハウス・ロイヤー、もっぱら
ビジネスだけに従事する会員、若い頃から弁
護士会と関わりを持たない会員などが増え、
同業者としての仲間意識や弁護士会への帰属
意識が希薄化している。
　もとより、弁護士業務の多様化自体は歓迎
すべきことではあるが、単に放置すれば、弁
護士会との関わりが希薄化すればするほど、
弁護士会の必要性、ひいては弁護士自治の必
要性に対する認識も低下し、弁護士会費が相
対的に高額であることもあって、弁護士会へ
の強制加入制度に対する反発も生じかねない
（現に、かつてそのような発言もなされたこと
があった）。
　また、外部からの危機において触れた弁護
士の非行は、弁護士業界内部の課題をあぶり
出しているともいえる。つまり、弁護士人口
の急増や競争の激化によって経済的に余裕が
なくなり、非弁提携を含めて「金儲け」に走
る会員もいる。高齢のために能力も体力も落
ちてきているにもかかわらず経済的必要性か
ら弁護士業務を止められず、問題を起こす会
員もいる。元々弁護士業は困難に直面するこ
とが多いところ、うつなど健康を害してしま
い、結果的に問題を起こしてしまう会員もい
る。
　綱紀懲戒制度については、会員内部からも
常に批判が聴かれる。懲戒事由が抽象的・多
義的で予測可能性を害している、欧米と比べ
て懲戒事由が広すぎる、決定内容の開示が不
十分で検証が困難である、さらには規制内容
によっては競争法に抵触する、そして、何よ
り綱紀懲戒制度の多くが一部の会員の無償の
活動に依存しており、持続可能性に問題があ
るという指摘もされている。
　綱紀懲戒制度は弁護士自治の要のひとつで
あるのに、会員からの批判が高まれば、英国
のように弁護士会から懲戒権を切り離し、第
三者機関に委ねるべきという意見も出かねな
い。

３　�弁護士自治を守るために

（１）はじめに
　弁護士自治は、戦後の弁護士制度を支える根
幹であって、究極的には国民のための制度であ
るが、先に見たとおり、内外からの危機にさら
されている。弁護士自治を支えるのは、何より
弁護士自身でなければならないところ、各弁護
士が現在の弁護士会に対し帰属意識を持たなけ
れば何も始まらない。そこで、弁護士会への帰
属意識を醸成するための策を論じる。そのうえ
で、弁護士自治に対する会員内の理解を深める
策を検討する。
　一方、依然として弁護士会の懲戒手続や懲戒
処分に関する疑念も根強くあるように思われる。
そこで、綱紀・懲戒手続のあり方を検討すると
ともに、会員の間で時折耳にする同制度に対す
る不信感を払拭する方法も考える。
　最後に、近年、比較的若い世代から、弁護士
会が世論の大きく分かれる論点、あるいは政治
性の含まれる論点について意見を述べることに
批判的意見が聴かれる。この点は、国内最大の
ＮＰＯとも言われる弁護士会に期待される専門
的情報発信の役割と、強制加入団体としてさま
ざまな主義主張の会員を抱える性質との間で、
どのようなバランスをとるべきかという難しい
問題を含む。この点について、弁護士会の発す
る意見のあり方について検討する。

（２）東弁への帰属意識を醸成するために
　会員が東弁への帰属意識を持つには、会員自
身の手によって東弁が運営されていることを認
識できる機会が必要である。その機会として、
例えば倫理研修時に弁護士倫理に関わる事項と
は別に東弁の課題や取組みに関して議論する機
会や、同期の間の交流等もカリキュラムに取り
込みつつ自由な意見交換をする機会を設けるこ
とで、東弁の構成員としての帰属意識の醸成に
努めるべきである。東弁は委員会や法律研究部
の活動が活発であるが、そういった活動も同期
や先輩・後輩弁護士と知り合うよい機会であっ
て、希望者はなるべく参加しやすくすることが
望まれる。
　また、若手、とりわけ新入会員に関しては、
別途対策を考える必要がある。というのは、最
近の新入会員は修習期間の短さもあって、以前
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と比べ、修習中に弁護士会の活動に触れる機会
が希薄なものとなっている。そこで、入会直後
に一定期間、集中的に研修を行う「導入研修」
（仮称）を新たに設けることを提案する。すなわ
ち、現行の新入会員に対するクラス別研修を生
かしつつ、会員相互の親睦を図り、同期として
の親近感を養いつつ、先輩会員とのつながりも
得られるように、クラス別研修の冒頭に導入研
修を設け、１週間程度の間、集中的に実施する
のである（過剰な負担にならないように、午前
または午後のみとする方法、２〜３日程度に圧
縮する方法、２泊３日など宿泊と絡める方法な
どが考えられる）。
　導入研修の目的は、新入会員が最初に集中し
て顔を合わせ、会員相互の交流を図ることであ
る。実際、最近の傾向として、会務活動への参
加者の減少、会派に所属しない会員の増加が見
られ、会務や会派を通じた人的関係の希薄化が
顕著である。新規入会の最初の時期にある程度
濃密な人的関係を構築することにより、壁にぶ
つかったときに相談できる友人や知人を得るこ
とにつなげられるのではないかと考える。コロ
ナ禍以降、オンラインのコミュニケーションが
広く利用されるようになったが、依然としてコ
ミュニケーションの基本は顔を突き合わせた直
接的な交わりである。そのような相互関係を基
礎に、東弁への帰属意識の醸成を図ることを期
待している。
　内容的には、現行のクラス別研修と重ならな
いように配慮しつつ、一般的な事件処理やクラ
イアントとの接し方、弁護士倫理、「ヒヤリハッ
ト」事例など、弁護士として業務を始める際に
役立つ実践的なノウハウを学ぶことが考えられ
る。一定のタスクを与え、共同作業によりそれ
をこなしていくことも、弁護士としての素養と
ともに、仲間意識を育む効果を期待できるだろ
う。さらに、東弁が会員によってどのように支
えられているかを学ぶ機会を提供することも検
討したい。その際、委員会から先輩会員を派遣
してもらい、具体的な活動を知るとともに先輩
会員との交流の機会を設ける。こういった取組
みを新入会員歓迎会における会務活動の説明会
につなげることで、会務を身近なものととらえ
てもらうことができるものと思われる。
　導入研修後、委員会の研修員制度を活用し、
委員会において１年間具体的な課題に取り組み、

クラス別研修の後半のどこかで自らの活動を報
告することで、他の会員と経験の共有を図るこ
とも考えられる。このように、導入研修からク
ラス別研修、委員会の研修員などを有機的に結
びつけることで、研修をより効果的にできるで
あろう。
　導入研修は、短期間であっても集中的に集う
ことにより、強い同期意識、仲間意識を醸成す
るとともに、先輩会員と知り合うことができ、
いわば「同じ釜も飯を食う」意識が生まれるも
のと期待できる。そこで生まれたきずなを、そ
の後のクラス別研修や委員会の研修員制度でい
っそう強くできることが期待できる。
　これに対し、導入研修を実施する場合、その
間の収入をどう保障するのか、勤務弁護士の場
合、雇用者から働かないにも関わらず給与を支
払わなければならないのかといった視点から慎
重論もあり得よう。この点、例えば導入研修の
時間帯を午前中に限定することで、新人会員や
その雇用者の負担を減らす工夫は可能であると
思われる（午後５時以降にすると、子育て中の
若手会員が参加しにくくなるおそれがある）。ま
た、導入研修の内容を充実させ即戦力を養うこ
とにつながれば、雇用者にもプラスに理解して
もらえるのではないかと思われる。
　若手会員のサポートという観点からは、その
後の相談窓口と直結させて、登録後３年経過時
点まで継続してサポートするシステムも検討に
値する。さらに、このサポートシステムにおい
てメンタルサポートも充実させることが望まし
い。すなわち、導入研修後も、業務面とメンタ
ル面の両面で若手会員をサポートすることで、
東弁に支えられているという思いを強めること
となり、帰属意識の醸成につなげたい。

（３）弁護士自治の必要性に対する理解を深める
　弁護士自治の必要性を会員に理解してもらう
には、会員の弁護士会への信頼と帰属意識が前
提となる。もちろん、強制加入団体の制度とし
てだけでなく会員の内面における帰属意識が重
要である。そのために必要な政策は（２）で述
べた。以下ではそれを前提とする。
　弁護士自治の必要性を理解してもらうために
は、弁護士自治とは何か、それが歴史的にどの
ように獲得されてきたかを理解することが必要
となる。しかし、ロースクールや司法修習にお
いて弁護士自治を学ぶ機会はあまり用意されて
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いないように思われ、弁護士会に入会し弁護士
業務を始めて間もない多くの若手会員にとって、
弁護士自治は意識されていないテーマであると
思われる。弁護士自治に関心を持つのは弁護士
業務を開始して実務経験を積み、弁護士会や各
種委員会への関わりをもつ時期になってからと
思われる。そうすると、弁護士自治の必要性を
どのように会員に理解してもらうかについては、
弁護士会に入会して間もない若手会員とそれ以
降の会員を分けて考えることが必要である。
　弁護士自治を意識したことがない若手会員に
対しては、その初期の段階で、弁護士自治とは
何か、それが獲得されてきた歴史を知ってもら
うことが有意義である。そのためには現執行部
でも検討されているクラス別研修の機会を活用
するのが最も効果的である。内容としては、弁
護士自治がない時代の弁護士活動、それが獲得
されてきた苦難の歴史をその意義とともに学ぶ
ことが考えられる。現在、クラス別研修は７回
のうち３回が義務となってどれに参加してもよ
いことになっているが、１年間の研修の最後に
弁護士自治のテーマであと１コマを増やしては
どうか。単に座学だけではなくビジュアル化、
デスカッションの導入などの工夫が必要なのは
もちろんである。これを義務研修にするかどう
かについては義務化の方が事務所との関係で参
加しやすいとの声もあり検討すべきであろう。
以上の研修を得た若手会員は、その後、弁護士
自治への関心が問題となる場面に遭遇しても冷
静に考える基盤ができるだろう。
　その上で、２で触れた弁護士自治の置かれた
現状を踏まえ、多様な会員が弁護士自治に対す
る理解をより深めるためにはどうすればよいか。
　弁護士自治の置かれた現状は、弁護士を取り
巻く環境が大きく変化していることから生じて
いる。弁護士の増加に伴う職業領域の拡大、業
務の多様性がその大きな要因となっている。刑
事弁護や国家・行政を相手とする、あるいはそ
れに関わりある紛争や案件の場面に遭遇しなけ
れば、確かに弁護士自治への関心は薄れる傾向
になる。しかし、直接国家・行政を相手としな
くても、例えば、少年事件や家事事件の子ども
の人権の問題について、国家の政策に対しカウ
ンター意見をちゅうちょなく表明、発信しなけ
ればならない場面もある。企業内弁護士であっ
てもビジネスと人権は今日的な重要なテーマで

あり、人権弁護士もビジネスローヤーも人権の
分野で価値観を共有することができる。また、
各種の規制法対応を通じて公権力による制約の
怖さや是非を考える機会は多いと言える。行政
分野で働くインハウスローヤーにとっても住民
の利益・人権との関わりで問題に直面する場面
に遭遇する。活動分野が広がっても、弁護士自
治はこうした弁護士法１条の「基本的人権の擁
護と社会正義の実現」のための幅広い活動に制
度的保障を与えるものであろう。弁護士法１条
の基本的人権の擁護と社会正義の実現は、換言
すれば、法の運用を通じて公正・公平な社会の
ルールを作ることでもある。したがって、東弁
としては、幅広い各分野で遭遇する具体的な問
題を「現代的な弁護士自治」という新しい問題
意識の下に意識的に吸い上げ、会員に情報を提
供していく必要がある。その手段は読みやすい
冊子やメールマガジンを活用すると同時に、弁
護士自治に問題意識を持つ弁護士５年以内の会
員に対して倫理研修等を通じて考えてもらう場
を積極的に提供することを考えてよい。また、
パリ弁護士会のように会館内に博物館的なスペ
ースを確保して記憶の承継、共有を図る工夫も
必要である。
　最後に、このような取組みは、ＳＮＳ等を通
じて広く社会に対しても発信し理解を得る努力
も必要である。弁護士自治を守るには、東弁へ
の帰属意識を持った会員の理解とともに弁護士
及び東弁の活動への社会・国民の理解と支持が
不可欠である。弁護士、東弁の活動が国民から
信頼されてこそ弁護士自治が成立していること
を忘れてはならない。

（４）綱紀・懲戒手続のあり方を見直す
　弁護士への懲戒権が弁護士会にあることは弁
護士自治の中核的要素であるが、これについて
は、外部からも会員内部からも批判があり、そ
れぞれ次のような対応が考えられる。
ア　外部からの危機に対して
　前述のとおり、弁護士会の懲戒が身内の
弁護士に甘いのではないかという懸念があ
り、背景には弁護士の非行問題があるもの
と考えられる。弁護士に対する懲戒件数が
増加し、社会も弁護士を厳しく見るように
なっている。また、懲戒手続きに時間がか
かることも懲戒申立人の不満となり、これ
が弁護士自治への批判ともなりかねない。

●第１章　重点課題
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　これらについては、次のような対応が考
えられる。

（ア）不祥事根絶のための研修等・弁護士会によ
る監督の強化
　まずは背景にある弁護士による不祥事を
根絶する必要があり、引き続き義務研修で
行う非行防止のための研修や資料等を工夫
すべきである。資料に関しては、イで後述
するが、綱紀事例集や「弁護士職務基本規
程と懲戒事例」の補充・刷新を検討したり、
これらの資料をデータベース化して利用し
やすくしたり、関連資料を会員ページのわ
かりやすい場所にまとめて掲載するなど会
員が容易に参照できる方法を工夫すべきで
ある。
　さらには、研修に関しては、新人研修だ
けでなく、例えば登録後１、２年実務経験
をした会員に対する非行防止・弁護士自治
のための研修を義務化することも考えられ
る。なお、これらの研修の際には、多忙な
会員やケアとの両立が必要な会員も参加し
やすいように研修をオンラインで実施する
等の工夫も必要である。
　また、引き続き市民窓口を端緒とする監
督機能の強化、預り金等の取扱いに関する
会規に定める照会・調査、措置等の実施等
により弁護士による不祥事を根絶すべく努
めるべきである。

（イ）綱紀懲戒手続の迅速化
　懲戒件数の増加等により綱紀懲戒手続に
時間を要していたが、調査員制度により滞
留事件数が減っており、引き続き必要な範
囲で調査員制度を有効に活用し手続の迅速
化を図るべきである（他方で、調査員に対
する報酬は会員の会費等から支出されてお
り、状況により調査員の人数を減らすこと
も必要であろう）。

（ウ）社会から信頼されるための努力・広報活動
　上記の（ア）（イ）はもちろんであるが、
外部からの批判に対しては、弁護士や東弁
が社会から信頼されることが必要であり、
そのためにも弁護士が質の高いサービスを
提供できるように東弁は引き続き業務に関
する研修等を充実させるべきである。
　また、弁護士や弁護士会の役割・意義等
に関するさらなる広報活動も必要である。

イ　内部からの危機に対して
　会員内部からも、懲戒事由が抽象的・多義
的で予測可能性を害している等の批判があり、
また、綱紀懲戒制度の多くが一部の会員の無
償の活動に依存しており、持続可能性に問題
があるという指摘もされている。
　これらについては、次のような対応が考え
られる。

（ア）資料の工夫
　懲戒事由が抽象的・多義的で予測可能性
を害している等の批判に対しては、懲戒事
由に関する資料をより工夫し、会員が懲戒
事由を理解、判断しやすくすべきである。
　義務研修の際に配布される綱紀事例集は
２００４（平成１６）年作成であり、会員ペ
ージに掲載されている「弁護士職務基本規
程と懲戒事例」は２０１４（平成２６）年追
記の資料であり、これらは一定期間経過後
に内容を補充・刷新することを検討すべき
である。
　また、現在「べんとら」で懲戒資料が一
部公開されているが、「弁護士職務基本規程
と懲戒事例」などの資料をデータベース化
し、会員が利用しやすくする工夫も検討す
べきである。この作業は、東弁だけでなく、
東京三会や日弁連と共同で行うよう働きか
けることを検討してもよいのではないか。
　さらに、「べんとら」で公開する資料の範
囲を広げたり、上記の綱紀事例集、「弁護士
職務基本規程と懲戒事例」、「転ばぬ先の杖」
の他、懲戒事由に関連する資料一式（義務
研修の際に配布される資料一式）を会員ペ
ージのわかりやすい場所にまとめて掲載し、
参照したいと思った会員が容易に参照でき
るように工夫すべきであろう。

（イ）懲戒事由や判断等について議論、検討でき
る場の設定
　弁護士職務基本規程などの内容やそれに
対する考え方、とりわけ「品位を害する」
の「品位」について、ベテランと若手では
かなり乖離があるのではないかとの意見も
あり、会員間で、ここまではセーフと思う
とか、ここからはアウトだと思うなどとい
った議論をする機会が大切である。東弁と
しては、そのような懲戒事由や判断等に関
する議論や検討ができる場を設定すること
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を検討すべきである。会員が自分自身の問
題として弁護士職務基本規程の内容などの
議論をすることで、結果的に不祥事を防止
するだけでなく、そういった議論をするこ
とが弁護士会への帰属意識にも繋がると考
えられる。

（ウ）より多くの会員が綱紀懲戒制度に関わるこ
と
　綱紀懲戒制度の多くが一部の会員の無償
の活動に依存しているが、調査員制度を有
効に活用する他、できるだけ多くの会員が
担えるよう、東弁は、弁護士自治、特に弁
護士会が懲戒権を有することの意義や綱紀
懲戒委員として活動する意義などを各種研
修や上記（イ）の議論、検討の場などで伝
える工夫をすべきである。実際、綱紀委員
等としての調査部内、部会内、委員会内で
の議論は、自身の弁護士活動にも役に立つ
ものであり、多くの会員が関与する意義が
ある。

（５）弁護士会が政治性を含む意見を述べることに
ついて

　会員間で大きく意見が対立するテーマについ
て、一方の立場から意見を述べることには反対
ないしは謙抑的であるべきとの見解がある。
　もとより弁護士会が個々人の政治的立場を無
視し、特定の政党を支持する等の意見を述べる
ことは会員個人の思想信条の自由を侵害するも
のであり、当然許されるものではない。また一

方的な意見展開は、それ自体説得力に乏しいも
のになるであろう。
　しかしながら、弁護士法１条の定める「基本
的人権の擁護と社会正義の実現」という弁護士
の使命を果たすためには、日々の裁判実務に尽
力するだけでは足りず、立法による根本解決を
図る必要があることも否定できない。そのよう
な場合、弁護士会として積極的にあるべき法制
度を提言していくことは、その使命を果たすた
めに必要である。
　また、政府が行おうとしている立法について、
市民に対しその問題点を伝えていくことも、在
野法曹としての重要な取組みである。その際、
問題点を指摘するのみで足りる場合もあるであ
ろうが、市民に対しより明確に伝えるため、あ
えて弁護士会として反対の立場を鮮明にするこ
ともあり得よう。時に、市民の間の多数意見と
異なったとしても、体制に迎合することなく、
法に関わる者として「言うべきことは言う」こ
とこそ、在野法曹の役割とも言えるだろう。
　弁護士会内の意見形成において丁寧な説明に
よりじっくりと合意を形成していく努力や、少
数意見にも敬意を表し、なるべく取り込んでい
く努力は決して軽んじられるべきではない。し
かし、会員間で意見が対立しているという理由
だけで、あるいは政治性を含むという理由だけ
で、意見の発出に謙抑的になるべきでもない。
弁護士に付託された社会的使命を踏まえ、必要
な意見は毅然と発出するべきである。

重点課題６　　�法曹養成制度及び�
� 法曹志望者増加策

１　�司法制度改革の原点に今一度立ち戻り、司法制度改革以降の制度改革を踏
まえ、司法試験のあり方を含めた法曹養成全体の制度がどのようにあるべ
きかについての議論に積極的に関与すべきである。

２　�具体的には、法科大学院における教育内容、司法試験のあり方、司法修習
のあり方とその有機的な連携について検討すべきであり、法曹三者を含め
た各関係者による審議会等の設置を推進すべきである。

３　�検討の際にはどのような人材が市民に求められているかという視点が欠か

●第１章　重点課題
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せず、多様な人材が法曹を目指すよう、社会人経験者を含めて、法曹志望
者が増加するような取組みをすべきである。

１　�これまでの２０年

　２００１年（平成１３年）の司法制度改革審議会
意見書に基づき、２００４年（平成１６年）４月法
科大学院を中核とする新たな法曹養成制度がスタ
ートした。あれから２０年が経とうとしている。
　司法制度改革は、複雑多様化する社会において、
主権者たる国民の司法参加を実現するために、法
曹、特に弁護士を「社会生活上の医師」として位
置づけ、質量ともに充実した法曹の必要性を謳っ
た。そして、旧来からの司法試験という点による
選抜ではなく、プロセスとして法曹を育成する道
を選択し、その方法として、法科大学院を中核と
した法曹養成制度を設けた。具体的には、①法科
大学院入学者を適性試験（日本版ＬＳＡＴ）で選
抜し、②彼らに原則３年間を基本としたカリキュ
ラム（法律基本科目、法律実務基礎科目、基礎法
学・隣接科目、展開・先端科目）を学修させ、③
全て履修し卒業した者に対し、学修レベルの確認
的意味合いで約７割が合格する司法試験を課し、
④司法試験合格者は、１年間の司法修習（貸与制）
を受け、⑤毎年３０００人の法曹を生み出すとい
う制度を構築した。と同時に、⑥主に法科大学院
で学修することが困難な者に対して、予備試験も
用意した。また、⑦法的業務を一定期間経験した
司法試験合格者は、司法修習を経なくても一定の
研修を受けて弁護士資格を得られる弁護士資格認
定制度も設けた。
　この新たな法曹養成制度導入後、年々司法試験
合格者は増えていったが、他方で、新人法曹の質
の低下が叫ばれ、また、就職先事務所が見つから
ない、所謂、軒弁、即独という問題が指摘された。
　その後、２０１５年（平成２７年）６月の法曹養
成制度改革推進会議決定がなされ、この対応策と
して、法科大学院教育の質の改善を図るため、文
部科学省による幾つかの基準により、法科大学院
の統廃合が実施された。結果、法科大学院は、７
４校あったものが、現在は３４校にまで減少した。
その反面、適性試験制度は事実上消滅し、法曹の
質を維持するという意味合いで、司法試験のウエ

イトがますます大きくなり、法科大学院教育は、
司法試験合格のための教育へと激しく傾斜し、他
方で、司法試験の受験資格を得る方策として、予
備試験を目指す者が大きなウエイトを占めるよう
になった。
　このように、ウエイトが大きくなった司法試験
の合格への不安や、就職できない可能性への不安
に加え、プロセス期間の長さへの不満や司法修習
貸与制導入等による経済的負担感の影響もあり、
法曹志望者は、法科大学院設立時と比較して、大
幅に減少してしまい、そのことが、地滑り的に法
曹の質低下につながるのではないかとの懸念を生
じさせている。
　この状況を踏まえ、経済的・時間的な負担を軽
減し法曹志望者・法科大学院志願者を増加する目
的で、大学３年での早期卒業及び特別選抜による
法科大学院既修者コースへの進学（いわゆる３＋
２）が実施され、さらに、法科大学院在学中の３
年次（既修者コース２年次）の７月に司法試験を
受験することができるようにし、翌年３月末から
１年間の司法修習に入る制度に変わった。これに
より、法科大学院のカリキュラム構成は大きく変
更された。２０２３年度は、初めて法科大学院在
学中の司法試験受験者が生まれる年である。

２　�法科大学院を中核とする新
たな法曹養成制度の評価

　前述したとおり、法科大学院を中核とした新た
な法曹養成制度については、当初描いていたとお
りには進まず、様々な批判を浴びつつも、それら
に対応しながら制度改変を繰り返し、今日に至っ
ている。
　制度改変を繰り返してきた法科大学院を中核と
した制度に対する評価は一様ではないものの、一
方で、この新たな法科大学院を中核とする法曹養
成システムは、司法制度改善に向けたメリットも
生み出している。法科大学院を修了した多様なバ
ックグラウンドをもつ法曹が一定数生まれ、また
法科大学院での学修、経験を生かし、法曹養成制
度改革の理念を体現するような活躍をしている法
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曹が多数生まれたことは事実であろう。
　典型的なものとしては、法科大学院で刑事実務
の授業を受け、あるいは刑事クリニックを受けた
ことで、人質司法等我が国の刑事司法の有様に強
く疑問を持ち、刑事司法の改善に向けて日々法廷
の内外で活躍している弁護士の存在が挙げられる。
法科大学院生はリーガルクリニックで、被疑者弁
護を指導担当弁護士と一緒に行いながら、身柄の
解放を実現したりしており、そのことが、法曹に
なったときの糧となっている。

３　�これら現状を踏まえ、これ
からの法曹養成制度は、い
かにあるべきか

（１）求められる法曹像
　まず、法曹養成制度を検討するに当たっては、
司法制度改革審議会意見書に示されていたとお
り、法曹養成は、「社会生活上の医師」の養成で
あった点に立ち返るべきであろう。そのために
も、法曹となる者を教育する、養成するという
ときには、どのような法曹が市民から求められ
ているのか、三権の一翼を担う司法にはどのよ
うな役割が求められており、それを担う人材と
はどうあるべきか、という視点は欠かせない。
　人権擁護と社会正義を実現するためには、高
い人権感覚を有し、市民に寄り添う感性を持っ
ていることが必要であり、法曹養成において重
視されるべきポイントである。また、社会が複
雑多様化している以上、法曹が同質性を持った
集団に固執すべきではなく、むしろ多様なバッ
クグラウンドを有する人材を法曹として育てる
ことが求められているというべきである。これ
らの点は、司法制度改革当時から、今も変わっ
ていない。

（２）基本的な視点
　となれば、法曹志望者が、人権感覚や社会正
義のマインドを身に付け、その基本的精神をコ
アとして、基本的な法的知識や法的スキルを学
修する機会を用意すべきであろう。
　そのためには、学生が、コアな法的知識及び
法的思考力を確実に自分のものとすると同時に、
前記マインドの学修に費やす時間も必要であり、
司法試験受験対策にひたすら専念する必要がな
いようにすべきであろう。
　以下、検討すべき問題提起をしたい。

　なお、この２０年の間の制度の変更は、法曹
を目指そうとする学生や社会人の予測可能性を
奪い、法曹志望者の減少や司法修習貸与制から
不十分な給付制への変更等、様々な問題も引き
起こし、制度の狭間で苦しむ者も生み出してき
た。今後さらなる制度の変更を行う際には、こ
れから法曹を目指そうとする者に対する予測可
能性という点にも目を配るべきである。

（３）法科大学院と司法試験
　前述したとおり、司法試験のウエイトが重す
ぎて、本来各法科大学院が想定していたあるべ
き法曹像を実現すべく用意した教育プログラム
について、学生が参加する余裕がなくなってい
ると思われる。特にリーガルクリニック等の実
践型のカリキュラムは、その負担から、敬遠さ
れ気味である。しかし、司法試験に合格する前
の、一般市民的感覚を有している法科大学院生
のときに、社会的弱者等の依頼者と接触するこ
とは、法的スキルを学修すると同時に、弱者へ
のいたわりや優しさなど、いわゆる人権感覚を
涵養することにつながり、大きな意味がある。
　そこで、学生がこれらカリキュラムに参加で
きるような体制を作りたい。例えば、それらの
カリキュラムを一生懸命学び、法科大学院で上
位の成績を得た者（若干名）には、無試験で司
法修習を受けられるようにする方策も一つの選
択肢として視野に入れることもあって良いので
はないか。
　もっとも、これを実現するには、試験免除の
条件や選抜の公平性の確保など、検討すべき課
題が多い。また、司法試験の全科目でなく一部
の免除という案もあり得、更にはカリキュラム
を必修化するなど法科大学院内で対応できる可
能性も検討する必要があろう。東弁は、法科大
学院教育が司法試験受験に偏重しすぎることの
ないよう、司法制度改革審議会意見書が示した
本来あるべき法科大学院教育の実現を目指して、
引き続き対策の研究・検討を継続するべきであ
る。

（４）法科大学院
ア　現在、社会は生成系ＡＩ（Chat-GPT等）の
導入が進んでいるが、司法実務も、遅ればせ
ながらも、徐々にＩＴ化し始めている。今後
は、生成系ＡＩの問題点を意識しつつ、実務
を行うことになると思われ、法科大学院では、
注意点や問題点の指摘も含めて、基礎法学と

●第１章　重点課題
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位置づけ、時代を少し先取りするような教育
内容を実施すること及び研究することも求め
られる。また、同性婚やＬＧＢＴＱの問題や、
生命倫理に関わる医療問題等、世の中の価値
観や世界観が大きく問われる課題についても、
法科大学院で議論しながら学ぶ時間を作る必
要があろう。

イ　３＋２の制度が存在する中で、多様性ある
法曹を生み出すためには、法科大学院におい
て、他分野を学修した未修者を法科大学院に
入学させる必要がある。
　社会人経験・他学部などの純粋未修者に対
応可能な教育カリキュラムへシフトするとと
もに、未修者出身の法曹の活躍を広報するこ
とで優秀な未修者の誘引を図るべきである。

ウ　東弁及び日弁連は、会員向けに様々な研修
を有しているが、体系的にカリキュラムが整
備されているとまでは評価できない。これを
補うものとして法科大学院との連携による実
務者向けリカレント教育が考えられる。法科
大学院には、様々な法分野の研究者がいるの
であり、東弁は、個別の法科大学院と提携を
して、弁護士研修を体系的に整理・構築し、
実施するべきである。

エ　また、女性弁護士の割合は、法曹養成制度
改革によっては全く改善をしておらず、相変
わらず２０％程度という低水準にある。これ
を引上げるため、法曹コース及び法科大学院
への女性入学者の増加に向けた政策を検討す
る必要がある。

オ　さらに、法曹コースの設置や在学中受験の
開始により、法科大学院のカリキュラムが短
期間での詰め込みとなっている。したがって、
法科大学院の教育理念、特に実務教育や先端
・展開科目を履修することによる理論と実務
の架橋や豊かな法曹の養成という法科大学院
教育の意義が損なわれていないか、法曹コー
ス及び法科大学院の教育内容について調査を
し、検証していく必要がある。
　同時に、東弁が後進の養成に積極的に関与
するためには、都内の法科大学院及び法曹コ
ースの設置校との間で、法曹養成課程におけ
る教育のあり方や弁護士会の関与及び支援の
あり方、法曹養成を担う実務家教員の育成等
を協議するための教育連携協議会を設置する
ことを検討すべきである。なお、その際、九

州弁護士会連合会の法科大学院支援協議会が
参考となる。

（５）司法試験
　司法試験在学中受験の解禁に伴い受験者数が
大幅増となり、２０２３年の在学中受験の合格
者数は６３７人、合格率は５９.５％であった。法
曹コースの設置に伴ういわゆる３＋２の制度変
更を踏まえ、司法試験の合格率と合格者数につ
いては、今後の推移を見守る必要がある。一方
で、司法試験は法科大学院教育の成果を測るも
のであり、また司法研修所における研修と連携
したものでなければならない。
　そのため、法科大学院における教育と司法試
験、司法修習が有機的に連携しているかを検証
し、抱える課題を解決するためにも、法曹三者
に加え、法科大学院協会及び文部科学省、司法
研修所、その他の有識者を交えて、法科大学院
や司法試験、司法修習等のあり方に関して検討
する審議会等の設置が必要である。文科省にお
いては法科大学院教育等について中央教育審議
会が、法務省においては司法試験について司法
試験委員会が、それぞれの所管事項を議論して
いるものの、これを有機的に連携させ、司法研
修所教育及び社会のニーズを踏まえたものにで
きるよう、統括的な組織作りが検討されるべき
である。
　また、臨床法学教育や様々な展開先端科目を
法科大学院で学ぶことへの障壁とならないため
に、司法試験の範囲、内容を、極力コアなもの
とすることが必要である。そのためにも、現行
の司法試験について、司法試験科目の削減、問
題の質・量の見直しが考えられる。司法試験に
関しては、これまで短答式試験の日程の変更や、
短答式試験の科目の減少といった変更があった
が、もっと大胆に、試験科目を削減することを
検討すべきである。司法試験で問うことはコア
なものを意識し、他方で、法科大学院で幅広に
学修することを目指すべきである。
　今後は、短答式試験と論文式試験の双方が必
要であるかについて、また論文式試験科目、特
に選択科目が必要であるか、について、司法試
験が資格試験であり、法科大学院教育の成果を
測るものであるという点から検討する余地があ
る。
　加えてパソコン受験の導入により、仮に採点
時間の大幅な短縮が可能となるならば、試験時
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期の見直しについても検討する必要があると思
われる。

（６）予備試験
　予備試験合格者は数的に安定しつつあり、予
備試験資格による司法試験受験者の合格率は顕
著に高い。
　しかしながら、予備試験資格による司法試験
合格者の実態は法科大学院在学生・修了生、法
学部生がその多くを占める。現在の法曹養成の
中核は法科大学院であり、予備試験は法科大学
院で学ぶには経済的に難しい者及び法科大学院
教育を経るまでもない法律実務の経験を有する
者に対して司法試験受験資格を例外的に与える
制度であることに鑑みれば、現在の予備試験の
実態は制度趣旨に沿った運用ではない。そのた
め、予備試験の趣旨に沿った運用となるよう、
制度的な改善が必要であり、現実の予備試験の
受験者の属性や経済状況、受験動機に関する全
国的な調査を行う必要がある。

（７）司法修習
　コロナウイルス感染症の流行を契機として集
合修習ではオンラインの積極的な活用がなされ
てきたが、徐々に対面による集合修習を取り戻
しつつある。
　現在、法科大学院段階において何を学び、司
法修習開始の時点で学生がどのような基本的法
律知識と実務的素養を身につけておくべきかに
ついては、法科大学院サイド及び司法研修所と
の間で役割分担を含めた議論が活発となってい
る。東弁としても、司法試験のあり方を含めて、
法曹養成全体の制度がどのようにあるべきかに
ついて議論に積極的に関与すべきである。
　なお、この全体を検討するに当たっては、司
法修習終了段階の各司法修習生の仕上がりを意
識すべきである。すなわち、司法修習終了時点
では、一人で一応の事件対応ができることを目
指すべきであり、そのためには、実務修習段階
で、限定的であれ、指導担当の指導のもとに司
法修習生に一人で活動できる権限を付与するこ
とも、議論の一つにすべきである。
　また、修習給付金制度の創設による経済的負
担の一定の軽減策はなされたものの十分とはい
えず、新６４期以前の世代との格差は解消され
ていない。社会のインフラである司法を担う人
材養成のあり方という視点から今後も積極的な
検討が必要である。

　さらに、東弁としては、制度の変更に伴う影
響について十分に注視するとともに、分野別実
務修習および選択型実務修習を担う立場からそ
の充実に努め、司法修習生を積極的にサポート
していく必要がある。また、民事及び刑事の弁
護教官が司法修習において重要な役割を果たす
ことに鑑み、優れた司法研修所教官の輩出及び
教官の担い手へのバックアップを行うべきであ
る。

（８）法曹志望者増
　法科大学院志願者は大きく減少しており、近
年になって多少の増加はみられるものの、有意
な志望者が十分に確保できているとはいえない。
特に社会人出身者の法曹志望者には顕著な減少
がみられる。
　そのため、関係機関と連携しつつ、志望者確
保の取組みを行う必要がある。日弁連は、法曹
志望者増に向けた取組みの充実を２０２３年度
会務執行方針に掲げ、法務省及び最高裁に対し
て、関係機関の連携の呼びかけなどを行ってい
る。そのため、東弁としては、都内近郊の潜在
的志望者である中学生・高校生を主たる対象（大
学生を含む）として、東京地方裁判所及び東京
地方検察庁とも連携し、法曹の仕事の魅力を伝
えるイベントを開催するとともに、恒常的に学
生との談話型イベントや講師派遣などを実施す
る体制を整える必要がある。
　また、社会人経験者に対しても、同様のイベ
ントや、また法科大学院や司法試験に関する情
報を一元化し、目に触れやすくするなどの工夫
をしていく必要がある。

●第１章　重点課題
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重点課題７　　�弁護士への攻撃や他士業の�
� 職務浸食から会員を守る

１　�業務妨害への対策を会員に徹底周知し、孤立させない方策を推進する。

２　�業務遂行が困難になる前の転ばぬ先の杖を会員へ伝える方策を強化する。

３　�業際問題や非弁行為への徹底的な対応と広報の充実をさらに進める。

１　�はじめに

　弁護士の仕事は紛争の渦中に片方の代理人とし
て関与するという形態を含むため、相手方や場合
によっては自らの依頼者から、様々なクレームを
受けることがある。これが高じると、弁護士個人
への攻撃という現象となる。攻撃の現れ方として
は、大きな枠で言えば弁護士への業務妨害である。
様々な態様の妨害行為があるが、過去の事例では
弁護士本人の殺害という事例もある。近時ではイ
ンターネット上での誹謗中傷を含めた妨害もある。
　このような攻撃を受けた弁護士や、業務妨害ま
では受けていないがさまざまな理由で業務が進ま
ず依頼者との関係で困難な状況に陥っている弁護
士も存在する。
　さらに弁護士個人への攻撃ではないが、本来弁
護士しかできない職域への他士業者及び無資格者
の業務浸食、いわゆる業際等における非弁活動の
横行という問題がある。
　このような弁護士個人や業務範囲に対する外か
らの攻撃に、弁護士会としてどのような対処が考
えらえるのか。弁護士はあくまで個人事業者であ
り、弁護士会は弁護士との関係で雇用関係がある
わけではないため、基本は弁護士個人が対処する
ということになる。
　しかしながら、弁護士自治を与えられた弁護士
会は、その構成員である会員に対して指導監督権
を有すると同時に、会員個人への不当な攻撃や職
務範囲へ浸食に対しては、会員を守り弁護士とい
う職の範囲をきちんと示し続けることが必要であ
る。
　弁護士会への結集を図り、弁護士自治をより強
固にし、魅力ある弁護士会とするためにも、東弁

は弁護士会としての対策を検討する必要がある。

２　�業務妨害という弁護士への
攻撃に対して

（１）弁護士個人への攻撃
　弁護士個人への攻撃を行うのは主に相手方で
あるが、依頼者であることもある。
　業務妨害が発生した受任事件は、企業法務、
労働問題、消費者事件、離婚事件、刑事事件な
ど多岐にわたり、受任事件に関係なく妨害を受
けるケースもある。業務妨害の態様も、殺人や
傷害・暴行だけでなく、脅迫面談強要、濫用的
な懲戒申立て・告訴、多数回電話・長時間電話、
ネットでの書き込みや誹謗中傷など多岐にわた
る。すなわち、経験の長さや性別、老若にかか
わらず、また取扱い案件に関係なく、誰でも攻
撃を受ける可能性はある。

（２）業務妨害を受けた弁護士への支援の枠組み
　１９８９年に坂本弁護士一家殺害事件が発生
し、日弁連は、弁護士がいかなる暴力、業務妨
害に屈することなく人権侵害に果敢に立ち向か
い、国民の基本的人権の擁護と社会正義の実現
のために活動できるよう、そして二度とこのよ
うな事件が起こらないよう、１９９６年６月に弁
護士業務対策委員会を設置し、弁護士会に対し
て弁護士業務妨害対策委員会規則、同支援取扱
細則のモデル案を示し、委員会設置を前提とし
た検討を要請した。東弁では、１９９８（平成
１０）年４月、弁護士業務妨害対策特別委員会
（以下「委員会」という）を発足させ、同時に
「弁護士業務妨害対策センター」をスタートさせ
た。
　弁護士業務妨害対策センターは、会員弁護士
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が業務妨害を受けたとき（あるいはその恐れの
あるとき）に支援をする。委員会の委員及び一
般会員から募集し、名簿に登録された支援委員
によって構成されており、東弁事務局に窓口（業
務課）を設置し、会員弁護士からの支援要請を
受け付けている。
　担当委員が事情聴取をし、委員会に報告をす
る。委員会で支援の必要性及び方法について検
討するが、緊急を要する場合には、委員会には
事後報告とし、正副委員長の協議により迅速な
支援対応を行う。
　支援の内容としては、事務所のセキュリティ
対策等、当面の対策ノウハウの提供、アドバイ
ス、有志連名での妨害者に対する警告文などの
送付、委員有志が代理人となり仮処分その他の
法的手続、刑事告訴、警察に同行しての被害相
談や警備要請その他関係機関との連携などがあ
る。
　支援活動の費用負担は原則として支援要請弁
護士の負担である。もっとも、法テラスの事件
などに起因して妨害を受けた場合など、支援要
請弁護士の負担とすることでは適切と思われな
いケースも散見されていた。
　東弁では、２０１５（平成２７）年に規則等を
改正し、支援要請弁護士に対する費用の支給や
立替え、立替金の償還免除の制度を整備し、よ
り利用しやすいものとなるようにした。

（３）研究活動や業務妨害対策マニュアルの発行
ア　業務妨害を受けた被害弁護士からの支援要
請を受けて、支援活動をするほか、他弁護士
会との経験交流会をもち、定期的に東京三会
協議会を行い、警察との連携、様々なＰＴ、
夏期合研への参加、シンポジウムの開催など
の活動を行い、研鑽に努めている。
　新たな妨害類型であるインターネットによ
る業務妨害については、２０１６（平成２８）
年、東京三会の業務妨害対策委員会の有志
で、東京三会インターネット業務妨害対策Ｐ
Ｔを立ち上げ、悪質なインターネットによる
妨害の支援を行っている。日弁連、裁判所、
国会等への働きかけも行っており、２０１８
（平成３０）年には神奈川県弁護士会の業務妨
害対策委員会が正式に加わり、「四会インター
ネット業務妨害対策ＰＴ」となった。

イ　また、東弁では、２００２（平成１４）年３
月、積み上げてきた経験を踏まえ、妨害態様

ごとに適切な対策ノウハウをまとめた「弁護
士業務妨害対策ハンドブック―弁護士が狙わ
れる時代に」を作成し、全会員に配布した。
その後、２０１９（平成３１）年にサイバー攻
撃対策、好意恋愛感情を抱く者への対応、後
見業務にまつわる業務妨害対策、弁護士に落
ち度があっても積極的に支援要請をすべきこ
となどを追加した三訂版を発行した（東弁の
ホームページ（会員ページ）に掲載している）。
　特に事務所襲撃型の業務妨害では人の生命
身体にかかわる重大な結果につながる可能性
があるため、上記とは別に「常時施錠から始
まる事務所セキュリティハンドブック―事務
所襲撃型妨害に備える―」を発刊した。弁護
士と事務員との連携・事務員の対処法、事務
所のレイアウト、防犯グッズにも触れている。
　四会インターネット業務妨害対策ＰＴは、
２０２１（令和３）年９月に「弁護士・法律事
務所のためのサイバーセキュリティマニュア
ル」を発行した。

（４）支援要請の状況と広報
ア　支援要請件数
　昨年度は、例年と比較して支援要請件数が
減少したが、業務妨害そのものが減少する要
因は特段見あたらない。
　弁護士は、紛争を解決することを業の一つ
としている立場にあるため、自力で、対応方
法を検討し、解決しようとすることが多い。
支援要請をするか否かはその窓口があること
を知っているか否かに左右される面が大きい
と思われるため、昨年度の支援要請数の減少
は、会員への周知の不十分さが影響している
ことが考えられる。
イ　ハンドブックと業務妨害対策センター相談
窓口の周知徹底を
　東弁及び日弁連から弁護士業務妨害対策マ
ニュアルが発刊されている。以前は、東弁は、
弁護士業務妨害対策ハンドブックを全会員に
配布をしていた。そのほかにも、チラシの配
布、会館内でのポスターの掲示、２か月に１
回のリブラへの情報掲載をしており、これら
はすべて広報の役割を有していた。
　東弁の業務妨害対策ハンドブック等は、全
会員には配布されなくなり、会員窓口で希望
すれば配布されるのみとなっている。コロナ
などによる会館への出入りが減少したことな
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どにより、ポスターの掲示による効果が低下
しただけでなく、リブラへの記事の掲載がな
くなったことにより、周知については十分と
は言えない現状にある。
　マニュアルや相談窓口の存在を知らなけれ
ば、攻撃を受けた弁護士が速やかにそこにた
どりつくことは難しい。事務職員のアドバイ
スで弁護士が相談窓口にたどり着くこともあ
るため、マニュアルを備え置くことが望まし
い。
　普段からマニュアルを見ていればいざとい
うときの心構えができる。相談窓口があり、
どのような支援が行われているのかを知って
いれば、早期に（事態が悪化する前に）適切
なアドバイスを受けることが可能になる。こ
れらは、会員のメンタルヘルスにも資するも
のであり、妨害をきっかけとする非行を防止
する面もある。
　ペーパーレス化にとらわれすぎることなく、
マニュアルの配布により相談窓口を利用でき
るようにこれらの周知を徹底しなければなら
ない。

（５）徹底したサポートを
　弁護士への攻撃に対し、毅然と対処するため、
東弁としてサポートを充実させることは、我々
弁護士が人権擁護と社会正義の実現という使命
を全うするために必要であり、業務妨害対策セ
ンターの周知の徹底、適時に適切な対処を可能
とするために警察や裁判所との連携、並びにそ
のバックアップをすることが必要となる。

３　�転ばぬ先の杖となる制度の
充実と周知の徹底

（１）弁護士不祥事の現れ方
　弁護士の不祥事といえば、すぐに頭に浮かぶ
のは依頼者のお金を使い込んだという業務上横
領の案件である。依頼者のお金に手を出してし
まうということは、だれでも犯罪であると理解
しているはずである。しかしながら、そのよう
な事案が後を絶たない。ただ、お金を使い込む
という不祥事は、使い込むだけのお金を預かる
という事件の規模が必要であり、若手弁護士に
はないとは言えないが、多くは中堅以上の弁護
士が起こしている。
　一方、若手弁護士にありがちな不祥事は、ど

のようなものなのか。市民窓口への苦情や過去
の懲戒事例などを見ると、事件を受けたが何ら
かの事情で仕事が進まず依頼者に報告ができな
い、依頼者からの電話に出ない、裁判も訴状が
出せない、準備書面が出せないなどということ
で事件放置としての苦情や懲戒事例が見受けら
れる。これが高じると、裁判書類の偽造、つま
り、判決書の偽造などという刑事事件となるよ
うな不祥事となることもある。

（２）その原因はどこにあるのであろうか。
　他人のお金に手を付けるということは、事務
所経営の費用が足りていないということが端的
な理由である。もちろん、使い込みが続きその
支出先が事務所経費にとどまらず、みずからの
遊興費などに及んでしまっている例も散見され
る。いずれにしても、売上げ以上の事務所経費
を支出し続け、又は弁護士の生活レベルを維持
し続けているということである。
　事件放置に至る原因は、過去の例を見るとい
くつかある。一つは、過剰な事件受任である。
自分の力量を超えるような数の事件を受けるこ
とで処理が進まないというパターンがある。広
告を利用することで多量の事件を受任するまで
は良いが、仮に定型的な同一類型の事件であっ
たとしても、きちんと個別の資料を確認して処
理を進めていくためには一定の時間が必要であ
る。そうするとどうしても着手が遅くなる案件
が発生し、その個別案件の相談者からは現在ど
うなっているのかという問合せが弁護士に来る。
準備ができていない弁護士は、はじめ誤魔化し
ているがそのうち依頼者からの電話に出なくな
る。電話音が怖くなり、どんどん引きこもり、
心を病んでいってしまうというパターンがある。
もう一つ、事件が進まない例として、医療過誤
事件などかなり専門性の高い類型の事件を受任
したところ、実際は過去に受任経験がなく相談
できる先輩や友人もいないという場合である。
これも、どう手を付けてよいのかわからないま
ま時間が経過することで、依頼者からのクレー
ムとなる。
　また、通常の事件でも事務処理が進んでいな
いために依頼者からの問合せにいったん嘘の報
告をしてしまうと、後戻りができなくなり、判
決書や破産手続開始決定書など裁判書類の偽造
ということまでして嘘の報告を続けたものもあ
る。判決書の偽造など、冷静に考えればすぐ発
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覚するような嘘でも、ついてしまう心理状態に
追い込まれるのである。

（３）ではどうすればよいのか。
　お金の使い込みに対する方策は、なによりも
会員一人ひとりが身の丈にあった生活・事務所
運営をすることであり、東弁としては預り金会
規に基づく調査を適切に行うことで不祥事の発
生を少しでも抑制する努力が必要である。
　事件放置に陥らないためには、①相談を受け
たとあと、すぐに書面化する②自分の容量を超
える案件は受任しない③経験したことのない困
難事件は、友人や先輩に相談して共同受任など
の体制を作ることが大切であり、東弁としては、
③について、会員サポート窓口での対応を充実
強化することが弁護士を守る一つの手段となる。
日弁連に会員サポート窓口が設置されているが、
東弁にも会員サポート窓口がある。日弁連の窓
口は、相談しようとする弁護士が名簿から相談
担当者を選んで自ら電話連絡をして相談すると
いうスタイルが原則であり、使い勝手は良いと
思われる。東弁の窓口は、まず相談内容をウェ
ブ上で入力し担当事務局からサポート担当弁護
士に案件が配転されていく方式であるため、だ
れが担当者になるかわからないということがあ
る。他方、東弁の担当者はベテラン弁護士を中
心に選任されており、弁護士会の先輩にアドバ
イスをもらえるという利点がある。相談者は若
手が多いと想定できるため、より利用しやすい
制度への改善点の検討を続けることが必要であ
る。
　また、会員サポート窓口という正式な制度の
利用はハードルが高いと考える会員は、とにか
く相談できる同期の友人や先輩を一人で多く作
ることである。弁護士は自らの苦境を外に話す
ことを恥ずかしいと考えがちであるが、恥ずか
しいと思っている間に事態はどんどん悪化する。
心を病むことのないよう相談するべきである。
東弁は、新人の時のクラス別研修でのつながり
や委員会でのつながり、さらには会派でのつな
がりなどを提供できる。委員会へ参加しやすい
工夫も必要であり、別項で触れる。

（４）東弁には、２０１7年度発刊の「転ばぬ先の
杖」という冊子が２冊ある。１冊目は新人を含
む若手弁護士向け、２冊目は中堅弁護士以上を
対象にした内容となっている。いずれも少し前
に発刊されたものではあるが、当時全国の弁護

士会から注目を浴びた研修冊子であり、多少古
くなったとはいえ普遍性のある内容である。こ
の冊子を机のわきにおいて、何かあれば拡げて
目を通すことで転ばないで済むヒントがある。
　普遍的内容ではあるが、発刊からすでに６年
が経過し、その間の事例の集積も見られるため、
改訂版を検討する時期にある。

４　�他士業からの職務浸食や非
弁行為への対処

（１）弁護士法７２条は、「弁護士又は弁護士法人
でない者が、報酬を得る目的で、訴訟事件、非
訟事件、行政庁に対する不服申立事件その他一
般の法律事件に関して、鑑定、代理、仲裁、和
解その他の法律事務を取り扱うこと、またはこ
れらの法律事務の周旋を行うことを業としてす
ることができない」と規定し、法律事務の弁護
士独占を認めている。
　この立法趣旨は、最高裁判所昭和４６年７月
１４日判決で明確に示されている。いわく「弁
護士は、基本的人権の擁護と社会正義の実現を
使命とし、広く法律事務を行うことをその職務
とするものであって、そのために弁護士法には
厳格な資格要件が設けられ、かつ、その職務の
誠実適正な遂行のため必要な規律に服すべきも
のとされるなど、諸般の措置が講ぜられている
のであるが、世上には、このような資格もなく、
なんらの規律にも服しない者が、みずからの利
益のため、みだりに他人の法律事件に介入する
ことを業とするような例もないではなく、これ
らを放置するときは、当事者その他の関係者ら
の利益をそこね、法律生活の公正かつ円滑ない
となみを妨げ、ひいては法律秩序を害すること
なるので、同条は、かかる行為を禁圧するため
に設けられたもの」である。
　司法書士や行政書士などの他士業が、その業
法に定める職域を超えて法律事件に関する法律
事務を取り扱っている場合や、弁護士・弁護士
法人でないものが法律事件に関する法律事務を
行っている場合など、いわゆる非弁行為は、本
来弁護士が担当することで国民の法律生活の安
定を守るべき事案に高度な資格と高い倫理観を
義務付けられている弁護士以外のものが関与す
ることにより、国民への被害を発生しうる、上
記弁護士法７２条に違反する違法な行為である。

●第１章　重点課題
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（２）具体的な事例とは
　他士業者による職務権限外行為として問題と
なっているのは、司法書士では、裁判所提出書
類の作成及びその相談という権限を拡張解釈し
て、例えば離婚や相続の相談という名の法律相
談を行って訴状や申立書を起案する業務などが
ある。近時は、本人サポートと称して、家裁の
調停への同行なども行っているようである。さ
らには、日本司法書士会連合会の総会決議など
においても、家事代理権の獲得に向けた意向が
示されている。
　行政書士の場合には、交通事故における損害
賠償請求案件として、保険金請求書の作成代行
ということに乗じて、後遺障害認定手続きの代
理、保険会社との示談金の交渉などを行ってい
る事例、相続人間に争いのある遺産分割協議書
の作成の依頼を受けて相手方相続人と交渉する
事例、さらには不貞行為などに基づく慰謝料請
求事件を受任し、慰謝料請求の内容証明郵便を
送付し、その後交渉などを行っている事例があ
る。
　非弁業者による非弁行為はさまざまのものが
あるが、不動産業者による明渡し交渉や退職代
行サービス業、養育費保証事業など、やり方次
第では非弁行為と認定されかねない業態も発生
している。

（３）このような非弁行為はどうして発生するので
あろうか

　他士業による場合には、彼ら自らの職域を拡
大して行こうという意図があると思われる。司
法書士についていえば、彼らの本来業務である
登記業務が電子化されたことで全国の登記所の
事件を受けることができるようになった一方、
本人申請など司法書士を利用しない事態が発生
している。そのため、特に若手の司法書士にお
いては、登記業務ではなく、司法の分野を新規
の業務分野と考えている。その中で、裁判所へ
の書類提出業務を行うということから、事実上
の法律相談などを受けて書面作成をしている可
能性もある（認定司法書士による１４０万円以
下の民事事件は別）。行政書士についても、行政
機関への申請業務がどんどん電子化され、行政
書士による代書業の需要が縮小傾向になる中、
新しい業務分野の開拓を迫られているという事
情もある。
　また、非弁業者による非弁行為は、そこに利

益が発生することを見込めるという市場の原理
が働いていると想定できる。こちらもインター
ネットの急速な普及によって、全国へのアクセ
スがかつてに比べてはるかに容易、かつ、迅速
展開できるようになり、単価自体は安い案件で
も全国から大量の同種案件を集めることで採算
をとることができるようになってきたと想定で
きる。

（４）どのように対応するべきか
　もちろん、これらの非弁行為に適切に対処し、
このような事案の発生をなくす努力は必要であ
り、東弁においても非弁取締委員会において、
適切に活動をしているところである。一人一人
の会員弁護士が対策を取ることではおのずと限
界があり、弁護士会が前面に出て対応するべき
問題である。
　非弁取締委員会が事案の認知をする方法は、
非弁業者によって不利益を受けた被害者からの
情報提供、事件の相手方に怪しいものが関与し
ているという会員弁護士からの情報提供、さら
には、他会からの情報提供もある。また、最近
ではインターネット上の広告などからも、おか
しいという情報提供が多くなされる。ネット上
の広告のみで非弁と認定できることは少なく、
やはり被害者が存在する事案で被害者からの情
報提供がある事案が一番対処しうる可能性が高
い。弁護士からの情報提供の大切ではあるが、
現在進行中の事案において、一方当事者の利益
になるような関与の仕方には難しいところがあ
り、事案終了後に具体的に調査に入ることが可
能になることはある。
　ただし、いずれにしても、非弁行為とはどう
いうものであるのかという点を市民向け及び会
員向けにより広報する必要がある。現在東弁で
は、会のウェブページに「弁護士だからできる
こと」ということで、弁護士と司法書士、行政
書士との権限の違いを載せているが、これで十
全ではない。市民向けの広報としては、より分
かりやすい発信をさまざまなツールを利用し行
う必要がある。また、弁護士向けの広報として
は、会員に対して非弁行為とはどういうものか
という点をより具体的に示す必要がある。さら
に会員向けということであれば、非弁取締委員
会に寄せられた被疑事案の段階で、どのような
内容の行為が被疑事案とされるのか（もちろん、
被疑事案段階であるため、対象業者が判別され

58



ないようにする必要はある）を情報提供するこ
ともよい。

（５）生成ＡＩについて
　そして、現時点で一番の関心事項は、生成Ａ
Ｉである。契約書レヴューについては、２０２
２年度に話題となったところであるが、その段
階では、まだChat�GPTなどの生成ＡＩはまだ
世の注目を浴びていなかった。しかしながら、
現在および将来にあっては、生成ＡＩ抜きに非
弁行為もひいては弁護士業務の未来も語れない。
２０２３年８月に法務省が「ＡＩ等を用いた契約
書等関連業務支援サービスの提供と弁護士法第
７２条との関係について」というガイドライン
を発出している。契約書などの関連業務支援サ
ービスについて、一定の方向性を示していると
評価できるところであるが、生成ＡＩの利用が
どこまで進むのか現時点で不明である。
　この生成ＡＩを利用して弁護士業務を効率化
するという視点は大切である。他方、生成ＡＩ
を利用した非弁となりかねない行為は適切に指
摘をしていく必要があり、これは一人東弁のみ
で行うものではなく、日弁連と連携をしながら、
日弁連中心で社会に情報発信をしていく必要が
ある。ちなみに、日弁連では「ＡＩ戦略ワーキ
ンググループ」を設置し、ＡＩの弁護士業務へ
の影響、弁護士法第７２条との関係、司法への
影響、基本的人権を始めとする諸権利へ及ぼす
影響等多岐にわたる問題への対応及び採るべき
方針を検討中である。

５　�結論

　以上のとおり、弁護士の業務及び個人に対する
妨害行為及びその類似行為は、弁護士の物理的な
負担のみならず精神的な負担をも加重する。時に
は、その重圧によって心を病み、弁護士としての
業務を遂行できなくなることもある。
　また、無資格者（隣接士業者であったとしても
権限外の行為をするとそれは無資格者である）に
よる弁護士業務への侵入によって、本来は弁護士
が担うべき業務を非弁護士が行うという違法状態
が惹起され、ひいては依頼者である国民に被害が
発生しうる。
　司法の一翼を担う弁護士・弁護士会は、このよ
うな状況を放置すること良しとせず、弁護士を守
るために、ひいては司法の利用者である国民を守

るために、さらなる努力をしていかなければなら
ない。

●第１章　重点課題
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個別課題―人権１－１　　�子どもの人権

１　�こども基本法が子どもの権利条約の趣旨に沿って運用されるよう、教育や
福祉等の分野における仕組みの構築を促進するとともに、国における子ど
もの権利擁護委員会、各自治体における子どもの権利条例の制定や子ども
の権利救済機関の設置等を積極的に働きかけていく。また、こども家庭庁
が、子どもに関する政策の総合調整機関・司令塔として実効的に機能する
よう注視していく。

２　�学校生活において、子どもの権利主体性が保障され、子どもの意見表明が
尊重されるよう、子どもの権利条約及びこども基本法の趣旨・内容につい
て教育・啓発活動を行い、子どもの意見形成・意見表明を支援する具体的
な制度設計を促していく。

３　�学校内外に子どもの権利に関する相談・救済機関を充実させるとともに、重
大な権利侵害については、弁護士を含む独立した組織による調査が行われ
るよう促していく。

４　�子どもの学習権を保障するため、教員の労働環境を見直し、職務の専門性
の確保とその専門性に基づく一定の教育の自由が保障されるよう提言すべ
きである。

５　�子どもの意見表明権保障のため、全ての子どもの意見が尊重されるべきで
あることについて啓発活動を行うともに、子ども担当弁護士による子ども
の意見聴取スキルの向上や、家事事件手続における子どもの手続代理人制
度の利用促進を図っていく。

６　�児童養護施設等の退所者（ケアリーバー）を支援する制度の充実を求める
とともに、支援を行う弁護士を増やすべく活動を行っていく。

７　�ヤングケアラーの発見、支援を充実させていく。

個別課題� ―人権分野―第第２２章章
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１　�子どもの人権とこども基本
法・こども家庭庁（提言１
の関連）

（１）東弁の果たしてきた役割
　これまで東弁は、子どもの人権保障の分野に
おいて、全国に先駆けて様々な活動に取り組み、
成果を上げてきた。子どもの権利に関する相談
窓口としての「子どもの人権１１０番」、子ども
に関する人権救済申立てに対応する「子どもの
人権救済センター」、弁護士有志が参加して創設
した子どもシェルター「カリヨン子どもの家」、
子ども達と弁護士が作るお芝居「もがれた翼」
などは、その一例である。子どもの人権保障の
分野において東弁が日弁連の中で果たしてきた
役割は大きく、引き続き全国的な取組みや運動
を積極的に牽引する役割が期待されている。

（２）こども基本法の施行とこども家庭庁の設置
　２０２２年６月１５日、こども基本法及びこど
も家庭庁設置法等が成立し、２０２３年４月１日
より各法律が施行され、こども家庭庁も設置さ
れた。今後、これらの法律や制度に則り、教育、
児童福祉、少年司法など子どもに関わるあらゆ
る分野において、社会全体が子どもの最善の利
益を第一に考え、子どもの権利主体性が実質的
に確保されるように具体的な仕組みが構築され
る必要がある。
　こども基本法は、日本国憲法及び子どもの権
利条約の精神に則り、子どもの権利擁護が図ら
れ、こども施策を総合的に推進することを目的
とし、基本理念の中に、子どもの権利条約の４
つの一般的原則に相当する規定が置かれている
（基本法１条、３条）。他方で、同法には、具体
的な子どもの権利が明記されず、国連子どもの
権利委員会から設置を勧告された子どもの権利
擁護委員会の設置も見送られるなど、子どもの
権利保障にとって重要な課題が残されている。
東弁としては、日弁連と共に、国に子どもの権
利擁護委員会の設置を求めていくことはもとよ
り、都下の地方自治体において、子どもの権利
条約の趣旨に沿って子ども計画の策定や子ども
の権利に関する条例が制定され、子どもの権利
に関する相談や救済機関の設置が広まるよう働
きかける取組みを行っていく必要がある。
　また、こども家庭庁は、各省庁における縦割

り行政の弊害を解消すべく、各省庁の総合調整
機関・司令塔として、内閣府の外局に創設され
たものであるが、こども家庭庁の所掌事務には、
文部科学省の学校教育に関する事務等が含まれ
ていない。東弁としては、日弁連と共に、各省
庁の所掌として残された子どもに関する政策に
ついて、こども家庭庁との間で円滑な連携が行
われ、実効的に機能するよう、しっかりと注視
していく必要がある。

２　�学校問題�
�（提言２、３、４の関連）　

（１）学校における子どもの権利主体性の保障（提
言２の関連）
　学校では、子どもは指導・管理の客体として
捉えられ、その人権は、成長過程にあることを
理由にパターナリスティックな制約が許容され
てきた。近年不合理な校則の見直しを進める傾
向もあるが、今なお子どもの権利主体性が保障
されているとは言い難い。
　学校において子どもの権利主体性が保障され
るためには、学校運営や学校生活に関し児童生
徒の意見が聴取され尊重される必要がある。と
りわけ、障害を持つ子どもへの合理的配慮や、
不登校の子ども、外国籍の子ども、ＬＧＢＴＱ
の子ども等への支援には、当該児童生徒の意見
聴取が不可欠である。
　東弁は、子どもの権利条約及びこども基本法
の趣旨・内容が理解され浸透するよう子どもに
対する法教育と教員等大人に対する啓発活動を
行い、子どもの意見表明支援のための制度作り
を推進しなければならない。

（２）子どもの権利に関する相談・救済機関と調査
体制の充実（提言３の関連）
ア　２０２２年度、児童生徒の自殺者は５１４人
であり過去最多となった。学校内に常勤スク
ールカウンセラーやスクールソーシャルワー
カー等を配置して相談体制を強化するととも
に、子どもの最善の利益の視点で活動するス
クールロイヤーを配置して権利擁護・権利救
済を図る必要性が高い。また、学校外にも、
独立した専門的相談・救済機関を一層充実さ
せる必要があり、東弁は、予算措置を含めこ
うした制度の充実に向けて働きかける必要が
ある。

●第２章　個別課題―人権分野―

61



イ　いじめによる自死・不登校、教師の体罰や
不適切指導による自死・不登校等学校におけ
る子どもの人権侵害については、事案に応じ
て適切かつ迅速な対応がなされなければなら
ない。東弁としては、再発防止のための第三
者委員による調査や人権回復のための弁護活
動が適切かつ迅速に行われるよう弁護士の研
修・育成に取り組むとともに、時間がかかる
弁護士推薦の手続きを見直し、より利用しや
すい制度を構築することが求められる。また、
現状、子どもの人権侵害に係る弁護士第三者
委員の報酬は極めて低く、調査の重要性や労
力に見合っていない。東弁では、子どもに係
る弁護士第三者委員の報酬に関する内規を定
めているが、同基準が徹底されるよう、自治
体等への働きかけを継続すべきである。

（３）教員の労働環境の改善と教育の自由の保障
（提言４の関連）
　現行憲法・教育基本法の下、教育は、子ども
が自立的・自主的な人格として成長発達するた
めの学習権を確保する営みとされ、基本的には
教師と子どもとの直接の人格的交流を通じて実
現されるべきものである。
　しかし、現在、教職員は、長時間勤務を余儀
なくされ疲弊して、子どもと十分向き合えずに
いる。子どもの学習権を保障するためには、教
職員の業務改善が必須である。日弁連及び東弁
は、学級規模の縮小や教員の持ち授業時数の限
定による教職員定数の改善、教員の絶対数の増
加等の動向を注視し、改善に向けた提言を行う
必要がある。また、全国学力テストの実施や、
政府による教科書記述内容への介入等により教
育内容の統制が強化され、教師の裁量度が低下
し教育の自主性が損なわれる傾向がみられる。
日弁連及び東弁は、こうした傾向に警鐘をなら
し、教員の労働環境を見直し、専門性に裏付け
られた一定の教育の自由が保障されるよう働き
かける必要がある。

３　�児童福祉�
�（提言５、６、７の関連）　

（１）子どもの意見表明権の保障（提言５の関連）
ア　こども基本法は、全ての子どもについて、
年齢や発達の程度に応じた意見表明機会の確
保・子どもの意見の尊重を掲げている。児童

福祉法の改正により、２０２４年から、子ど
もに一時保護や施設入所措置等を採る場合等
において、子どもの意見聴取その他の措置を
とらなければならないこととなった。しかる
に、社会的養護の場面に限らず、子どもの意
見表明権については、未だ世間の認識・理解
が十分に進んでいるとは言えず、全ての子ど
もが意見や考えを表明できるように支援する
子どものアドボケイト（代弁者）についても、
量的にも質的にも不十分な状態である。東弁
は、子どもの意見表明権について啓発活動を
推進するとともに、子どもの事件を担当する
弁護士が、子どものアドボケイトとなり得る
よう、スキルを磨く研修にも力を入れて行く。
イ　２０１３年１月に施行された家事事件手続法
は、子どもの手続代理人を規定しており、子
ども自身が調停手続等に参加し、自分の意見
や気持ちを表明することが出来る旨規定して
いる。しかしながら、子どもの手続代理人制
度は未だ良く知られておらず、利用件数も少
ない。東弁は、家事事件手続における子ども
の意見表明権をも保障すべく、子どもの手続
代理人制度の利用促進のため、制度の周知と、
裁判所に積極的な利用の働き掛けを行う。

（２）児童養護施設等の退所者（ケアリーバー）支
援（提言６の関連）
　児童福祉法上、子ども達が児童養護施設等に
居られるのは最大でも２２歳の３月までとなっ
ており、社会的養護（保護者のない子どもや保
護者に監護させることが適当でない子どもを公
的責任のもと社会で養育すること）の子どもた
ちは、若くして自立を求められる。かかる児童
養護施設等の退所者（ケアリーバー）達は、頼
れる大人が身近におらず、貧困に陥ったり虐待
の連鎖が生じるなどの問題を抱えている。
　東弁は、行政に対し、ケアリーバーを支援す
る制度の充実を求めるとともに、支援を行う弁
護士が増やすべく、ケアリーバー支援を行う若
者担当弁護士制度を新設する活動を行う。

（３）ヤングケアラー支援（提言７の関連）
　大人に代わり家事等を日常的に行っているこ
とで、権利を守られていない子ども達、いわゆ
るヤングケアラーは、ＳＯＳを出したくても出
す方法が分からなかったり、義務感からＳＯＳ
を出すのを躊躇してしまい、行政の支援に繋が
りにくいと言う現状がある。東弁は、無料電話
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相談である子どもの人権１１０番を活用し、積
極的にヤングケアラーのＳＯＳを拾い、行政に

繋ぐ活動を行う。

個別課題―人権１－２　　�少年司法

１　�改正少年法の５年後見直しに向けて、特定少年に対する特例（原則逆送対象
事件の範囲の拡大、保護処分への行為責任の考慮、公判請求された場合の
推知報道禁止規定の適用除外など）について撤廃するよう政府に働きかけ
る努力をすると共に、報道機関に対し実名報道等の特定少年に関する報道
につき慎重な運用を求めていく。

２　�少年被疑事件における弁護人及び少年保護事件における付添人を身体拘束
の有無に関わらず、国選で選任する制度の創設を政府に求めていく。

１　�少年法の理念と趣旨

　現在の少年法は、戦後の１９４８年に少年の健
全育成・成長発達権の保障を目的として制定され
た。少年法は、福祉的側面と司法的側面の両面を
持っている法律である。しかし、２０００年に刑
事処分可能な年齢を引き下げる「改正」が行われ
て以降、２００７年、２００８年、２０１４年と福
祉的側面を損なう「改正」が度々行われた。そし
て、その「改正」の度に東弁は改正反対の会長声
明や意見書を出してきた。２０２０年４月から改正
民法で成年年齢が引き下げられたことに伴い、２
０２１年、再び少年法は「改正」された。少年法
の福祉的側面が損なわれ厳罰化の途に進む一方で、
少年の権利保障はなかなか進んでいない。
　そこで、東弁として求められる活動として、特
に必要性の高い２点を挙げる。

２　�改正少年法の５年後�
見直しに向けた取組み�
（提言１の関連）

　２０２２年４月から改正少年法が施行された。こ
の改正少年法では、１８歳・１９歳の少年につい
て、原則逆送の範囲が拡大し、保護処分の決定を

「犯情の軽重を考慮して相当な限度を超えない範
囲」で行うとし、推知報道禁止の規定の適用が除
外され（特定少年が公判請求された場合、実名公
表・実名報道が可能となる―改正少年法６８条本
文）、ぐ犯、前科による資格制限の禁止及び不定期
刑の適用も除外された。これらの法改正が、特定
少年の更生に与える不利益は甚大である。東弁は
２０２２年３月７日の意見書においてこれらの規定
について「運用上の努力や工夫によっても、少年
法の理念に抵触する問題を解消し得ない状況に至
ったときは、本改正法の全部ないし一部の再改正
や撤廃を検討しなければならない」と述べ、２０
２３年７月２５日付の会長声明で改めて改正少年
法６８条の撤廃を求めた。この点、改正少年法の
附則８条において、政府は施行から５年後の時点
で社会情勢や国民意識の変化を踏まえ、必要と認
めるときは、その結果に基づいて所要の措置を採
るとされている。
　そこで、東弁はシンポジウムなどを通じて積極
的に改正少年法の問題点を市民に理解してもらう
とともに、特定少年の事案に関する情報を収集し、
特定少年に対する特例の撤廃を基礎づける立法事
実の収集に努めなければならない。また、報道機
関に対しても、特定少年の報道に際して慎重な運
用をするよう求めていく必要がある。

●第２章　個別課題―人権分野―
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３　�国選の被疑者弁護人と付添
人を、在宅少年を含む全件
に拡大（提言２の関連）

　被疑者段階では、勾留された後は対象事件の制
限なく、被疑者の請求による国選弁護人の選任が
可能となった。しかし、少年法では検察官関与が
決定された事件及び被害者の傍聴が許可された事
件のみ必要的国選付添人とし、一部の犯罪少年及
び触法少年は裁量的国選付添人とされている。
　子どもの権利条約第３７条（ｄ）は「自由を奪
われたすべての子どもは、…弁護人その他適当な
援助を行う者と速やかに接触する権利を有」する
と規定しているが、少年の未熟さからすると、身
体拘束の有無に関わらず、捜査段階から法律の専
門家である弁護士が、違法・不当な取調べや捜査
が行われていないかチェックすることが必要であ
る。特に伝聞法則の適用のない少年事件では弁護
人による違法・不当な取調べに対するチェックは
いっそう重要といえる。そこで、勾留前の少年被
疑事件についても在宅の少年被疑事件についても
国選で弁護人を選任する制度を創設すべきである。
　また、少年事件では、非行事実が軽微でも、あ
るいは観護措置がとられていない在宅事件であっ
ても、弁護士による援助が必要な事件があり、国
選付添人の範囲を一部の事件に限定することは少

年の健全育成を害する。また、要保護性の高いぐ
犯が除外されているのも少年の健全育成を害する。
そこで、観護措置の有無に関わらず、家裁送致後
はすべての少年に国選付添人を選任する権利を保
障すべきである。
　なお、在宅の少年被疑者の国選弁護人制度が実
現するまでの間、当面は日弁連の被疑者弁護援助
制度を在宅少年に拡大する運用がなされるべきで
ある。この点、現在、家裁送致後は、観護措置が
なくても少年保護事件付添援助を利用できるのに
対し、在宅の少年被疑事件の場合に利用できる援
助制度がない。少年の場合、捜査段階で弁護人が
ついて違法・不当な取調べや違法な捜査をチェッ
クする必要性が高く、弁護人による援助の必要性
が大きいことから、被疑者の援助制度を在宅の少
年について拡大することが必要である。

４　�結語

　以上のように、２０２２年の「改正」で特定少
年について特則が規定された一方で、必要的国選
付添人については国会で議論にさえなっていない。
少年法の目的である少年の健全育成・成長発達権
を守るのも東弁の使命である。その使命を全うす
るために、改正の立法事実を積み重ねて政府に働
きかけていく必要がある。

個別課題―人権２　　�高齢者の権利・障害者の権利

１　�弁護士会と福祉支援者との連携により、法的支援を必要とする高齢者・障
害者と繋がるルートを構築し、定着させる。

２　�被成年後見人の権利を擁護し、その生活の充実を目指すにふさわしい成年
後見人の養成に取り組む。

３　�障害のある会員や市民にとって利用し易い弁護士会となるよう、障害者差
別解消法に則り環境及び条件の整備を進める。

４　�障害者差別解消法の改正内容や合理的配慮義務の履行として考えられる具
体的対応について、会員等に周知徹底を図るとともに、会員等以外の「事
業者」にも改正関連情報の提供や啓発活動を行い、広く改正法の普及に努
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める。

１　�高齢者・障害者の司法アク
セスルートの確立

　現在、高齢者障害者の電話相談窓口はあるが、
電話口担当者がそのまま相談者の案件を受任する
ことはできず、相談者はあらためて、来館相談な
いし出張相談の予約を申し込まなければならず、
それらはいずれも有料である。こと高齢者障害者
等に関しては、親族その他支援者も、弁護士に相
談するという発想になかなかならず、身内や福祉
で解決しようとしてかえって解決から遠ざかるこ
とが多い。
　現在、東京２３区のいくつかの区では、弁護士
のほうから地域に出向いて、福祉関係者が被支援
者のことを相談できる制度を設けているが、高齢
者障害者等とつながるためには、福祉関係支援者
とつながることが極めて有効である。こうした制
度を全自治体に広めるべく法テラスとも連携して
積極的に活動すべきである。

２　�成年後見人の養成

　成年後見制度は導入から２３年を経て、被後見
人（被後見人、被保佐人、被補助人、以下「被後
見人等」という。）に代わって意思決定をしたり法
律行為をしたりする代行決定中心の考え方から、
被後見人等が自ら意思決定することを支援する意
思決定支援中心への考え方へと大きく動いている。
　従前も後見人（後見人、保佐人、補助人、以下
「後見人等」という。）は、被後見人等の希望・意
向を尊重して活動してきたはずだが、今後は、さ
らに踏み込んで、意思決定のための情報提供や説
明の工夫などが求められる。
　成年後見成度については、現在のような１度選
任されたら能力が回復するか死亡するかしない限
り、制度利用をやめられないという硬直的なもの
から、時間的にも内容的にも柔軟に臨機応変に使
用できるものに向け、国、自治体、法曹・福祉実
務関係者、学者、当事者団体、当事者支援団体等
が協議を重ねている。
　変わりつつある成年後見制度を十分理解し、被
後見人等の権利を擁護しその生活の充実を目指す
後見人等としてふさわしい担い手を養成するため、

研修の充実、受講し安さの工夫、適切な研修講師
の確保に努めていく。

３　�改正障害者差別解消法に�
基づく対応

　２０２１年５月、障害者差別解消法の改正法が成
立し、従前、努力義務にとどまっていた民間事業
者による障害者差別を解消するための合理的配慮
義務が法的義務に引き上げられることとなった。
東弁は、法令の定める「事業者」として、障害の
ある会員や市民の視点に立ち、支障の除去、利便
性の向上に向けた対策を講ずるべきである。
　また、東弁は、２０２２年３月、会員向けに「弁
護士等の職務における障がいを理由とする差別の
解消の促進に関する対応指針」（以下「対応指針」
という。）を策定し、不当な差別的取扱い及び合理
的配慮の基本的な考え方を明らかにするとともに、
２０２４年４月の改正法施行に向けてより具体的な
マニュアルの策定を準備中である。改正法施行ま
で時間がないことからすると、東弁は速やかにマ
ニュアルを公表し、研修の実施、広報など、会員
に向けた周知徹底の活動を急ぐべきである。また、
合理的配慮の具体例については、各省庁のＨＰな
ども公表されているため、これらの存在を伝えて
ゆくことなども考えられる。以下、（１）から（３）
までは、東弁自身が実施を検討するべき合理的配
慮の例であり、（４）から（６）までは、会員及び
法令上「事業者」にあたることとなる民間事業者
に対して東弁が為し得る対策の例である。
（１）東弁本会の環境整備として合理的配慮の提供

を徹底し、多摩支部においても同等の環境が
実現されるよう、一弁・二弁に働きかける
　具体的には、東京地裁で導入済みの難聴者向
けヒアリング磁気ループシステムの導入、点字
案内の充実、ＨＰの読み上げ機能の改善等が考
えられる。当事者である会員、利用者の声を積
極的に聞いて、誰でも利用しやすい東弁を目指
す。

（２）障害者差別解消法に基づく苦情等相談制度
などについて会員間の周知を図る
　東弁の利用に関し障害者やその関係者からの
苦情等を受け付ける窓口を設置し、その積極的
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な利用に向けて会内外に広く周知を行なう。ま
た、苦情受付け及び相談に当たる会員が適切か
つ迅速に対応できるようにするため、早急に対
応マニュアルの作成やその内容についての意見
交換を進める。

（３）法律相談等における合理的配慮の提供を進め
る

　東弁の法律相談においては、直接面談・電話
面談といった対応が取られている。障害のある
相談者対応を考えると、これに加えて電話リレ
ーサービス（２０２１年７月１日に開始された、
聴覚や発話に困難のある人（以下「聴覚障害者
等」という。）と聴覚障害者等以外の者との会話
を、通訳オペレータが手話・文字と音声を通訳
することにより電話で双方向につなぐサービス）
を用いての法律相談などが有効なのではないか
と考えられる。本人確認の点などで課題はある
ものの、「合理的配慮の提供」の法的義務化に伴
い、東弁でも積極的に取組みを行う必要がある。
同時に、障害当事者の会員に対する合理的配慮
の提供も進める。
　現在東弁各委員会においてもＺｏｏｍ併用で
行われるなど参加しやすい仕組みにはなってい
るものの、例えばＵＤトークといった文字起こ
し機能の活用など、早期に対応が可能な点はま
だあるといえる。すぐに対応できる部分から取
組みを行い、障害当事者の会員も積極的に議事
に加わることのできる仕組み作りが必要といえ
る。

（４）会員に対し、前記の対応をとるべきことを要
請する

　“合理的配慮の提供”といってもその内容は様
々で、中には上記で一例に挙げたようにすぐに
でも採ることの可能な対応がある。改正法の施
行は２０２４年４月とあまり猶予のない状況であ
るため、すぐに取り掛かれるところから始めて
いく必要がある。改正法施行とともに策定され

る予定の東弁対応指針やマニュアル等をもとに
した具体的な対応を広く呼びかけ実現を要請す
る。

（５）各事務所をはじめとする相談等の際の対応
　上記のとおり、差別解消法の改正施行に伴い、
会員にも合理的配慮の提供が法的義務化される
ことになる。合理的配慮について、個々の事案
に応じた対応が必要であり、画一的な基準があ
るわけではないものの、スロープ設置など物理
的な措置以外にも、一例として、次のような対
応が考えられる。
・�法律相談の申込方法について、電話のほかメ
ールアドレスやFAXなど複数の手段を設け
る。
・�法律事務所等へのアクセス方法として、エレ
ベーターや平坦な道を通るルートを掲載
・�法律相談の際、文字起こしツールなどの活用、
口頭に加え文書での説明など。
　こうした対応については費用等過重な負担を
かけずに導入が可能といえる。人権課題に先進
的に取り組んできた東弁会員の事務所において、
こうした対応を積極的に心がけていくことが大
切である。

（６）民間事業者への働きかけ
　差別解消法の改正に伴い、広く民間事業者は
合理的配慮義務についての法的義務を負うこと
になる。然るに、改正法の周知は進んでおらず、
依然として障害者が差別的対応を受ける事態が
発生し続けている。また、法の存在を知る事業
者においても、合理的配慮の具体的内容が画一
的でないことから、何をどこまで行えば義務を
尽くしたことになるのか判断で悩む事業者も少
なくない。東弁としては、先ずは改正法の存在
を社会に向けて発信し、事業者の意識改革に繋
げてゆくとともに、業種ごとに事例を集積して
研究を重ね情報発信をするなどして、改正法の
実践・普及に積極的に取り組むべきである。

個別問題―人権３　　�ＬＧＢＴＱの人々の権利保障と�
男女の平等

１　�性的指向及び性自認等に対する差別を解消するための実効的な法整備をめ

66



ざす。

２　�法律上の同性カップルの婚姻を可能とするよう必要な法律改正をし、婚姻
の平等を実現する。

３　�あらゆる分野での両性の実質的な平等の確立をめざす活動に取り組む。

４　�司法におけるジェンダー・バイアスの排除を推進する。

１　�ＬＧＢＴＱの人々の�
権利保障

（１）日本社会で長らく停滞してきたＬＧＢＴＱの
人々の権利保障は、近年、その取組みの推進及
び社会的関心の上昇がめざましい。
　２０００年以降、国は性的指向及び性自認に
基づく差別を人権課題と位置付け、解決に向け
て取り組む方針をとり、人権教育や啓発活動を
実施している。２０２３年６月、いわゆるＬＧＢ
Ｔ理解増進法が成立し施行された。この法律は、
差別解消及び権利保障の観点からは極めて不十
分である上にバックラッシュの懸念を内包する
という多くの問題を抱えているものであるが、
そうであっても、すべての国民は性的指向また
は性自認にかかわらず等しく基本的人権を享有
する個人として尊重されるという理念が明記さ
れたことは大きな意義を有する。
　地方自治体では、国よりも積極的かつ具体的
な取組みが進められ、性的指向及び性自認に基
づく差別を禁止する条例制定や、同性カップル
の関係を結婚に相当する関係として承認する制
度（いわゆる同性パートナーシップ制度）の導
入が広がっている。２０２３年６月２８日時点で
３２８の自治体が同性パートナーシップ制度を
導入し、日本の人口カバー率は７０.９％に達し
ている（渋谷区・虹色ダイバーシティ共同調査）。
　人々の意識をみると、２０２３年２月以降に行
われた複数のメディアによる世論調査では、同
性カップルの婚姻の法制化に賛成する意見の割
合が、どの調査でも５０％台から７０％台とい
う高い数値が示された。
　司法では、いわゆる同性婚訴訟においてこれ
までに出された５地裁の判決のうち、４地裁が
同性カップルに婚姻の効果を全く享受させない
こと、あるいは、同性カップルが家族になるた

めの法的枠組みを何も用意していないことにつ
いて、現行法を違憲と断じた（なお、唯一合憲
とした地裁判決であっても、現行法が将来的に
違憲となる可能性を指摘した。）。また、２０２
３年７月、最高裁は、トランスジェンダー女性
の経済産業省職員が自身の性自認に沿った性別
のトイレの使用を職場で制限されたことは違法
であるとする判決を下した。

（２）このような取組みや実績は評価すべきもので
ある。しかし、日本ではいまだに、同性カップ
ルの婚姻は認められておらず、性的指向及び性
自認に基づく差別を禁止する法律も未整備であ
る。そのため、ＬＧＢＴＱの人々は、異性カッ
プルであれば婚姻届一枚で容易に得られる権利
義務の束と国による公証の利益の一切を手にで
きず、法的な家族として全く保護されないまま
である。また、ＬＧＢＴＱの人々に向けられて
きた偏見・差別意識は根強くあり、差別的な言
説による脅威や被害は繰り返されている。２０
２３年２月には、岸田文雄首相が、同性婚につ
いて慎重な答弁を述べる中で「家族観や価値観、
社会が変わってしまう課題だ」との発言をし、
その直後、荒井勝喜・首相秘書官（当時）が、
ＬＧＢＴＱや同性婚に関する取材に対して、「見
るのも嫌だ。隣に住んでいるのもちょっと嫌
だ」、「同性婚を認めたら国を捨てる人が出てく
る」等の差別発言をしたと報道され、その後更
迭されたことは記憶に新しい。さらに、同年６
月、トランスジェンダーであることを公表して
いる弁護士のホームページに、性自認に対する
差別用語を使用した殺害予告等のメッセージが
断続的に送られるというヘイトクライムという
べき事件が発生した。
　このように、今でもＬＧＢＴＱの人々は、日
々、具体的な法的不利益に直面するとともに、
シスジェンダーの異性愛者よりも劣った存在で
あるという社会的な偏見により、尊厳及び命の

●第２章　個別課題―人権分野―

67



危機に晒されている。
　日本国憲法の原理である個人の尊厳の要請に
照らせば、性的指向及び性自認に基づく差別は
許されず、実効的な差別禁止の法整備及び婚姻
の平等の実現は急務である。

（３）東弁は、ＬＧＢＴＱの権利保障の取組みを全
国の弁護士会に先駆けて精力的に続けてきた。
ＬＧＢＴＱを対象とした電話法律相談の常設、
ＬＧＢＴＱをテーマとする公開学習会の例年開
催、同性パートナーを有する職員・会員に福利
厚生制度を平等に適用する就業規則改正・会則
改正の実施、「同性カップルが結婚できるための
民法改正を求める意見書」の発出をはじめとす
る各種会長声明及び東京レインボープライドへ
のブース出展などである。このような取組みが
評価され、東弁は、任意団体「work�with�Pride」
が策定するＰＲＩＤＥ指標において２０１９年
から連続して最高評価を受けている。
　性的指向及び性自認にかかわらず、すべての
人が個人として尊重され、誰もが尊厳を脅かさ
れない社会を真に実現するために、ＬＧＢＴＱ
の人々の権利保障のための先進的な取組みを継
続しなければならない。

２　�男女平等・多様な性が尊重さ
れる社会を実現する社会を

（１）はじめに
　日本における２０２３年のジェンダー・ギャ
ップ指数は１４６か国中１２５位と過去最低とな
った。１９４６年に個人の尊厳と法の下の平等
をうたった日本国憲法が制定され、男女共同参
画社会基本法では、男女共同参画社会の実現を
「２１世紀のわが国社会を決定する最重要課題」
と位置づけ、そのために必要な施策を総合的か
つ計画的に推進する国の基本計画が策定され
（第５次男女共同参画基本計画　２０２０年）、各
種の取組みや立法がなされている。日本政府が
かかげる「２０２０年までに指導的地位に女性
が占める割合を３０％にする」との方針（２０
０３年）の目標は達成されず、男女平等の取組
みは停滞している。一方でＳＮＳ等によるジェ
ンダーバッシングやヘイト攻撃被害も生じてお
り、東弁としてさらなる男女平等への取組みが
求められている。

（２）あらゆる分野での両性の実質的な平等の確立
をめざす活動を
ア　均等待遇・同一価値労働同一賃金の原則の
確立、間接差別の禁止の拡大、ハラスメント
の防止
　男女雇用機会均等法制定後も、女性の過半
数が非正規雇用であり女性の管理職割合の伸
びも緩慢で、男女の賃金格差も縮小しないな
ど、実質的な男女平等の実現に程遠い現状で
ある。一方で保育所・保育士不足、学童不足
により、安心して子どもを預けることができ
ず、出産後も女性が働き続けることが困難な
状況は続いている。男女雇用機会均等法で
は、禁止される間接差別の範囲が極めて限定
されており、また、違反の有無は雇用管理区
分ごとに判断されるため、コース別雇用など、
現実に生じている男女差別を実効的に是正し
ていくには不十分である。
　また、セクハラ等がいまだに多くの労働者
とりわけ女性労働者に深刻な被害をもたらし、
労働権の侵害となっているにもかかわらず、
男女雇用機会均等法では、事業主の措置義務
を定めるにすぎず、セクハラを禁止する規定
がなく実効性に乏しい。
　したがって、雇用における男女平等の実現
には、均等待遇や同一価値労働同一賃金の原
則の確立、非正規雇用制度の抜本的見直し、
間接差別を一部に限定せずに広く性差別とす
ること、事業主に対するポジティブ・アクシ
ョン（積極的差別是正措置）の義務づけ、セ
クハラを明確に禁止する規定の新設と被害者
救済措置の充実、男女雇用機会均等法に違反
した事業主に対する制裁規定の新設など、男
女雇用機会均等法の改正と実効性を確保する
取組みが不可欠である。
イ　男女共通の労働時間の規制等を含む労働法
制の改正、ワーク・ライフ・バランスの実現
　家事・育児、介護などの家族的責任は本来、
男女がともに担うものであるが、男女ともに
適用される労働時間の規制は進んでおらず、
逆に変形労働時間制や裁量労働制の導入に加
えて高度プロフェッショナル制度等によって、
長時間・過密労働が有効に規制されていない。
育児・介護休業法等の制度の拡充がされても、
実際に家族的責任を男女がともに担うことは
困難な状況にある。男女ともに働きながら家
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庭生活を豊かに過ごせるよう、長時間労働の
規制、男性の育休取得の促進、介護離職を防
ぐ取組みを行うなどの具体的な施策を講じる
べきである。

ウ　女性の経済的自立を阻む税制の再構築
　配偶者控除制度及び配偶者特別控除制度
は、片働き世帯を優遇し、妻の就労制限を招
くという問題が指摘されている。世帯構成の
変化や共働き世帯の増加、単身女性や母子家
庭の貧困が深刻化する中で、標準モデル世帯
と母（父）子・単身世帯、片働き世帯と共働
き世帯との間の不公平性は看過できず、合理
的で世帯構成や働き方の選択に中立的な制度
への再構築が必要である。
　また、税法上、個人が事業を経営し、その
事業主と同一生計を営む配偶者等がその事業
に従事していても、その給与は原則として必
要経費として認められない所得税法５６条は
家族従業者の８割を占める女性の経済的自立
を阻んでいると指摘されており、改廃が必要
である。

エ　母子家庭の貧困の解消
　２０２１年の全国ひとり親世帯等調査によ
れば、母子家庭の平均年間収入は２７２万円
であり、児童のいる世帯の平均所得の約半分
である。わが国は、社会保障制度と税制にお
ける所得再分配機能が弱い上に、昨今の雇用
状況や物価高とあいまって、ひとり親家庭と
りわけ母子家庭の生活は一層厳しい状況にな
っている。子ども手当の拡充や学校給食の無
料化などが求められる。
　離婚後の母子家庭に対して、養育費を受給
している母子家庭は上記調査によれば２８.１
％であり、非監護親から適切な額の養育費が
確実に支払われることが重要である。養育費
の算定については、２０１８年に改定され（２
０１９年１２月公表）、養育費の支払確保のた
めに、２０１９年５月に民事執行法が改正さ
れ、養育費を支払わない債務者について、債
権者の申立てにより、裁判所が金融機関や市
町村及び日本年金機構等から、債務者の預貯
金債権や給与債権等に関する情報を取得する
制度が盛り込まれた。しかし、養育費の確保
のためにはそれだけでは不十分であり、養育
費の取立制度や立替払制度の導入も重要な課
題である。

　離婚後の共同親権の法制化については、婚
姻中にＤＶがあった場合に、父母が対等な立
場で親権を行使できるのか疑問があるなど反
対意見もあることから、その導入には慎重な
議論が不可欠である。
オ　男女平等教育の推進
　学校教育においては、教科書・授業の内容
は男女平等の理念に立ち、男女が共に自立し、
多様で豊かな生き方ができるようにジェンダ
ーの視点を持ち、固定的性別役割分担意識や
「男らしさ」「女らしさ」の固定化された概念
を子どもに植え付けないように配慮すること
が大切である。特に、男女別教育の慣行、教
員の男女数の偏り、教員の性差別などアンコ
ンシャスバイアスを助長する言動等をなくす
ための積極的な取組みが求められる。あらゆ
る教育機関において、男女共同参画に関する
問題について、教員・職員・スタッフへの教
育研修を強化し、性別役割分担意識を解消す
るための教材の見直しをすべきである。
カ　選択的夫婦別氏制度導入等の民法改正
　婚姻により夫婦同姓が強制されるのは、世
界で日本だけであり、国連女性差別撤廃委員
会は日本政府に対し繰り返し改善を勧告して
いる。夫婦同姓を強制することは家制度を残
存させることになり、婚姻した女性が自立し
て就労を継続するうえでも大きな不利益をも
たらすものであり、早急な改正が必要である。
キ　女性に対する暴力を防止するための法整備、
実効ある救済手段の確保
　ＤＶ防止法やストーカー規制法の制定・改
正が行われているが、ＤＶ防止法の保護命令
やストーカー規制法の緊急禁止命令の要件が
制限されているため、十分な対応ができない
現状がありさらなる対策が必要である。
　性的自己決定権やセクシュアル・リプロダ
クティブ・ライツの保障及び性的搾取からの
保護のために、刑法の堕胎罪規定の撤廃、売
春防止法等の改正のほか、人工妊娠中絶につ
いて、ＤＶを受けていたり別居中の場合など、
配偶者に同意を求めることが困難な場合等に
は配偶者の同意は不要とするなどの母体保護
法１４条の改正が必要である。
　２０２３年に刑法が改正され、不同意性交
等罪と不同意わいせつ罪が新設されたことは
評価できる。性暴力や「性的同意」について
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社会的な理解を広げることが重要である。
　いわゆる日本軍「慰安婦」問題に関する人
権侵害の事実の究明、被害者に受け入れられ
るような謝罪や補償もなされておらず、「国連
女性に対する暴力撤廃宣言」の理念に基づく
真摯な対応が必要である。

（３）司法におけるジェンダー・バイアスの排除を
推進する

　ジェンダー・バイアス（ジェンダーに基づく
性別役割分担意識、固定観念、偏見）に起因す
る様々な差別を是正し、また侵害された権利を
回復することは、本来、司法に期待されている

役割であるが、弁護士をはじめとする司法関係
者が自らのジェンダー・バイアスを自覚せず、
ジェンダー・バイアスに起因する様々な問題に
対する問題意識を欠いていることが少なくない。
市民がジェンダー・バイアスの存在しない公平
・公正な法的手続によって法的解決を実現でき
る社会とするため、司法におけるジェンダー・
バイアスや司法アクセス障害の存否・内容を明
らかにし、その是正に向けての取組み（例えば
アンコンシャスバイアスに関する研修を受ける
ように会員に啓発するなど）を強化する必要が
ある。

個別課題―人権４　　�犯罪被害者支援

１　�犯罪被害者に最新の法改正・制度改正を踏まえた最善の弁護を提供するた
めの会員の活動をサポートする。

２　�弁護士による犯罪被害者支援の取組みを積極的に周知・広報する。

３　�警視庁・検察庁など関係諸機関との連携による支援をさらに充実・活発化
させる。

４　�犯罪被害者に対する経済的給付の拡大、弁護士費用の公費負担を後押しし、
適切な金額の公費負担を実現する。

５　�犯罪被害者支援条例の制定を具体的に後押しする。

６　�犯罪被害者の実名報道とプライバシーの問題に取り組んでいく。

１　�犯罪被害者の現状と課題

（１）刑法等の改正
　２０１７年６月、刑法の性犯罪規定は大幅に改
正された。主な内容は、強姦罪の法定刑の見直
し、強姦罪の罪名及び定義の見直し（肛門性交
・口腔性交等を含むものとされ、罪名は強制性
交等罪に変更された）、非親告罪化、監護者性交
等罪の創設等であった。また、改正にあたって、
３年を目途として、性犯罪における被害の実情
等を調査し、必要があると認めるときは見直す
ことが出来る旨の附則が付された。

　その後、「性犯罪に関する施策検討に向けた実
態調査ワーキンググループ」が設置され、被害
当事者からのヒアリング、裁判例や不起訴事例
の調査等が行われた。この調査により、暴行脅
迫要件等について裁判所によって判断が異なっ
ていること等が明らかになった。
　このような状況の中でなされたのが、２０２
３年６月の更なる刑法の性犯罪規定の改正であ
った。
　主な内容は、①暴行脅迫要件・抗拒不能要件
の明確化（暴行・脅迫以外の手段によっても、
同意しない意思を形成、表明若しくは全うする
ことが困難な状態にさせ又はその状態にあるこ
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とに乗じての性交等やわいせつな行為をするこ
とが不同意性交等として処罰されることになっ
た）、②性交同意年齢の引上げと５歳差要件の導
入（性交同意年齢は１６歳に引き上げられ、か
つ、１３歳から１５歳の者に対してその者より
５歳以上年上の者が性交等した場合も強制性交
等罪が成立するとされた）、③配偶者間において
も強制性交等罪が成立することの明文化、④１
６歳未満の者に対する面会要求罪の新設、⑤公
訴時効の見直し（公訴時効の長期化、及び被害
者が１８歳未満の場合には、犯罪行為が終わっ
た時から１８歳までの日を加算すること）等で
ある。
　また、性的姿態撮影等処罰法が成立し、性的
姿態等の撮影、記録提供等、送信などが処罰さ
れることになり、押収物に記録された性的な姿
態の画像等の消去・廃棄の規定も定められた。
　これまで、恐怖や驚愕によってフリーズして
しまったり相手との関係性によって拒否するこ
とが困難な状況に置かれた被害者について、暴
行脅迫要件や故意の立証のハードルのため、捜
査機関の判断により立件や起訴が見送られるケ
ースが少なからず存在した。上記の法改正は、
これまで、被害に遭ったにもかかわらず加害者
が処罰されないまま泣き寝入りを強いられてき
た性犯罪被害者が強く望んできたものである。
今後、加害者の適正な処罰が実現されるかどう
かが注視される。

（２）民訴法・刑訴法の改正
　２０２２年５月の民事訴訟法改正により、一定
の場合には民事訴訟の当事者の住所や氏名等に
ついて相手方当事者に対しても秘匿をすること
ができるようになった。
　２０２３年５月には、刑事訴訟法の改正によ
り、一定の要件のもとで被疑者・被告人に示し
又は送達する逮捕状、勾留状、起訴状を、被害
者の個人特定事項の記載がない抄本等とするこ
とができるものとされた。
　また、２０２３年６月の刑法改正とあわせた刑
事訴訟法改正により、性犯罪に関する公訴時効
の延長と、聴取結果を記録した録音・録画媒体
にかかる証拠能力の特則の規定が新設された。
後者は、性犯罪の被害者等の供述を録音・録画
した記録媒体が、供述が一定の措置（供述者の
特性に応じて、不安・緊張を緩和することなど
十分な供述をするために必要な措置と、誘導を

避けることなど供述の内容に不当な影響を与え
ないようにするために必要な措置）が特に採ら
れた情況の下でされたものであると認め、かつ、
聴取に至るまでの情況その他の事情を考慮して
相当と認めるときは、証拠とすることができる
とするものである。この場合も、反対尋問の機
会は与えられる。
　これらの法改正も、被害者が、加害者に氏名
や住所を知られることのおそれや、法廷などで
被害にあった事実を繰り返し話さなければなら
ないことの苦痛から、被害届・告訴や民事訴訟
の提起をためらい、また実際に再被害や二次被
害にあってきたという実態を踏まえたものであ
る。本制度の適正な運用により、被害者に必要
以上の苦痛を与えることのないような審理が実
現される必要がある。

（３）ＤＶ防止法の改正
　２０２３年５月、ＤＶ防止法も改正がされ、保
護命令が、身体に対する暴力又は生命等に対す
る脅迫のみならず、身体、自由、名誉若しくは
財産に対し害を加える旨を告知してする脅迫を
受けた被害者の場合にも発令可能になった。
　保護命令の期間や保護命令違反への罰則も強
化され、ＤＶ被害者の支援においてより重要な
位置を占めることとなろう。保護命令は、被害
者保護のための重要性に比して、要件の厳格性
や立証の困難さにより利用が難しく申立件数も
低調にとどまっている。今回の改正により、保
護命令がＤＶ被害者の保護のためにより有用な
制度となるかどうか、その運用の実態を見極め
ていく必要がある。

（４）これからの課題について
　一方、犯罪被害者支援の観点から、現在もな
お不十分でありこれからの課題とすべき点は多
い。以下はあくまで一例である。
ア　犯罪被害者に対する経済的給付の拡大、弁
護士費用の公費負担
　犯罪被害者に対する公的な経済的支援は現
在あまりにも乏しい。犯罪被害者は被害にあ
ったことにより経済的にも大きな損害を負い、
中には生活困難な状態に追い詰められてしま
う者もいる。しかし、実際には、加害者から
の十分な被害弁償がなされないことが多い。
それにもかかわらず、犯罪被害者等給付金は
厳格な要件のもと、自賠責基準にも満たない
金額しか支給されない。東京都は条例により
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見舞金制度を創設したが、どうしても金額は
わずかなものにとどまる。犯罪という病理現
象による被害はある日突然、誰の上にも降り
かかる可能性があり、これによって特定の者
に重大な損失が生じた場合には、社会全体で
これを分担すべきである。加害者からの賠償
を受けられない部分は、公的な経済的給付に
よって補填されるべきであり、公的給付の拡
大が必須である。
　また、犯罪被害者にとって、弁護士を選任
し弁護士による法的支援を受ける必要性は、
被疑者・被告人に劣らないにもかかわらず、
弁護士費用も国選被害者参加を除いて原則と
して自費負担である。これが犯罪被害者にと
って酷であることから、現在、弁護士会が、
日弁連委託援助で犯罪被害者の弁護士費用の
一定部分をカバーしている。しかし、これは
弁護士が自ら手弁当で犯罪被害者支援を行っ
ていることと同義であり、犯罪被害者の弁護
士費用の公費負担を実現する必要がある。

イ　犯罪被害者支援条例の制定
　２０２０年４月に施行された東京都犯罪被害
者支援条例を始め、各都道府県・市区町村に
おいて、犯罪被害者に対する各種支援の提供
を自治体が行うための法的根拠としての犯罪
被害者支援条例の制定は少しずつ進み始めて
いる。しかし、条例がおかれていない自治体
がまだまだ多数である。

ウ　メディアスクラムや実名報道
　世間の耳目を集める事件や重大事件では、
事件発生直後を中心にメディアスクラムが発
生し、犯罪被害者の負担を極めて大きくして
いる。また、犯罪被害者の実名や住所、職業
などのプライバシー情報についても、被害者
・遺族の意向を顧みず拙速に報道がなされる
ケースが繰り返されている。こうした事態に
よって、犯罪被害者に重大な二次被害が生じ
ている。
　これらは、報道の自由との関係で、事前に
「禁止」や「制約」ができる性質のものではな
く、メディアによる自主的・自律的な規制に
委ねられている。しかし、そうであるからこ
そ、犯罪被害者の人権を不当に侵害するよう
な問題のある報道については、外部から厳し
く監視の目を向けることが重要である。

２　�東弁が取り組むべきこと

（１）犯罪被害者に最新の法改正・制度改正を踏ま
えた最善の弁護を提供するための会員の活動
をサポートする
　弁護士は、犯罪被害者への法的支援を行うプ
ロフェッショナルとして、犯罪被害者を保護す
るための最新の法改正・制度改正を踏まえ、犯
罪被害者に最善の弁護を提供しなければならな
い。上述の性犯罪に関する刑法・刑訴法等の改
正、ＤＶ防止法の改正などについては、既に多
くの部分が施行されまたは施行がこの１年以内
に予定されている。改正後の内容や手続きにつ
いて正しく理解し、必要な場面で積極的に活用
してゆけるように研鑽しなければならない。
　東弁は、各会員が犯罪被害者の相談や受任後
の弁護活動に適切に対応できるよう、最新の法
律・制度についての正しい知識や、二次被害を
与えないための対応方法を習得するための研修
を実施したり、マニュアル等を作成・配布する
取組みを行ってきた。今後もこうした取組みを
継続し、最新の内容にアップデートしていくこ
とで、犯罪被害者の弁護を行う会員を強力にサ
ポートしていく必要がある。

（２）弁護士による犯罪被害者支援の取組みを積極
的に周知・広報する
　そもそも、弁護士が犯罪被害者支援の活動を
していること自体、まだまだ市民一般の認知度
が高いとは言いがたく、被害を受けても、弁護
士による支援を受けられるとは知らなかったと
か、弁護士を探そうとしても犯罪被害者支援の
弁護士の情報になかなか当たらなかったという
声も依然としてある。犯罪の被害を受けたら弁
護士に相談するべきであること、弁護士会が犯
罪被害者相談を行っていること等の周知・広報
に、東弁は、さらに力を入れるべきである。
　東弁は、すでに、各関係機関に対して犯罪被
害者相談のチラシやリーフレットを配布して制
度の周知・広報に努め、また、Ｘ（旧Twitter）
の公式アカウントでも定期的なポストを行って
いる。これらの、これまですでに行っている活
動のほか、例えば、犯罪被害者週間（毎年１１
月２５日から１２月１日）に東弁ウェブサイト上
で大々的に告知を行ったり、警視庁が実施して
いるイベントに何らかの形で参加させてもらう
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などの活動が考えられる。
　また、法教育で、生徒・学生に対して弁護士
が犯罪被害者支援を行っていることを教えるこ
とも重要な活動である。

（３）警視庁・検察庁など関係諸機関との連携によ
る支援をさらに充実・活発化させる

　東弁は、現在、犯罪被害者電話相談・面接相
談の実施や、警視庁・検察庁との連携により、
事件直後から犯罪被害者が弁護士の支援を受け
られるような体制を整備している。また、警視
庁・検察庁のほか、法テラス、その他関連団体
（東京都、被害者支援都民センターなど）との連
携を通じて、個別事案の対応はもちろんのこと、
被害者をサポートする制度や仕組みを各団体と
協力しながら作り上げている。
　東弁は、犯罪被害者支援について最先端の取
組みを続ける日本で最大の弁護士会として、こ
うした各機関との連携による被害者支援活動を
さらに充実・活発化させていかなければならな
い。

（４）犯罪被害者に対する経済的給付の拡大、弁護
士費用の公費負担を後押しする

　現在、政府において、犯罪被害者に対する経
済的給付の拡大や、弁護士費用の公費負担につ
いては、具体化に向けた検討が進められており、
これを受けて、法テラスにおいても様々な調査
・検討が行われている。
　東弁としては、これを後押しするとともに、
経済的給付や公費負担となる弁護士費用の内容
・額などについて適切なものとなるよう、適時
に意見を述べていくべきである。仮に弁護士費
用の公費負担が実現しても、万一、これがあま

りに低い水準の金額となってしまえば、かえっ
て、弁護士による犯罪被害者支援の活動を弱め
る結果となってしまいかねない。一度基準が決
まってしまえば、後からこれを増額させること
は極めて困難であり、制度創設というこのタイ
ミングで、弁護士会として最大限の力を注いで、
適切な金額による公費負担を実現すべきである。

（５）犯罪被害者支援条例の制定を具体的に後押
しする

　関東弁護士会連合会は２０１９年９月２７日に
「全国の各都道府県及び市区町村に犯罪被害者
支援に特化した条例を制定し、犯罪被害者支援
の取組を一層進展させることを求める決議」を
採択し、東弁も、２０２１年３月２９日、「東京
都内のすべての区市町村に犯罪被害者条例を制
定することを求める会長声明」を発出した。
　東弁としては、上記各声明を踏まえ、各自治
体への要請やモデル条例の提案など、具体的な
後押しを行っていくべきである。

（６）犯罪被害者の実名報道とプライバシーの問題
に取り組んでいく
　上述のとおり、犯罪被害者の実名報道やプラ
イバシーに関する問題は、第一次的にはメディ
アによる自主的・自律的な規制に委ねられるか
らこそ、外部からの厳しい批判の目が必要であ
り、個別事件で問題ある報道がなされ、犯罪被
害者の人権が侵害されている場合には、速やか
に声明を出すなどして、社会に向けて注意喚起
していくべきである。
　さらに、個別事件を超えて一般的にも実名報
道についてどのような在り方が望ましいか、議
論を重ね、社会に問いかけていく必要がある。

個別課題―人権５　　�組織的犯罪に係る被害の�
防止及び回復

１　�特殊詐欺をはじめとする組織的犯罪に係る被害の救済活動を強力に推進す
る。

２　�特殊詐欺をはじめとする組織的犯罪に少年を加担させないための取組みと
して、教育現場等における働きかけを強める。

●第２章　個別課題―人権分野―
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３　�各企業が、特殊詐欺をはじめとする組織的犯罪に利用されているサービス
やツールを特定し、犯行への利用を阻止するための防止措置を講じること
を後押しするための働きかけを実践する。

１　�特殊詐欺の被害の現状

　特殊詐欺とは、被害者に電話をかけるなどして
対面することなく欺もうし、指定した預貯金口座
への振込みその他の方法により、不特定多数の者
から現金等をだまし取る犯罪（現金等を脅し取る
恐喝及びキャッシュカード詐欺盗を含む）の総称
であり、その代表的なものがオレオレ型特殊詐欺、
架空料金請求詐欺、還付金詐欺などである。
　警察庁が発表した「令和４年における特殊詐欺

の認知・検挙状況等について（確定値版）」（以下
「警察庁発表」という）によれば、２０２２年（令
和４年）の特殊詐欺の認知件数は１万７５７０件
（前年度比＋３０７２件、＋２１.２％）、被害額は
３７０億８０００万円（前年度比＋８８億８０００
万円、＋３１.５％）となっている。ここ数年をみ
ても、特殊詐欺だけの被害額は５００億円から３
００億円にて推移しており、極めて多額の被害額
が組織的犯罪を敢行する勢力に移転しているもの
と考えられる。

※�警察庁「令和４年における特殊詐欺の認知・検挙状況等について（確定値版）」より

２　�特殊詐欺への暴力団構成員
等の関与の実態

　前記した警察庁発表によれば、暴力団構成員等
（暴力団構成員及び準構成員その他の周辺者の総
称）の検挙人員は４３４人（前年度比＋１１１人、
＋３４.４％）で、総検挙人員に占める割合は１７.７
％となっている。また、暴力団構成員等の検挙人
員のうち、中枢被疑者は１７人（前年度比±０人、
±０.０％の３９.５％）であり、出し子・受け子等
の指示役は１２人（前年度比－９人、－４２.９％
の１０.９％）、リクルーターは７９人（前年度比＋
１７人、＋２７.４％の６６.４％）であるなど、依
然として暴力団構成員等が主導的な立場で特殊詐
欺に深く関与している実態がうかがわれると指摘

されている。
　この点について、警察庁の通達では、「特殊詐欺
は、事件の背後にいる暴力団、準暴力団、来日外
国人犯罪グループ、暴走族、非行集団等が、その
組織力を背景に、資金の供給、実行犯の周旋、犯
行ツールの提供等を行い、犯行の分業化と匿名化
を図った上で、組織的に敢行している犯罪である。」
と指摘されている（２０２３年４月７日「今後の特
殊詐欺対策の推進について（通達）」）。
　また、警察庁組織犯罪対策部長を歴任した猪原
誠司氏は、その論文において「指定暴力団が関与
する特殊詐欺は、言わば構造的・類型的・必然的
に、指定暴力団の威力が利用され、指定暴力団の
威力を背景として敢行されることになっている。」
と指摘している（警察学論集第７３巻第４号「特
殊詐欺への暴力団の関与の実態について」９５頁）。
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３　�特殊詐欺における少年の�
検挙人員

　更に懸念すべき点は、特殊詐欺における少年の
検挙人員である。警察庁発表によれば、特殊詐欺
における少年の検挙人員は４７３人（前年度比＋
４０人）であり、総検挙人員に占める割合は１９.２
％と極めて高い割合を占める。そして、少年の検
挙人員の７３.８％が受け子（３４９人）であり、受
け子の総検挙人員（１６１９人）に占める割合は
２１.６％と、受け子の５人に１人が少年というの
が実態である。
　いわゆるＳＮＳ（ソーシャルネットワーキング
サービス）などを通じた闇バイトや、先輩後輩と
いったつながりから、多くの少年が特殊詐欺の手
先、しかも、もっとも検挙リスクが高い現金受取
り役たる受け子として暴力団構成員等に利用され
ている実態がみてとれる。

４　�特殊詐欺グループが強盗へ
と手口を凶悪化

　２０２３年に全国で相次いだ広域強盗事件では、
もともとマニラ首都圏のビルを拠点に特殊詐欺を
繰り返していたグループが、強盗に至ったものと
報道されている。ＳＮＳを通じた闇バイトで強盗
の実行役を集めていたとされる「ルフィ」を名乗
る指示役は、特殊詐欺で使われていた手法（事前
に電話で資産状況を聞き出す「アポ電」と呼ばれ
る手口など）を強盗でも使ったとされているとこ
ろであり、特殊詐欺グループが強盗へと手口を凶
悪化している実態がみてとれる。加えて、そのよ
うな強盗事件にも闇バイトを通じて集められた少
年が利用されている。

５　�日弁連の人権擁護大会に�
おける決議

　６でも述べるが、各地の弁護士会が、特殊詐欺
事犯に関して、末端の組員だけでなく、指定暴力
団のトップたる一次団体の組長に対して責任追及
訴訟（暴対法３１条の２等）を提起し、成果を上
げているところである。しかし、特殊詐欺の被害
はいっこうになくならず、高齢者の財産が暴力団
構成員等に流れているのである。財産を取り上げ

られた挙げ句、親族からは責められ、孤立する高
齢者もおり、また最悪の事態に発展したケースも
現にある。このような事態を受けて、２０１８年
１０月に日弁連の人権擁護大会にて、日弁連の民
事介入暴力対策委員会は、「組織犯罪からの被害回
復〜特殊詐欺事犯の違法収益を被害者の手に〜」
というシンポジウムを行った。同大会では、「特殊
詐欺を典型とする社会的弱者等を標的にした組織
的犯罪に係る被害の防止及び回復並びに被害者支
援の推進を目指す決議」が採択されたところであ
る。（＊同決議は日弁連のホームページに全文が掲
載されている。
　日弁連：特殊詐欺を典型とする社会的弱者等を
標的にした組織的犯罪に係る被害の防止及び回復
並 び に 被 害 者 支 援 の 推 進 を 目 指 す 決 議
（nichibenren.or.jp））

６　�民暴委員会の特殊詐欺被害
の防止及び回復（少年対策
を含む）に対する取組み

（１）東京における組長責任追及訴訟の取組み
　東京三会（の民事介入暴力対策（特別）委員
会（以下「民暴委員会」という）は、警視庁と
も連携し、２０２２年２月２５日現在で、合計２
０件の組長責任追及訴訟（暴対法３１条の２等）
を提起し、終了した８件すべてで、勝訴判決あ
るいは勝訴的和解を勝ち得ており、顕著な成果
をあげている。
　たとえば、住吉会の総裁らを被告としたいわ
ゆる住吉会音羽一家事件において、東弁民暴委
員会等の有志弁護団は、同総裁などに対し、５
２名の被害者を代理して組長責任追及訴訟を提
起し、計４年以上にわたる審理を経た東京地裁
での勝訴判決後、２０２１年、東京高裁にて６億
５０００万円を超える和解金の支払いを内容と
する訴訟上の和解を成立させ、結果、被害者の
被害額全額の賠償を達成するとともに、暴力団
の資金面からの弱体化にも寄与した活動を行っ
ている。
　かかる功績等が認められ、２０２２年１１月に
は、東京三会の民暴委員会は、警視庁及び公益
社団法人暴力団追放運動推進都民センターから
「暴力追放特別功労賞」を送られている。

●第２章　個別課題―人権分野―
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（２）「若者を犯罪者集団から守るための協定書」
の締結

　前記のとおり、東京三会の民暴委員会は、多
くの組長責任追及訴訟を提起しているところで
あるが、その取組みの中で、暴力団構成員等が、
検挙リスクの高い受け子等を自らは実行せず、
ＳＮＳ等の媒体を使って募集し、軽い気持ちで
募集に応じた大学生・高校生等に受け子等を実
行させている実態があることを知った。また、
犯罪組織が、客引きやスカウト名目で高額バイ
トと称して人を集めて様々な違法行為を実行さ
せる、女子に対しては、カラオケや食事の同伴
のアルバイト等と謳って募集して絡めとり、最
後は風俗店にあっ旋するといった例もあること
も知った。これまで、東弁民暴委員会は要請が
あれば中学校・高校等に講師を派遣し、暴力団
等犯罪集団の危険性等を周知する活動に取り組
んできた。しかし、個々の弁護団事件等に取り
組む中で前記のような実態を目にしたことから、
青少年が犯罪組織に取り込まれないよう、学校
における授業等を通じて、早期に係る犯罪組織
の実態を周知し、注意喚起を促すことが重要で
あると強く意識するに至った。
　そこで、かかる意識を東京三会の民暴委員会
で共有し、さらに警視庁組織犯罪対策部とも協
議したところ、若者が犯罪者集団に巻き込まれ
ることを防ぐべく連携することが必要であると
の共通認識を得た。このような経緯にて、２０
２２年２月７日、東京三会（民暴委員会）と警
視庁組織犯罪対策部との間で、「若者を犯罪者集
団から守るための協定書」が締結された。
　東京三会の民暴委員会では、大学生、高校生
のみならず、若年の少年少女（小中学生）に対
しても、出張授業等を通じて前記のような周知
活動を行う予定であり、既に相当数の小中学校
で実践している。また、入口対策を徹底する意
味で、普段青少年に接する現場の教師たちにも、
犯罪組織の実態等について、研修等の機会を通
じて啓発する必要があると考えており、この点
も既に複数の現場で実践している。
　今後とも警視庁との連携により、これらの活
動のさらなる推進はもとより、学校教育以外の、
保護司等への周知活動、協定書が想定する少年
院在院生・出院生に対する教育活動、さらには
矯正教育等にも精力的に取り組んでいく必要が
ある（ＬＩＢＲＡ　２０２２年６月号『「若者を

犯罪者集団から守るための協定書」の締結を受
けて』参照）。

７　�ＳＮＳ等のツール対策

　前記のとおり、若者を闇バイトに誘導するため
のツールとしてＳＮＳその他の媒体が使用されて
いることも看過しがたい問題であり、例えば、「闇
バイト強盗」と称される広域強盗等事件では、「高
額バイト」、「即日即金」などの文言を用い、ＳＮ
Ｓ上で実行犯を募集する手口がとられている。こ
のため、ＳＮＳ等による犯罪実行者の募集を防ぐ
ためにも、こうした闇バイト情報が確実に削除さ
れるよう、弁護士会として、インターネットサー
ビスプロバイダー等に対する働き掛けを行うこと
が考えられる。
　また、特殊詐欺の犯罪者グループ等は、いわゆ
る「架け子」、「受け子」、「出し子」、「現金回収・
運搬役」、「リクルーター」等のように、役割分担
を細分化させ、そのネットワークを海外にまで広
げているケースもみられるとともに、指示役と実
行役との間の指示・連絡に、秘匿性の高い通信手
段を用いるなどし、犯行の手口を一層巧妙化させ
ている。更に、犯罪者グループ等に対し、預貯金
口座や携帯電話を不正に譲渡する者や、電話転送
サービス等の提供を行うなどしている悪質な事業
者の存在が依然として認められる。前記した日弁
連決議にあるとおり、各企業は、犯行に利用され
ているサービスやツールを特定し、犯行への利用
を阻止するための防止措置を講じ、各業界団体は、
犯行に利用された事例や犯行防止のための優れた
取組み事例を周知共有して、業界レベルでの防止
措置を推進することが極めて重要である。この点
に関し、「東京都安全安心まちづくり条例」第３２
条３項では、「事業者は、商品等の流通及び役務の
提供に際して、特殊詐欺の手段に利用されないよ
う、適切な措置を講ずるよう努めるものとする。」
と規定されているところ、かかる条例が事業者に
周知されていない点も課題である。
　東弁としても、前記条例の周知を含め、各企業
の犯行に利用されているサービスやツール対策の
取組みを後押しするような働きかけを検討し、実
践するべきである。
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８　�組織的犯罪の被害の防止�
及び回復は人権問題である

　特殊詐欺をはじめとする組織的犯罪は卑劣極ま
りないものである。被害に遭った高齢者の中には、
長年にわたり貯めてきた多額の資産を奪われて将
来を絶望し、心身にまで失調を来たす者もいる。
特殊詐欺は、単に経済的被害を与えるにとどまら
ず、その被害者に甚大な精神的被害を与えており、
極めて深刻な人権侵害である。
　このような卑劣な組織的犯罪の検挙に向けて警
察が全力にて捜査に取り組んでいることはいうま
でもない。
　しかし、それだけではなく、①東弁としても、
特殊詐欺をはじめとする組織的犯罪に係る被害の
救済活動を強力に積極的に推進する諸活動に取り
組むべきである。

　また、特殊詐欺をはじめとする組織的犯罪に取
り込まれる若者を阻止する入口対策も極めて重要
である。このような観点から、②東弁としても、
特殊詐欺をはじめとする組織的犯罪に少年を加担
させないための取組みとして、教育現場等におけ
る働きかけをさらに強める必要があり、そのため
の援助施策を検討すべきである。
　更に、組織的犯罪の実行を容易にする各種ツー
ルを根絶する観点から、③東弁としても、前記条
例の周知を含め、各企業の犯行に利用されている
サービスやツール対策の取組みを後押しするよう
な働きかけを検討し、実践するべきである。
　このように、東弁において、組織的犯罪に係る
被害の防止及び回復は人権に関わる問題であると
いう認識を共有した上で、官民一体となった取組
みの観点から、東弁がさらなる役割を担う必要が
あると考える。

個別課題―人権６　　�労働者の権利

１　�仕事と生活の調和が、真実にはかられる法政策が実現するよう、はたらき
かけを行う。

２　�多様な働き方をしている勤労者や外国人労働者など、あらゆる働き手が安
心して働けるよう、それぞれに必要な保護を行う。

３　�全ての職場からハラスメントを撲滅するための制度の構築に努めていく。

４　�解雇の金銭解決制度は、現在の実務での解決方法を硬直化させることにな
るので反対する。

１　�仕事と生活との調和がとれ
る労働法政策を

　政府は「今後の仕事と育児・介護の両立支援に
関する研究会」を厚労省に設置し、２０２３年６月
には同研究会から報告書が公表された。同報告書
は、長時間労働の是正、転勤命令に対する配慮、
有期雇用労働者の育児・介護休業の取得促進、男
性による育休取得の促進などに言及している。

　今後、労働政策審議会において、これらについ
て法改正の要否を含め検討されることになるが、
労働人口減少期に入った我が国としては、持続可
能な労働政策が必要となるところ、使用者に一方
的に転居を伴う転勤を命じる権利が是とされてい
る現状を変えるような法改正が必要と解される。
　東弁としても、仕事と生活の調和がはかられる
法政策を実現するよう働きかける必要がある。

●第２章　個別課題―人権分野―
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２　�多様な働き方に�
� 対応すること　　

　コロナ禍をきっかけにフリーランスに注目が集
まり、いわゆるフリーランス新法が制定された。
はじめてフリーランスを対象とした法である。同
法においては、下請法と労基法の一部を組み合わ
せ、フリーランスの保護をはかろうとしている。
　従来型の労働者の保護ももちろんであるが、現
代の多様な働き方に対しても保護を及ぼしていく
必要性は高い。多様な働き方といっても、労働者
性が肯定される場合も多いことから、本来は労働
法による保護がはかられるべき働き方も多い。
　情報技術の発展で多様な働き方が出現している
現代にあわせ、東弁もこれに対する相談体制の確
立など行っていく必要がある。

３　�外国人労働者の問題

　労働人口減少期に伴い日本人以外の労働者の受
入れは回避不可能な状況となっている。他方で、
技能実習生のような過酷な働き方を強いられる現
状もある。
　現在、有識者会議において技能実習制度や特定
技能制度の見直しが議論されている。技能実習制
度は、実習生（外国人）を労働力として受け入れ
ている実態がありながら、国際貢献であるなどと
して労基法を無視するかのような実態が社会問題
化した。特定技能制度はその上に“建増し”した
制度のため矛盾は解消されていない。
　外国人労働者を労働力として受け入れるのであ
ればその人権は守られなければならない。

４　�あらゆる業界からハラスメ
ントの撲滅を

　昨今、芸能界において権力を持った者による性
加害が話題となっているが、これは芸能界のみな
らず、様々な業界での働く現場においても同様の
問題はある。
　また、性加害などのセクシュアルハラスメント
だけでなく、パワハラやマタハラ、近年ではＳＯ
ＧＩハラ、カスハラなど、ハラスメント問題の外
縁は広がっている。
　こうしたハラスメントが深刻な被害を生んだり、
また、労働生産性を著しく低下されることになる

ことは周知の事実である。ハラスメント撲滅は急
務である。
　わが国では各法においてハラスメントに対する
法規制はなされているが、いずれも事業主の措置
を求めるものが中心である。
　ハラスメント撲滅のためにはすべてのハラスメ
ントをカバーする基本法を制定し、その中で働く
者の権利としてハラスメントを受けないことを銘
記すべきである。

５　�解雇法制に対する規制緩和

　解雇無効時に金銭の支払いをもって労働契約を
解消する解雇の金銭解決制度が労政審において議
論されている。
　しかし、解雇事件において一定の金銭の支払い
をもって事件を解決することは現在も行われてお
り、あえて制度化するメリットはない。制度化に
より上限・下限が設定されることにより、これま
で行われてきた柔軟な解決に対する阻害要因とな
りかねない。
　また、金銭に余裕のある企業にとっては「金さ
え払えばクビにできる」というモラルハザードを
呼び込み、他方、金銭に余裕のない企業にとって
は下限での支払いができないと事件解決ができな
いことになりかねない。
　したがって、解雇の金銭解決制度の導入のメリ
ットはない。

６　�その他

　最低賃金の大幅アップや男女賃金格差の是正、
ワークルール教育の促進、非正規労働者との待遇
格差の是正なども取り組むべき課題である。
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個別課題―人権７　　�在日外国人の人権擁護

１　�入管法の改定内容に反対する。人権にかなった入管法とする、再改正を求
める。並行して、今回の改定内容の弊害を実務上、可能な限り除去するよ
う取り組む。

２　�ヘイトスピーチ、ヘイトクライムを含む人種差別に対する法的統制、調停
委員問題など、外国籍、日本国籍を含む「外国につながる」人の支援にい
っそう取り組む。特に「外国につながる」子どもの支援に取り組む。

１　�入管改定法の成立

　２０２３年６月、東弁を含む多くの強い反対にも
かかわらず、入管法改定法案が国会で成立した。
　２０１９年６月、入管収容施設でナイジェリア人
男性が餓死し、日本の入管法制の問題性をあらた
めて浮き彫りにした。政府が２０２１年国会に提
出した入管法改定法案はその根幹を改めるものと
は言えず、同年３月にはスリランカ人女性が入管
収容施設で放置死させられた。過去１０年間に限
っても、入管収容で１０例以上の死亡事案が発生
している。批判が高まり、同法案の成立はいった
ん阻止された。その後、政府は再提出の機会をう
かがっていたが、２０２３年、根幹部分を改めな
いままの法案が再度、提出され、今度は成立に至
ったものである。
　東弁は２０２１年５月の「入管法改正案（政府提
出）の採決に反対し、廃案を求める会長声明」や、
同年９月の、入管庁が上記スリランカ人女性の遺
族へのビデオ開示の際に弁護士の同席を拒否した
ことに関する会長声明など、多数の会長声明を発
出するなどしてきた。今回の入管法改定案に関し
ても、２０２３年１月「入管法案の再提出に反対す
る会長声明」、６月「政府提出の入管法改定案の強
行採決に反対し、廃案を求める会長声明」などの
会長声明を発出した。
　入管法改定法で「改悪」された内容は同法の再
改正を実現することで「復元」されるべきである
が、ただ、それでは足りない。例えば、身柄拘束
に期間制限がないことがあるなど、改定前の入管
法も人権にかなったものではなかったからである。

人権にかなった入管法とする、再改正を求めてい
く。他方、入管法の再改正が実現するまで今回の
入管法改定法の弊害を座視することはできないか
ら、並行して、例えば新設された「監理措置」制
度について、可能な限りその運用が外国人に利益
となるように取り組むなど、東弁としても改定法
の弊害を実務上、可能な限り除去するよう取り組
む必要がある。なお、現在、この点に関する東弁
の意見書案も会内で作成中であり、期成会として
もバックアップしていく。

２　�子どもたちへの�
� 「アムネスティ」　

　２０２３年８月、法務大臣は、日本生まれの非正
規滞在の子どもについて在留特別許可を集団的に
認める方針を発表した（極めて限定的ではあるも
のの、いわゆる「アムネスティ」と理解しうる。）。
この子どもたちの問題は、入管問題、外国人問題
に取り組む東弁会員が長く、主要な問題の一つと
してきたものであるが、今回の入管法の「改正」
問題の過程でようやく政界やマスメディアなどで
も問題として大きく取り上げられるようになって
きていたものである。もっとも、今回の「方針」
は、非正規滞在の子どもたちへの一律許可は今回
限りとするもののようであり、かつ、各種の条件
をつけていて、このままでは対象とされない子ど
もたちも多いから、この点の是正、改善がさらに
求められる。なお、この点についても、会長声明
を作成中であり、期成会としてもできる限り助力
していくべきである。
　日本で生まれたり、ずっと育ってきていても、

●第２章　個別課題―人権分野―
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例えば１５歳や２０歳になって日本からの退去を
強制される。そして憲法を使ってもそのことを止
められないのは日本における外国人、人種的、民
族的、宗教的少数者等の人権状況の象徴であると
いえる。

３　�外国につながる子どもたち
への支援

　日本の学校の校則や運用が、外国につながる学
生、外国にルーツを持つ学生の「髪型」を不適切
に規制している問題について、東弁は２０２４年
１月、シンポジウムを開催予定である。進学率や
中退率に明らかな差が見られるように、外国につ
ながる子どもの多くは、日本社会において構造的
に劣位におかれている。
　この問題もまた、現に日本に住んでいる外国に
つながる人や子どもの存在を日本の法制が「無視」
してきたことの象徴の一つといえる。子どもたち
への支援を継続、強化する必要がある。

４　�ヘイトスピーチ、ヘイト�
クライム、人種差別

　ヘイトスピーチ、ヘイトクライム、人種差別問
題も引き続き深刻な問題である。東弁は２０１５
年にヘイトスピーチに関する意見書を発出し、さ
らに２０１８年には人種差別撤廃モデル条例案を
提案する意見書を発出して、同モデル条例案を公
表した。このモデル条例案を参照して、川崎市で
ヘイトスピーチ規制の条例が制定され、さらに他
の自治体でも関係条例の制定準備が進められてい
る。２０２２年１０月、東弁は「国に緊急のヘイト
クライム対策を求める会長声明」を発出した。ま
た、関連して、同年９月、東弁・外国人の権利に
関する委員会によるレイシャルプロファイリング
に関するアンケート調査についての最終報告書も
出されている（レイシャルプロファイリングとは、
警察などの捜査機関が人種、皮膚の色、世系又は
国民的若しくは民族的出身によって職務質問や捜
査の対象者を選ぶことをいい、公権力自身による
人種差別の一種である。）。

５　�歴史修正主義・「歴史否認」
との関係

　ヘイトスピーチ、ヘイトクライム、人種差別は
歴史修正主義・「歴史否認」と通底している。２０
２３年は関東大震災１００周年である。関東大震
災では朝鮮人、中国人に対する虐殺が発生したが、
これは現代でいうヘイトクライムであった。この
ような歴史的事実を隠蔽、改ざんすることは現代
においてヘイトスピーチ、ヘイトクライム、人種
差別を「再生産」することにつながっていきかね
ない。東弁が２０２０年６月、「９.１関東大震災朝
鮮人犠牲者追悼式典のための公園占用許可につき
不当な誓約書の提出を条件とすることの撤回を求
める会長声明」を発出したのはそのような問題意
識に基づくものでもあった。また東弁は、２０２
３年８月３１日、「国及び東京都に対し、関東大震
災１００年の節目にあたり、人種差別を根絶する
ための施策等を求める会長声明」を発出した。同
じ問題意識に立った上で、関東大震災から１００
年の節目の年に、根本的な差別意識を解消すべく、
ヘイトスピーチ、ヘイトクライムを含む人種差別
を撤廃するための法整備を改めて求めるものであ
る。

６　�改善が急がれる諸問題

　在日外国人の人権擁護に係わる問題は多岐にわ
たるが、改善が特に急がれる主要な課題として、
東弁は、下記のような諸問題に対する取組みを維
持、強化していくべきである。すなわち、難民認
定について独立性を担保された機関の設置、国内
人権機関の設置、技能実習制度の廃止、包括的差
別禁止法の制定、国際人権諸条約の個人通報制度
の加盟、国籍法に対する憲法の統制の強化、外国
籍調停委員、司法委員問題に引き続いて取り組ん
でいくこと。

７　�国籍差別と、閉鎖的な�
� 日本の国籍法

　外国籍調停委員、司法委員問題は不合理な「国
籍差別」の問題のひとつである。日本国籍を有し
ないことを理由に、例えば公務員の管理職選考試
験を受験させない（東京都管理職選考試験事件（最
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高裁２００５年１月２６日判決））問題や、多くの
地方自治体で、公立小中高の教員のうち、「常勤講
師」となることは認めるが、「教諭」となることを
認めない問題なども同じ問題である。
　日本では、例えば、在日３世や、４世にあたる
赤ちゃんが日本で生まれても日本国籍がない。祖
父母や父母などが外国籍であるなら、赤ちゃんが
日本で生まれても日本国籍がないのは、日本の現
行の国籍法が「厳格な血統主義」を採用していて、
生地主義的な要素をごく少なくしか採用していな
いからである。主要国では、血統主義原理を基調
とする国籍法を持つ国であっても、生地主義的要
素も拡充し、例えば、２世や３世にあたる赤ちゃ
んには生地主義を適用して、出生によって当該国
の国籍を認めるところも多い。また、ドイツなど、
当該国で出生していない子どもであっても、一定
の年数をその国で育ち、学んでいるときには、そ
の子どもに当該国の国籍の取得請求権を認めてい
る国もある。
　これに対して、日本では、「帰化」についても国
家の自由裁量を強調していて、権利性を認めてい
ない。帰化のガイドラインも定められていないか
ら許否には透明性が欠けている。権利性が認めら
れていない帰結として、例えば精神的な障がいや、
知的な障がいがある子どもや、貧困状況にある子
どもについては帰化の要件をそもそも満たさない
などとして取り扱われてしまうおそれがあり、現
にそう取り扱われている例がある。
　不合理な「国籍差別」の問題は、このように現
行の日本国籍が閉鎖性を強く帯びていることと一
緒に考察される必要がある。日本国籍を取りづら
くしておいて、しかし、日本国籍がないことを理
由に人権制約を広く認めることは憲法の精神にそ
ぐわない。

８　�マクリーン判決を超えて

　外国「人材」受入れ増の政府の方針下にあって
は、外国人の人権問題はますます重要課題となっ
ていく。根本的には、戦後日本社会が、一方で国
籍の取得を厳格に規制しつつ、他方で国籍がない
ことを根拠とする人権制約を過度に行ってきたこ
とに問題がある。日本国籍の「閉鎖性」に触れる
ことのないまま、外国人に対する憲法の基本的人
権の保障は、「外国人在留制度のわく内で与えられ
ているにすぎない」と語るマクリーン事件最高裁

判決（１９７８年１０月４日）はその象徴的先例で
ある。他方、下級審は同判決の射程をことさらに
広く認めすぎる傾向がある。いずれにしても、こ
の判決をどう乗り越えていくかが、外国人の人権
擁護の問題に取り組む東弁会員にとっても、大き
な問題であり続けている。
　日本で生まれ育った子どもであっても、例えば
両親が非正規滞在であった場合、憲法がその子ど
もたちを十分には守ることがないことを先に見た。
このようなことは憲法の制定過程に由来している
面があることに留意したい。すなわち、日本国憲
法の制定過程において、当時、日本政府・議会は
台湾人、朝鮮人が戦前に引き続いて日本国籍を有
しているという立場に立っていたにもかかわらず、
制憲議会選挙から台湾人、朝鮮人を排除した（１
９４５年１２月１７日）。また、当初のＧＨＱ憲法
草案（１９４６年２月１３日）には外国人について
も平等を保障する条項があったが、日本政府側は
その改変を働きかけ、現に改変することに「成功」
した。現憲法の制定は外国人、民族的少数者の排
除を伴っていた。このようなことの延長上にマク
リーン事件最高裁判決がある。同判決以後、日本
は主要な国際人権諸条約に加盟したが、日本の外
国人法制（国籍法、入管法）には反映されていな
い。

９　�外国人、民族的少数者等の
人権擁護

　東弁は関係する法令の解釈論、立法論の両面か
らの取組み、そしてこの問題に関わる東弁会員の
支援を通じて、外国人、人種的、民族的、宗教的
少数者等の人権を引きつづき擁護していくべきで
あり、期成会も積極的に関与していく。

●第２章　個別課題―人権分野―
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個別課題―人権８　　�消費者問題

１　�消費者専門相談、研修、事例検討会の安定的運用に努める。また、新たな
課題に取り組む会員の側面支援を行う。

２　�国や都に対し、消費者被害救済実務の観点から情報提供を行い、行政機関、
日弁連など各機関と連携・協力しながら迅速かつ効果的な消費者被害対策
の策定・実施に取り組む。

３　�事業者に対する働きかけの活動を検討するとともに、東弁自らも会員によ
る不適切な広告の是正など弁護士業務の適正化に取り組む。

１　�東弁の取組み

　東弁として取り組むべき課題としては、①消費
者被害の予防・救済のため直接消費者に働きかけ
る活動と②国や地方公共団体に対する政策提言、
事業者に対する要請活動などがある。
　直接消費者に働きかける活動としては、これま
で学校を中心に消費者教育を行ってきた。また、
消費者専門相談の運営、自治体の相談や相談員に
対するアドバイザーの派遣、高齢者等への出張相
談などを行ってきた。政策提言活動では、主とし
て、国に対し制度改善、法改正等について政策提
言を行っている。直近では、特定商取引法（以下
「特商法」という）の改正に関し、日弁連とも連携
し意見書を出し、実現のためシンポジウムの開催、
地方議会への地方自治法９９条の意見書提出の陳
情などを行っている。債務整理の実務などに関し、
事業者（団体）への要請を行ったこともある。

２　�消費者被害救済活動の�
維持継続に向けて

　消費者専門相談はその質の確保のため、二人体
制での相談受任、研修、事例検討会を行っている。
これを継続的に安定して運営していく必要がある。
いわゆる国際ロマンス詐欺を中心とした投資詐欺
事案に関し、インターネットで大量に広告を出し、
事務員が安易な見通しを告げて受任し、高額な報
酬を受領しつつ十分な活動をおこなわないという

弁護士事務所が一部に存在する。根本的には、投
資詐欺事案に関して解決方法を提供できることが
望ましく、消費者被害救済に熱心な会員を中心に、
解決策を模索する努力をしているが、行政機関等
との協力関係の構築などに関して東弁として側面
支援をすることが考えられる。また、消費者専門
相談の広報を強化し、消費者が適切な助言が得ら
れるようにすべきである。

３　�政策提言、消費者法制の�
現代化・体系化の推進

　国や地方自治体に対する政策提言では、喫緊の
課題として、特商法の改正、違法収益吐き出し法
制の整備、「消費者法の現状を検証し将来の在り方
を考える有識者懇談会」の議論を受けた消費者法
制の現代化・体系化の動きなどがある。特商法の
改正と違法収益吐き出し法制は、実現のための具
体的な運動が必要な段階にある。東弁が首都であ
る東京に所在しているという特徴を生かし、日弁
連と連携しながら、国会議員やマスコミへの働き
かけに注力するほか、世論喚起のための活動を工
夫していく必要がある。消費者法制の現代化・体
系化については、消費者庁等でもさらなる検討が
される見込みであるが、現時点では、消費者契約
法をはじめとした諸法令の具体的な整備の姿は見
えない。そこで、消費者被害救済の実務を踏まえ
て、具体的な提案をしていく必要がある。なお、
政策提言については、日弁連も旺盛に活動をして
おり、多数の会員がそれを支えている実態がある
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から、適切な役割分担が必要であり、東京都の施
策など日弁連ではフォローしきれない分野に注力
するなどの工夫が必要である。

４　�事業者との連携・情報共有

　事業者に対する働きかけについても、近時はソ
フトローの重要性が指摘されているところであり、
ステークホルダーとの対話を重視する事業者もあ
るので、消費者庁や業界団体等と協力し、協議の
場を設定し、被害実態、被害救済活動のあい路な
どについて情報提供するとともに、事業者側が苦
慮している点等について情報交換をすることが有
益である。たとえば、投資詐欺事案や情報商材、
定期購入などのトラブルに関して、ＳＮＳにおけ

る広告、決裁手段を提供する事業者の自主的な取
組みを推進することや、弁護士会照会への回答に
ついて協力を求めることなどが考えられる。この
種の活動は、十分には行われていないので、業界
団体や影響力のある事業者が多く所在する東京に
東弁が所在することから、果たすべき役割がある
と考えられる。

５　�弁護士業務の適正化

　なお、いわゆる国際ロマンス詐欺事案について
の受任におけるトラブルのように、弁護士広告が
消費者被害を引き起こしている実態がある。事業
者への働きかけと併せて、自己の業界の問題につ
いても適切に対処する必要がある。

個別課題―人権９　　�公害・環境問題

１　�弁護士及び弁護士会は、脱炭素社会の構築や、脱炭素の流れを推進する取
組みに貢献すべきである。

２　�アスベスト問題への対策を進めていくべきである。裁判所のアスベスト問
題も深刻かつ重要であり、裁判所との意見交換を進めていく必要がある。

３　�環境影響評価制度の改善、環境訴訟の団体訴権の実現にも尽力すべきであ
る。

１　�総論

　日本では、戦後復興の一方で、各地で公害が発
生した。各地で運動が立ち上がる中、四大公害事
件を中心に弁護士も司法的救済の実現に尽力し、
公害法が確立したといえよう。その後、公害の防
止・規制のみならず、自然環境の保全を目的とす
る自然保護法の分野が確立し、複合大気汚染のよ
うな都市型環境問題、生物多様性、地球温暖化の
ような地球環境問題について、立法、司法、行政
の役割が展開されている。
　このような多様な領域を対象として「環境法」
が確立され、新司法試験及び予備試験においても

選択科目のひとつにも選ばれ、環境法に携わる、
あるいは環境法のバックグラウンドを持った弁護
士が誕生している。しかし、現実には環境の復元
能力を超えた開発行為により、地球環境、人々の
生活環境は日々劣化しており、持続可能な発展の
実現が世界的な課題となっている。
　現在を生きる弁護士は、公害法の形成に寄与し
てきた弁護士の活動を礎に、環境法の基本理念の
もと、すでに発生している環境問題、そして、将
来顕在化・深刻化することが予測される環境問題
において、被害の未然防止及び環境保全に取り組
む必要がある。東弁は、２０２２年３月２８日に
「憲法と人権擁護の観点からＳＤＧｓの実現を目
指す２０２２年宣言」を行っているが、環境問題

●第２章　個別課題―人権分野―
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への取組みを進めることは、同宣言に沿うもので
もある。以下、数ある環境問題の中から、昨今の
情勢を踏まえ、特に弁護士としての活動が求めら
れる分野について政策を提言する。

２　�気候変動問題

　グテーレス国連事務総長は、２０２３年７月、同
月の気温が史上最高となるのを受けて「地球温暖
化の時代は終わった。地球沸騰化の時代が到来し
た」と発言した。日本でも、異常高温が続き、次
々と熱中症で倒れた人が救急車でかつぎこまれ（２
０１８年以降毎年のように年１０００人以上の人々
が熱中症で死亡）、気温上昇は海水温の上昇をもた
らし、台風の勢いを増やし、豪雨を激化させてい
る。漁業被害、農業被害も深刻化している。ヨー
ロッパ南部やアメリカ西海岸・カナダでは山火事
が深刻で、東アフリカでは長引く干ばつで多くの
人が死亡している。こうした状況は、産業革命前
から地球全体の平均気温が１.１℃上昇している状
況で起きている。このままだと、気温上昇は、２.５
℃から４℃までとなり、各地で多くの人々の命が
失われる。
　こうした状況が、産業革命以降の化石燃料の燃
焼によって発生する二酸化炭素に起因して発生し
ていることは、疑いがないとされ（２０２１年の
ＩＰＣＣ第六次第一作業部会報告書）、それを止め
るためには、二酸化炭素発生量を実質ゼロに早急
にする必要があることも科学的には自明のことと
なっている。
　そのためには、脱炭素社会の構築が必要である。
必要なことの一つは、エネルギー消費の少ない社
会経済システムの構築（例えば、建築物の断熱化
・気密化、歩いて暮らせるまちづくりなど）であ
る。建築物の断熱化・気密化は、夏の暑さ対策に
も大きな効果がある。補助制度と組み合わせた早
急な取組みが必要である。
　もう一つは、エネルギーの化石燃料から再生可
能エネルギーへの変換である（太陽光発電や風力
発電の早急な拡大と石炭火力発電所の早急な廃
止）である。
　日本は、先進工業国の中で、唯一、２０２０年
以降、新たに石炭火力発電所を建設し、新規操業
開始をしている国である。しかし、石炭火力発電
は、天然ガス火力の倍以上の二酸化炭素を排出し、
その影響は重大であり、速やかな廃止と新規建設

の中止をすべきであり、また、炭素の排出量に応
じた負担をする制度（炭素税・排出枠取引制度）
の導入が必要である。
　他方、日本では、送配電網である系統への接続
の費用負担が発電事業者負担となっているために、
遠隔地に設けられることの多い、再生可能エネル
ギー電気の発電コストが下がらない。各地の連携
線の整備、スマートグリッドの構築などを含め、
送配電網（系統）の整備が不可欠である。
　地球温暖化対策のためには、以上のようなシス
テム改革が不可欠であり、東弁はそうしたシステ
ム改革の実現のために政策提言及びそのための働
きかけなどあらゆる力を尽くすべきである。

３　�グリーンサプライチェーン

　企業の報告に関する開示基準を策定しているＩ
ＳＳＢ（国際サステナビリティ基準審議会）は、
２０２２年１０月、温室効果ガス排出について、自
社の排出量のみならず、自社のサプライチェーン
全体における排出量（Ｓｃｏｐｅ３を含めた排出
量）について、企業に開示を求めることを決議し
た。これにより、大企業は自社のサプライチェー
ン全体の温室効果ガス排出量について開示するこ
とを余儀なくされるから、今後、中小企業も含め
て温室効果ガス排出量の算定が求められるように
なっていくことは必須である。
　このような流れの下で、弁護士としても、脱炭
素の流れを加速させるために必要な業務を行って
いくべきである。具体的には、日々の法的助言を
行う中で、温室効果ガス排出量の算定を行ってい
ないことによる法的リスクを提示したり、逆に、
脱炭素の動きを進めることによって得られる各種
の優遇措置（補助金、税制優遇制度等）について
情報提供したりすることによって、中小企業を含
めたサプライチェーン全体における脱炭素の流れ
が加速するようにしていくべきである。
　そのためには、弁護士自身が脱炭素を推進する
責務を負っていることを自覚し、どのようなこと
を行うのが有効かについて考え、実行していくこ
とが求められる。東弁は、ペーパレス化等の環境
負荷削減活動に引き続き取り組み、その成果を内
外に広報していくほか、脱炭素に向けた弁護士の
行動変容を促すため、弁護士の脱炭素に関する行
動指針を策定すべきである。また、東弁としては、
サプライチェーン全体における環境保護を行う企
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業の取組みを推進できるような施策（シンポジウ
ムの実施等）や、企業支援を行いながら弁護士業
務の開拓（顧客開拓）につなげる方法論を検討し
ていくべきである。

４　�アスベスト問題

（１）アスベスト被害の実態
　２００５年のクボタショック以来アスベスト
問題が大きな社会問題となっている。
　わが国ではこれまでに約１０００万トンのア
スベストが輸入され、その９割が建材に使用さ
れたと言われている。そのため、アスベスト被
害は建設業に集中的に発生し、厚労省の統計に
よれば、２００５年〜２０２２年までにアスベス
ト関連疾患で労災認定を受けた人（石綿救済法
による特別遺族給付金を含む）の数は総計約２
万１５００人にのぼり、そのうち建設作業従事
者の数は約１万１０００人と全体の５０％を超え
ている。
　他方、アスベストは少量曝露によっても中皮
腫や肺がんを発症させる強い発がん性を有して
いるため、一般環境下においても被害者が多数
発生している。２００６年から２０２１年までに
いわゆる石綿救済法により救済給付を受けた人
の累計は約１万４０００人に上っている。今日で
は、一般環境中への大気汚染による被害の問題
は、主に、アスベストを含む建物の解体工事や
建物からのアスベスト除去工事の際に発生して
いる。
　このようにアスベスト問題は労災と公害環境
の２つの顔をもっている。

（２）アスベスト問題への対策
ア　解体工事に係るさらなる規制の強化
　現在、石綿が使用された可能性のある鉄骨
造・鉄筋コンクリート造建物が民間だけでも
約２８０万棟あると推計されている。今、そ
の大半が老朽化し、建替えの時期となってお
り、２０２８（令和１０）年に解体のピークを
迎えると言われている。国は、アスベスト被
害の発生を防止するため、大気汚染防止法や
石綿障害予防規則を改正して規制を強化して
いるが、建物解体によるアスベストの飛散を
完全に防止するためには、まだまだ不十分で
あり、さらなる改正に向け東弁としても積極
的な提言をすべきである。

イ　既発生の被害に対する救済の強化
　また、２０２１年５月１７日の建設アスベス
ト訴訟最高裁判決を受けて同年６月９日にい
わゆる建設アスベスト給付金法が制定された
が、この制度により救済されるのは国の責任
分だけであり、第１次的責任を負うべき石綿
建材メーカーの負担分は含まれていない。石
綿関連疾患は予後が悪く早期救済を図るため
に同法附則２条に基づき、国及び石綿建材メ
ーカーの拠出金によって救済基金を賄うよう
に制度を変えるべく積極的な政策提言をして
いく必要がある。
　さらに、２００６年に制定された石綿救済
法の給付内容が極めて不十分であるため、同
法を抜本的に改め、給付内容を少なくとも公
害健康被害補償法と同水準にすべく、政策提
言をしていくべきである。

（３）裁判所のアスベスト問題
　２０１５年１２月１４日、東京高等裁判所の管
理する、東京地高裁の４階から８階までの法廷
・廊下などにアスベストが舞うという事件が起
き、一時的に法廷が使用できなくなった。同庁
舎内では、同年１１月から、空調などの配管が
通るダクト内に吹き付けられた吹付けアスベス
トの除去工事がなされていたが、大気汚染防止
法に定められた調査結果や工事内容の掲示がな
されていなかった（２０２０（令和２）年改正前
大気汚染防止法１８条の１７第４項、同法１８条
の１４、同法１８条の２０、２０２０（令和２）
年改正前大気汚染防止法施行規則１６条の４第
１号）。その結果、裁判所を使用する多くの人々
（弁護士を含む）の生命と健康が重大な危機にさ
らされた。その後も、正式な謝罪はなく、対策
も情報公開も不十分なまま推移して今日に至っ
ている。東弁としては、適切な安全措置の実施、
調査結果・工事情報の適切な掲示などの情報提
供及び弁護士会その他の施設利用者との意見交
換などのリスクコミュニケーションがなされる
ようにすべきである。
　なお、問題は、東京地高裁に限られているわ
けではない。上記問題が発生した後、最高裁判
所は、従来からアスベスト除去工事が必要とさ
れていた最高裁判所・東京地高裁・大阪地高裁
の建物以外に、横浜地方裁判所川崎支部庁舎
（本館）、さいたま地家裁Ｂ棟など全国１８の裁
判所施設で吹付けアスベストが使用されており
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対策が必要であるとした（国家機関の建築物等
における吹付けアスベスト等の使用実態に関す
る集計２０１７年版）。しかし、それらについて、
掲示などの十分な情報開示、リスクコミュニケ
ーションがなされていない。その点も重大な問
題である。

５　�環境影響評価に係る問題

　持続可能な発展を実現する手段として、環境影
響評価制度の存在が重要である。同制度は、開発
行為による環境影響を事前に調査・予測し、複数
案を検討し、そのプロセスに公衆参加を取り入れ、
これを開発行為の意思決定に反映させるものであ
る。日本では１９９７年に環境影響評価法が制定
されているほか、各地の条例規制が存在する。
　公衆参加は、具体的には、環境影響評価図書の
公開、意見提出の機会の保障、事業者による見解
提示義務、説明会の実施などによって保障されて
いる。しかし、現実には手続きの存在が周知され
ていない、手続きが形がい化しているといった問
題により、結論ありきの開発が進んでしまうこと
も少なくなく、神宮外苑再開発やリニア中央新幹
線などにおいて問題視されているところである。
　弁護士としては、事業者、市民いずれの立場か
らも、上記の環境影響評価制度の意義を認識する
ことが求められる。また、東弁としても、環境影
響評価制度の意義を広めるための広報活動を行っ
ていくべきである。

６　�環境団体訴訟の実現

　わが国の裁判所は、先進工業国で唯一、環境団
体に原告適格を認めていない。そのため、環境法
が遵守されていなくても、訴訟を通じた是正がで
きないことが多い。また、政策形成訴訟が十分に
発展してきていない。このことを踏まえると、我
が国として、環境に関する情報へのアクセス、意
思決定への参画、司法アクセスの拡大を訴えるオ
ーフス条約を批准することが必要である。
　東弁としては、オーフス条約の批准を実現すべ
く努力する必要があり、特に、環境団体に原告適
格を付与することを実現するための活動を行うべ
きである。環境訴訟の提起は、環境対策が十分に
進んでいない現状において、国や企業に行動変容
を迫る方法として有効な場合があるが、そのこと
について、国民的な理解を得ていくための取組み
も必要である。

７　�市民に寄り添う活動

　東京三会では、公害環境なんでも１１０番（電
話相談）で、騒音・振動・悪臭・日照・低周波音
等の近隣環境紛争にかかる法律相談を実施してき
た。また、環境問題に取り組む市民団体等から話
を聞き、シンポジウムの実施等で広報する活動を
行ってきた。
　東弁としては、引き続き、市民・市民団体から
の話を聞き、それに寄り添う活動を継続していく
ことが肝要である。

個別課題―人権１０　　�医療と人権―医療基本法の
制定に向けて―

１　�東弁は、医療基本法制定に向けた調査研究、意見書等の作成・公表、シン
ポジウム等の開催その他関連する活動に積極的に取り組むべきである。

２　�東弁内で活動している医療問題を取り扱う各種委員会・協議会・法律研究
部が有機的・組織横断的に活動できるよう医療基本法の制定に向けた人的・
組織的な活動体制を構築・整備すべきである。
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１　�患者の権利の法制化の�
必要性

　憲法には生存権（第２５条）、幸福追求権（第１
３条）の定めがあるところ、これらの条項は、生
存権の重要な部分を占める医療と人権に関する憲
法の基本的な考え方を明らかにしている。
　しかし、現在、医療に関する法律は医師法、医
療法、次世代医療基盤法等複数存在する一方で、
それらの法令と最高規範である憲法とを媒介する
働きを担う患者の権利に関する基本法は存在しな
い。
　下記２で述べるように、患者の権利を中核とす
る医療基本法制定が求められつつも、法制化が実
現しない中、２０２０年以降、covid-19の感染拡大
が生じ、患者の権利が置き去りにされるという事
態が生じた。
　例えば、国及び各都道府県は、感染拡大下にお
いて、陽性者を宿泊施設等に移送して隔離する政
策を採用した。また、発熱がある患者が、病院に
連絡しても受診を断られたり、検査の対象には該
当しないとして自宅待機を指示されたりする等と
いった事例も生じた。
　２０２３年第６５回人権擁護大会シンポジウム第
１分科会（「人権としての医療へのアクセス」の保
障）においては、covid-19の感染拡大の中、入院
やホテル療養が間に合わず自宅で死亡する事例い
わゆる『自宅放置死』について、遺族からの報告
がなされた。また、コロナ禍で経済状況の悪化と
格差がさらに広がり、受診控えにより病状を悪化
させた家族の例も報告された。このような政策決
定及び事例は、患者の権利の重要な側面である、
どこでどのような医療を受けるかを自ら決定する
権利や、医療にアクセスする権利を侵害するもの
であったのではないか。
　感染症対策、経済対策の重要性は論を俟たない。
しかし、これらの政策決定及び事例の背景に、感
染症対策及び厳しい感染症対策をすることに伴う
経済的影響への対策という観点のみが強調され、
憲法上の基本的人権に由来する患者の権利が見過
ごされてしまったという側面があったのではない
か。
　このような事態を経て、今改めて、患者を医療
の客体ではなく主体とし、その権利を擁護する視
点に立って医療体制が整備されることが再確認さ

れた。憲法と医療関係法規を繋ぐ、患者の権利に
関する基本法を制定することが必要不可欠である。

２　�患者の権利の法制化に向け
た動き「患者の権利法」か
ら「医療基本法」へ

　我が国における医療基本法制定に向けた動きを
概観すると、１９６８年に日本医師会が「医療基
本法案」を発表するなど医療基本法制定の動きが
あったものの実現に至らなかった。
　その後、「患者の権利」の考え方が普及し、患者
の権利を中核とする医療基本法の法制化が求めら
れるようになった。日弁連では、患者の権利及び
その法制化に関して以下の宣言、提言を発出して
いる。２００８年人権大会では、「安全で質の高い
医療を受ける権利の実現」のために患者の権利に
関する法律を制定することが必要であることを宣
言している。
　１９８０年　�健康権の確立に関する宣言
　１９９２年　�患者の権利の確立に関する宣言
　２００８年　�安全で質の高い医療を受ける権利

の実現に関する宣言
　２０１１年　�患者の権利に関する法律制定を求

める決議
　２０１２年　�患者の権利に関する法律大綱案の

提言
　２００９年、ハンセン病問題に関する検証会議
の提言に基づく再発防止検討会が公表した報告書
において、「医療の基本法として（中略）医療関係
諸法規の再構成を図ることが僅々の課題」である
と指摘され、この頃から患者の権利の法制化運動
はもう少し広い医療基本法制定運動へと進展して
きた。２０１４年には全日本病院協会が医療基本
法案を発表、２０１６年には５団体による医療基本
法共同骨子、２０１９年には医療基本法制定に向
けた議員連盟が発足、２０２１年には４５団体によ
る医療基本法要綱案が公表されている１。

３　�市民の求める「医療基本法」
のめざすところ

（１）医療基本法の目的と理念
　上記１で述べたように、医療基本法は医療分
野の憲法として位置付けられるものである。即
ち、憲法１３条の個人の尊厳及び幸福追求権、そ
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して２５条の生存権が、医療分野においてどの
ような権利として保障されるのか明らかにする
内容であるべきである。そのため、①法の目的
として病者・患者・被験者の人権保障（患者の
権利の明確化）、②理念として医療の高い公共性
が謳われたものである必要がある。以下、法の
目的と理念を実現するために定められるべき法
の要綱を示す。

（２）医療制度における患者の権利
　医療を受ける者の基本的権利の内容は、①最
善、平等かつ安全な医療を受ける権利、②知る
権利と自己決定権、③差別を受けない権利、④
権利侵害の回復を求める権利であると考えられ
る。
　③については、多くの病者、障がい者が、職
場・学校・地域社会等での差別に苦しんできた
実態を踏まえ、病気や障がいを理由とする差別
が許されないことを明確にする必要がある。

（３）医療の公共性
　我が国の医療は、フリーアクセス、自由開業
・標榜制を特徴としており、地域、経済や人種
等による差異、不平等を生じ得る状況にある。
　改めて医療の公共性を明らかにし、医療供給
体制（量・質・財政）の公的コントロールを定
めていくことが必要である。具体的には、①政
策形成過程への病者・患者・被験者・国民の参
画、②医療関係者の権限と責務を明確化するこ
と、③医療専門職の育成及び資質の向上を図る
ための施策が必要である。

（４）権利侵害の回復システム
　病気や障がいを理由とする差別を解消するた
めの施策や、医療の提供に伴い健康被害が生じ
た場合等に迅速かつ適切に対応する制度を整備
するための施策が必要である。

４　�東弁の担うべき役割

　弁護士は、基本的人権の擁護・社会正義の実現
という使命に基づき、「法律制度の改善に努力す
る」べき義務を負っている（弁護士法１条２項）。
　医療に関わる問題に取り組む弁護士は、長年に
わたって患者の権利及び医療基本法制定に向けた

取組みを重ねており、医療問題弁護団（１９７７
年設立）、患者の権利法をつくる会（１９９１年設
立）などの任意団体により精力的な活動が継続さ
れている。これら任意団体の活動も法制定に向け
た大きな推進力となっているものの、このように
重要な問題は弁護士の総力を結集してこそ実現し
うるものであるし、かつ、殊に立法を求める活動
については弁護士会という公共的活動を担う大規
模団体の発言力・影響力は大きいものであり、東
弁も積極的な活動を行っていく必要がある。また、
患者側と医療側の議論や調整を行う場としても東
弁が果たせる役割は大きいものと考える。
　上記２で述べたとおり、日弁連は、「健康権宣言
（１９８０年）」、「患者の権利の確立に関する宣言
（１９９２年）」、「安全で質の高い医療を受ける権
利の実現に関する宣言（２００８年）」、「患者の権
利に関する法律の制定を求める決議（２０１１年）」
等、繰り返し患者の人権に関する意見を発出し、
２０２３年開催の第６５回人権擁護大会シンポジウ
ム第１分科会（「人権としての医療へのアクセス」
の保障）においても、医療基本法整備の必要性に
言及している。
　しかし、未だに医療基本法の制定は実現してい
ない。医療基本法制定に取り組んできた弁護士ら
の任意団体や日弁連での活動を推進するため、東
弁も、医療基本法制定に向けた調査研究、意見書
等の作成・公表、シンポジウム等の開催等を通じ
て医療基本法実現に向けた活動に積極的に取り組
むべきである。
　日弁連においては、人権擁護委員会において「医
療に関わる問題」に取り組んでいる。東弁では、
現在、医療基本法制定に取り組む特定の委員会は
ないが、これまで、医療に関する問題には、人権
擁護委員会、高齢者・障害者の権利に関する特別
委員会、消費者問題特別委員会、東京三弁護士会
医療関係事件検討協議会がそれぞれの課題に取り
組んでいる。医療訴訟等の研究に関しては医療過
誤法部などが取り組んでいる。
　東弁は、これらの委員会・協議会・法律研究部
において、あるいはこれらの有機的・組織横断的な
プロジェクトを設けるなどして、医療基本法の実
現に向けた人的・組織的体制を整備すべきである。

１　�医療基本法構想についてまとめられたものとして、患者の権利法をつくる会や全国ハンセン病療養所入所者協議会など５
団体による「医療基本法共同骨子」（２０１６年４月）、４５団体による医療基本法要綱案（フォーラム版、２０２１年７月）
がある。
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個別課題―人権１１　　�生活困窮・貧困・格差の問題

１　�生活困窮者に対し適切な公的支援が行き渡るよう、考えられる障害要因の
除去に取り組むべきである。

２　�生活保護基準の引上げに向けて社会や関係機関に対する働きかけを継続す
るべきである。

３　�その他、自殺対策、困窮化する前段階の対策検討など、貧困に起因し、又
は関連する問題に幅広く向き合って行くべきである。

１　�じわじわと広がる格差、生
活困窮者に人権の光を！

　厚生労働省が２０２３年８月２２日に発表した、
２０２１年の「所得再分配調査」によると、所得
格差の指標であるジニ係数（１に近いほど格差が
大きい）は、税・社会保険料を支払う前の当初所
得で０.５７００となり、過去最高に迫る水準とな
った。当初所得から税金や社会保険料を差し引
き、社会保障給付を加えた再分配所得のジニ係数
も微増し、０.３８１３となった。これも、ドイツ、
オランダ、北欧諸国などのヨーロッパ諸国と比べ
ると、かなりの高水準である。日本の格差は静か
に進行し、その拡大は深刻化しつつある。
　貧富の差が深刻化すれば、生活困窮者が増大し、
労働、子育て・教育、住宅、医療、情報アクセス、
余暇など生活の各分野で困難に直面する人々が増
える。しかし、格差によって、個人の幸福が阻害
されてはならない。格差に苦悩する人々に、人権
の光を届ける。ここに、東弁が格差問題に取り組
む意義がある。
　生活困窮に対して最も効果的な対策は、憲法２
５条によって保障された生存権を活用し、社会福
祉給付によって不足を補うこと、とりわけ生活保
護を利用することである。しかし、日本では人口
の１.６％しか生活保護を利用しておらず（厚生労
働省調べ）、生活保護基準以下で生活する世帯の２
割程度しか利用していない。
　東弁は、専門相談として、生活保護相談を行い、
生活保護の申請同行などを積極的に推進してきた。

格差の進行への対策として、今後も、充実した相
談体制を維持する必要がある。
　同時に、生活保護利用の潜在的な需要を掘り起
こす取組みを行うべきである。これまで取り組ん
できた申請受付窓口での申請権侵害（いわゆる「水
際作戦」）対策に加え、生活保護に対する負のイメ
ージを払拭し、その利用を促す活動にも力を入れ
る必要がある。
　また、熱中症対策の必要性やＩＴの生活インフ
ラ化など、最近の生活の変化に対応した生活保護
基準のあり方について検討し、必要に応じて改善
に向けた意見を述べていくべきである。

２　�生活保護基準の引下げの撤
回を求め、インフレに伴う
基準の引上げを求める

　厚生労働大臣は、２０１３年から２０１５年にか
けて、デフレなどを理由として、段階的に生活保
護基準（生活扶助費本体）を引き下げた（第１次
引下げ）。その後、住宅扶助、冬季加算の引下げが
続き、２０１８年から２０２０年には生活扶助費本
体の第２次引下げ、母子加算等の引下げが続いた。
引下げ幅は、第１次引下げで平均６.５％（最大１
０％）、第２次引下げで平均１.８％（最大５％）と
なった。生活保護バッシングに便乗する形で、引
下げが強行されてきた。
　第１次引下げに際しては、東弁は、その発表直
後に「生活保護基準の引き下げに強く反対する会
長声明」を発し、以来引下げ反対の立場に立って
きた。

●第２章　個別課題―人権分野―
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　また、第１次引下げによる保護費減額処分の取
消しを求め、全国で３０の集団訴訟が起き、２０
２２年に東京地裁でデフレによる引下げの合理性
を否定し、第１次引下げを違法とする処分取消判
決が言い渡された（現在控訴審係属中）。全国の集
団訴訟で出された判決の半分ほどが原告勝訴とな
っている（２０２３年１１月の名古屋高裁判決な
ど）。
　一方、ウクライナ戦争に端を発したインフレと
円安の進行により物価は上昇しており、これによ
り世帯の消費支出額も増大しているはずである。
消費者物価指数（生鮮食品を除く）をみると、デ
フレが進行したとされた２０１１年は９５.２であ
ったが、２０２３年７月は１０５.４である。消費税
増税分を考慮しても、約５.７ポイント上昇してお
り、その分生活保護利用世帯の家計は圧迫されて
いる。生活保護基準の額は、最低賃金や就学援助
費などにも連動するので、生活保護を利用してい
ない世帯にも影響が大きい。厚生労働大臣は、一
連の引下げを撤回して元に戻すとともに、大幅な
生活保護基準の引上げを行うべきである。東弁と

しては、生存権を守るため、生活保護基準の引上
げを強く働きかける必要がある。

３　�自殺対策、依存症対策など

　２０２２年の全国の自殺者数は、男性が１３年ぶ
りに増加に転じ、前年より４.２％増えた（厚生労
働省・警察庁調べ）。失業や低収入・生活苦を原因
とする自殺が増えているものと考えられ、厚生労
働省は長引くコロナ禍が影響した可能性があると
している。
　東弁では、自殺対策として、東京精神保健福祉
士協会の協力を得て、「こころといのちの法律相
談」を実施しているが、自殺増を受けて、さらに
自殺対策の取組みを強化する必要がある。
　また、生活困窮を招く原因としては、各種依存
症も考えられる。ギャンブル依存症などが典型で
ある。この点、賭博を合法化するに等しいＩＲ＝
カジノの設置は、ギャンブル依存症を招く弊害が
大きく、東弁は引き続き反対していくべきである。

個別課題―人権１２　　�東日本大震災・福島原発事
故に対する取組み

１　�今も残る避難者への支援を継続するべきである。震災・原発事故を風化さ
せず、引き続き被害者・被災者に対する支援の維持継続を目指すべきであ
る。

２　�福島原発事故の被害者に対する十分な賠償の実現に向けて活動を継続する
べきである。

３　�ＡＬＰＳ処理水の海洋放出の停止を求め、汚染水の処理方法について改め
て検討するべきである。

１　�今も残る都内避難者に�
寄り添い、生活困窮問題�
などへ対応する

　復興庁が各地方公共団体の協力を得て発表し

た、東日本大震災による避難者の所在都道府県別
・所在施設別の数（２０２３年５月１日現在）によ
ると、東日本大震災・福島原発事故の避難者数は、
全国で約３万人に上っている。復興庁の報告では
被災直後に４７万人の避難者がいたので、たしか
に減少したとはいうものの、発災後１２年以上を
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経過しても、少なくない人たちが避難の継続を余
儀なくされている。
　東京都にも、２０２３年５月１日現在で２８５１
人の避難者がカウントされている。避難者数につ
いては、各都道府県の集計に入らない「暗数」が
あるといわれており、実際にはもっと多い避難者
が都内にいる可能性がある。
　一方、避難者への支援は、次々と打ち切られて
いる。２０２３年１１月現在、応急仮設住宅の提供
は、大熊町と双葉町の２町だけとなり、他は既に
提供が終了した。東日本大震災の被災者に対する
援助のための日本司法支援センターの業務の特例
に関する法律も失効した。支援が打ち切られた避
難者の生活の困窮が心配される。すべての被災者
が生活に困ることのないよう、東弁は、相談活動
などを通じて引き続き、被災者の立場に立った支
援活動を進めていく必要がある。
　これまで、東京三会では災害復旧復興本部を立
ち上げ、電話相談や避難所相談、原子力損害賠償
・廃炉等支援機構の相談、被災地への各種支援等
を実施しており、また、原子力損害賠償紛争解決
センターには、東京三会に所属する弁護士が、現
場で和解仲介を担う仲介委員・調査官として活動
をしてきた。
　東弁は、これらの活動を踏まえつつ、日弁連、
関弁連や他の弁護士会とも連携して、被災者・被
害者の人権擁護のため、東日本大震災に関する諸
問題について、国や関係機関に対する積極的な提
言を行うほか、引き続き復興途上の被災者・被害
者に寄り添いながら「人間の復興」を実現すべく
支援活動により一層力強く取り組むべきである。

２　�東日本大震災・福島原発事
故を風化させない取組み

　コロナ禍を経て、東日本大震災・福島第一原発
事故の被災、被害事実の風化が一層加速化してい
る。
　復興が途上であるにもかかわらず被災等の事実
が過去のものとなり、また、被害回復、被災者支
援の取組みへの意識が低くなっている風潮には強
い懸念を抱く。被災等事実の風化は、被害者及び
被災者の切捨てにつながりかねない。東京三会と
関弁連が２０１８年に連名で発した「東日本大震
災・福島第一原子力発電所事故から７年を迎える
にあたっての声明」で抱いた懸念は、より深刻化

している。
　東弁としては、東日本大震災・福島第一原発事
故の被災、被害事実を今後も伝え、皆で考えてい
くため、広報活動やシンポジウムの開催などを通
じて、啓発していくことが必要である。

３　�福島原発事故の被害者に�
対する十分な賠償の実現�
を訴える

　福島第一原発事故の被害者に対する救済・賠償
は依然として不十分である。いくつかの集団訴訟
で国や東京電力の責任を認める高裁判決が出たも
のの、２０２２年６月の最高裁判決では国の責任が
否定され、賠償の水準としても残念ながら被害者
救済に資する十分な賠償を命じたと言える内容で
はなかった。
　原子力損害賠償紛争審査会は、２０２２年１２
月、福島第一原発事故をめぐる損害賠償紛争の解
決の指針として示している「中間指針」の第５次
追補を発表し、中間指針を９年ぶりに見直した。
第５次追補により賠償額が追加されることになっ
たが、第５次追補で追加される賠償額は、例えば
避難区域外では１０万円にも満たない場合が多く、
全体としてみても未だに十分な賠償がなされてい
るとは言いがたい。
　被害地域では、多くの地区で避難指示が解除さ
れ、住民の帰還も進められているが、残存する放
射性物質への不安や、廃炉へ向けた道のりが一向
に見通せないこともあって、事故前と比べて定住
人口が大幅に減少したまま容易に回復しない地区
も多い。被災した住民・事業者の中には、本件事
故発生当初の損害についてこれまでに十分な賠償
を受けていない方や、本件事故からの時間の経過
等を踏まえてもなお損害の発生が継続していると
考えられる方もいることが推測される。今後は、
ＡＬＰＳ処理水の放出によって水産業などが影響
を受けた場合の手当てなど、二次的な賠償が必要
な場合もありうる。
　東弁としては、引き続き、すべての被害者に十
分な賠償がゆきわたるよう訴え続けるべきである。

●第２章　個別課題―人権分野―
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４　�「ＡＬＰＳ処理水」の海洋放
出に反対し、影響への対策
を訴える

　福島第一原発事故で、「ＡＬＰＳ処理水」といわ
れる、多核種の放射性物質を含む排水の海洋放出
が、２０２３年８月２４日から始まった。放出をめ
ぐっては、国内の世論の賛否は二分しており、放
出を決めた国の説明が十分でないことや、地元の
漁業関係者の同意を得ないまま放出に踏み切った
ことには、批判も大きい。中国政府の反対が大き
く報じられているが、隣国である韓国の野党勢力
が反対していることや、マーシャル諸島など島し
ょ国の議会で海洋放出の反対決議が上がっている
ことも見逃せない。
　日弁連は、２０２２年１月２０日付けで「福島第
一原子力発電所事故により発生した汚染水等の処
理について海洋への放出に反対する意見書」を取
りまとめ、同月２６日付けで内閣総理大臣に提出
した。国及び東京電力ホールディングス株式会社
は、東京電力福島第一原子力発電所において発生
した汚染水等の処理について、海洋への放出では
なく他の方法を検討すべきだとして、日弁連は、
海洋放出について反対してきた。
　日弁連意見書のとおり、「ＡＬＰＳ処理水」の海
洋放出は、その安全性に疑問があり、非現実的な
廃炉方針を前提にしていることや代替案の検討が
十分でないことを考えると、その必要性も疑問で
ある。また、放出に伴い、水産業をはじめとする
多方面への影響も懸念され、一部では被害が現実
のものになりつつある。これまで多大な被害を受

けてきた原発事故被害者にとっては、海洋放出に
伴う新たな被害の発生は「二次被害」というべき
ものであり、さらなる被害の継続・深刻化にもつ
ながりかねない。
　国際原子力機関（ＩＡＥＡ）は、２０２３年７月
に発表した報告書で、「ＡＬＰＳ処理水」の放出計
画について「関連する国際安全基準に合致してい
る」「人及び環境に対し、無視できるほどの放射線
影響となる」と結論付け、国はこれを「お墨付き」
として放出に踏み切った。しかし、ＩＡＥＡは「処
理水の放出は日本政府が決定することであり、こ
の報告書はその方針を推奨するものでも承認する
ものでもない」としている。同報告書は、計画に
ついて述べたものであって、実際の放出が安全で
あると保証したものではない。実際、ＩＡＥＡは、
「放出中及び放出後も、ＡＬＰＳ処理水の放出に関
し、日本に関与する」とし、「福島第一原子力発電
所におけるオンサイトでの立会いを維持し」「モニ
タリング・データの提供」を求めるとしている。
放出は、国際社会による監視が必要な事柄だとい
うのである。ＩＡＥＡの報告書に対しては「漁業
者などの声は軽視された」等の批判もあり、これ
を実際の放出行為の「お墨付き」とすべきではな
い。
　東弁としては、日弁連意見書に賛同し、「ＡＬＰ
Ｓ処理水」の海洋放出をいったん中止した上で、
地元住民、消費者、漁業関係者らと十分に話し合
って、汚染水の処理方法の代替策を含めて再検討
するよう求めるとともに、すでに始まっている海
洋放出によって生じる被害については、国と東京
電力の責任で賠償等がなされるよう、働きかけを
行っていくべきである。

個別課題―人権１３　　�持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の具現化
とビジネスと人権の課題に取り組む

１　�東弁が、「憲法と人権擁護の観点からＳＤＧｓの実現を目指す２０２２年宣
言」において決意したＳＤＧｓの課題の具現化を推し進める。

２　�ビジネスと人権に関する行動計画の普及とその効果的な実現ならびに中小
企業向けのサポートに取り組む。
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３　�２０２５年のビジネスと人権に関する行動計画の改定に向けて、作業部会ミ
ッション終了ステートメントにより提起された課題の実現に取り組む。

１　�ビジネスと人権に関する指
導原則

（１）事業活動のグローバル化に伴い、企業が人権
侵害に関与する事例が多く認識されるようにな
った。これを受けて、海外では２０１０年代以
降、企業に人権尊重を求める国際フレームワー
クが多く作成されている。中でも起点となり、
ビジネスと人権の分野で大きな転換点となった
のが、２０１１年、国連人権理事会において全
会一致で支持された「ビジネスと人権に関する
指導原則」（以下「指導原則」という。）である。

（２）指導原則は、一般原則として３つの枠組みを
提唱している。すなわち、国に対しては人権を
擁護する国家の義務、企業に対しては人権を尊
重する企業の責任、国と企業の双方に効果的救
済にアクセスする被害者の権利、という３つで
ある。殊に、従来、国家の責任とされてきた人
権への対応について、企業にも義務があること
を明記した点にこの指導原則の意義がある。

（３）人権を尊重する企業の責任は、①企業方針に
よるコミットメント（企業として人権尊重の方
針を策定し、経営レベルでコミットする）、②人
権デュー・デリジェンス（自社及び取引先の人
権侵害・人権侵害の可能性をチェックし、対応
する）、③救済への取組みの３つの要素からな
る。重要なのは、これらが企業の法令遵守の問
題として扱われるべきとされる点である。指導
原則第２３項は、企業はどこで事業を行うにし
ても適用されるべき法を全て遵守した上で国際
的に認められた人権を尊重するとしている。そ
して、重大な人権侵害を引き起こす、または助
長するリスクをlegal�compliance�issue、つまり
は「法令遵守の問題」として扱うべきであると
している。そして、この指導原則はすべての企
業に適用されるとされている。

２　�持続可能な開発目標�
（ＳＤＧｓ）

（１）２０１５年９月、国連において持続可能な開
発サミットが開催され、１５０を超える加盟国
首脳の参加のもと、その成果文書として「持続
可能な開発のための２０３０アジェンダ」（持続
可能な開発目標－以下「ＳＤＧｓ」という。）が
採択された。
　ＳＤＧｓは、その前文において、「このアジェ
ンダは、人間、地球及び繁栄のための行動計画」
であり、かつ「より大きな自由における普遍的
な平和の強化を追求」するものであることを示
した上で、「極端な貧困を含む、あらゆる形態と
側面の貧困を撲滅することが最大の地球規模の
課題であり、持続可能な開発のための不可欠な
必要条件である」とする。そして、「すべての国
及びすべてのステークホルダーは、協同的なパ
ートナーシップの下、この計画を実行す」べき
ことを述べ、計画の実行によって「誰一人取り
残さないことを誓う」（本文中にも同様の指摘が
ある。）。２０３０年に向けて解決すべき環境・社
会課題として、１７の目標と各目標を具体化す
る１６９のターゲットから構成される。

（２）ＳＤＧｓの実践には、国家・政府のみなら
ず、「小規模企業から多国籍企業、協同組合、市
民社会組織や慈善団体等の多岐にわたる民間部
門」が当事者として参加することが期待されて
いる。また、ＳＤＧｓが掲げる目標そのものに、
水（目標６）、エネルギー（目標７）、経済成長
・雇用（目標８）、インフラ・産業化・イノベー
ション（目標９）、都市（目標１１）、消費・生
産（目標１２）、気候変動（目標１３）など企業
活動に密接に関連するものが多い。更に、近年
は企業のガバナンスに関するソフトローや、企
業に対する投資判断要素の中にＳＤＧｓの考え
方が採りいれられるようになっており、企業が
事業価値の維持向上を考える上でＳＤＧｓは無
視できない存在になっている。

●第２章　個別課題―人権分野―
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３　�日本政府の取組み―「ビジ
ネスと人権」に関する行動
計画とガイドラインの策定

　日本政府は、前述の指導原則を踏まえ、また「Ｓ
ＤＧｓの実現に向けた取組みの一環として」、２０
２０年１０月、「『ビジネスと人権』に関する行動
計画（２０２０－２０２５）」（以下「行動計画」と
いう。）を策定・公表した。また、この行動計画の
中で、企業に対し人権デュー・デリジェンスのプ
ロセス導入を期待し、政府として各種の啓発活動
を行うと明記したことを受けて、その具体的な枠
組みや手法を示すものとして、２０２２年９月、「責
任あるサプライチェーン等における人権尊重のた
めのガイドライン」を公表した。
　その他、政府において、海外動向に関する情報
提供、中小企業向けのものを含む企業向けの啓発
活動やセミナー開催など、普及活動が行われてい
る。しかし、上場企業を含め、未だ社会に広く定
着した状況には至っていない。

４　�国連ビジネスと人権作業部
会による評価

　２０２３年７月、国連ビジネスと人権作業部会の
メンバーが来日し、日本における指導原則の実践
状況についてヒアリングを行った。そして、同年
８月、その結果報告である「ミッション終了ステ
ートメント」を公表した。
　ステートメントでは、以下の点に関する指摘が
なされている（「結語」部分）。日本における人権
課題への取組みはまだまだ途上であることが確認
された形であるが、中でも、救済へのアクセスに
ついて、国家司法メカニズム、国家非司法メカニ
ズムの双方ともに十分に機能していないとの指摘
が注目される。また、企業の浸透度にムラがあり、
殊に情報収集力に乏しい中小企業に対する周知・
支援についての指摘があることにも留意するべき
である。
①人権分野でのシステミックな人権課題に十分
に取り組まれていないことに懸念。

②リスクに直面しているグループ（女性・障害
者・先住民族・部落・技能実習生・移民労働
者・ＬＧＢＴＱＩ＋等の人々）に対する不平
等と差別の構造を完全に解体することが緊急

に必要。
③ハラスメントを永続させている社会規範とジ
ェンダー差別には全面的に取り組むべき。
④政府はあらゆる業界で、人権侵害の被害者の
透明な調査と実効的な救済を確保すべき。
⑤実効的な救済と企業のアカウンタビリティー
へのアクセスを促進するため、独立した国内
人権機関の設置を求める。

５　東弁が取り組むべき課題

（１）東弁は、２０２２年３月、「憲法と人権擁護の
観点からＳＤＧｓの実現を目指す２０２２宣言」
を公表し、ＳＤＧｓの課題への取組みを推し進
めることを宣言した。これらの取組みを会とし
て更に進めることが求められる。

（２）ビジネスと人権の分野においては、政府が示
す行動計画やガイドラインの周知活動のほか、
現場の問題に取り組んできたことによって蓄積
された知見、経験を活かして、より具体的な実
践の例を提供してゆくことも考えられる。特に、
中小企業の場合、立場の弱さや人的・物的基盤
の弱さから、大企業とは異なる課題を抱えるこ
とが予想され、それに対する情報提供や救済の
サポートが重要になる。東弁は、これらの課題
を整理し、サポートの取組みを強化するべきで
ある。

（３）そして、政府の行動計画は、２０２５年に改
定の時期を迎える。改定の際には、前述のミッ
ション終了ステートメントによって提起された
課題を実現する具体的な内容を行動計画に盛り
込むことが求められる。東弁は、この改定にお
いて問題が確実に解消される内容になるよう、
国や関係者に対し、情報提供や働きかけを行っ
ていくべきである。
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個別課題―東弁１　　�更なる男女共同参画の推進

１　�東弁の第三次男女共同参画基本計画のいずれの目標についてもその達成を
目指し、男女を問わず、多様な価値観を尊重する持続可能性のある弁護士
会を実現することにより、弁護士・弁護士会及び司法への市民の信頼を高
めるべきである。

２　�東弁の第三次男女共同参画基本計画のうち、特に①意思決定過程への女性
会員参画の推進、②女性会員の業務・キャリア形成のサポート、③ワーク・
ライフ・バランス実現の推進に重点を置き、実現させるべきである。

１　�東弁の第三次男女共同参画
基本計画の実現

　東弁は、５年間（２０２２年度から２０２６年度）
の取組みとして、第三次男女共同参画基本計画
（以下「第三次計画」という）を策定した。
　第三次計画は、ジェンダーバイアスを排除し多
様な価値観を尊重する持続可能性のある弁護士会
を実現することにより、弁護士・弁護士会及び司
法への市民の信頼を高めることを大目標として掲
げる。そして、重点目標として、①会の政策決定
過程への女性会員の参加の推進、②業務における
性別及び性差による障害解消と職域拡大、③会員
のワーク・ライフ・バランス支援、④性別を理由
とする差別的取扱い及びセクシャルハラスメント
などの防止、⑤女性会員の業務・キャリア形成の
サポートの５点を維持しつつ、横断的な特徴とし
ては、会務や業務のスマート化（場所的拘束性の
緩和）の更なる推進がある。その背景としてイン
ハウスその他弁護士全体の働き方の多様化が進み、
働き方に応じた支援の必要性が高まったことがあ
る。

　男女を問わず、特に若手会員も含めた多様な価
値観を尊重する持続可能性のある弁護士会を実現
することにより、弁護士・弁護士会及び司法への
市民の信頼を高めることへつなげていくべきであ
る。
　第三次計画の目標はいずれもその達成を目指す
べきであるが、そのうち、特に①意思決定過程へ
の女性会員参画の推進、②女性会員の業務・キャ
リア形成のサポート、③ワーク・ライフ・バラン
ス実現の推進に重点を置き、実現させるべきであ
る。

２　�意思決定過程への女性会員
参画の推進

　弁護士は、人権保障及び社会正義の実現を使命
とするものであり、女性差別を撤廃し、女性の人
権保障を実現する活動に尽力する必要があるが、
そのためにも、弁護士会が、男女共同参画社会基
本法の趣旨を体現することが求められる。クリテ
ィカル・マスの視点から、会の意思決定過程に参
画する女性会員の割合を３０％に届くように努め
るべきであり、かつ、男女共同参画の重要性を会

個別課題―弁護士会―第第３３章章
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員に周知徹底すべきである。
　特に次の２点に重点を置くべきである。
（１）東弁理事者、東弁輩出の日弁連理事に毎年２

名以上の女性が含まれることを目指すべきで
ある。

　この目標実現のための環境整備として、東弁
理事者（主に副会長）の職務の負担軽減・合理
化に関しては、①副会長決裁文書が多い点に関
し、決裁のオンライン化をさらに進め、②拘束
時間に関し、現在、理事者会のオンライン化が
図られているが、後述するようにこれをさらに
推進する他、日弁連や外部団体等の行事出席や
夜間・休日の会主催行事への出席を強制されず
柔軟に対応できるように工夫すべきである。③
理事者職務の負担軽減・合理化に関しては、会
員及び職員の理解がより得られるよう努めるべ
きである。
　また、女性理事者経験者がその職務の魅力・
やりがい・障害を克服した経験等を伝えるなど
積極的なアピールを行うべきである。
　なお、現在に至るまで、東弁理事者や日弁連
女性理事は会派所属会員から輩出されてきたが、
毎年２名の女性会員が確保されない状況が続く
ようであれば、どちらについても会派推薦以外
に、たとえば積極的に会務活動を行っている女
性会員や男女共同参画推進本部所属の女性会員
から１名選任することなども検討されても良い。
会派推薦以外の女性会員を東弁理事者等に推薦
することで、現在、インハウスや会派に属しな
い会員も多数いるところ、これらの会員の意見
等を反映させることにも資することになる（な
お、財務面などを考慮すれば、東弁副会長を現
在の６名から７名に増やすことは望ましくない
と考えられる）。

（２）会務活動のスマート化をより推進すべきであ
る。会員が通常業務のみならずケア責任等と
の両立を図りながら参加できるよう会務活動
のスマート化をより推進すべきである。

　各種委員会のオンライン開催は進み、常議員
会での一定の場合のオンライン出席も可能とな
ったが、さらに、常議員会、委員会、会派懇な
どの完全オンライン開催を推進すべきである。
上記のとおり理事者会は、オンライン化も図ら
れているが、これまでどおり週２回の開催を維
持するのであれば、少なくとも週１回は完全オ
ンライン開催にするなども検討されるべきであ

る。総会のオンライン化の検討も進めるべきで
ある。また、場所のみならず時間の面でも、参
加しやすくするため、各種会議・イベントの開
催時間帯を原則日中時間帯にするよう働きかけ
るべきである。インハウスの会員は１８時以降
でなければ参加できない、とも言われるが、当
該インハウスの雇用者には、会の政策決定過程
への参画要請の観点から、通常の労働者と異な
る協力要請を、会として行うことも必要ではな
いだろうか。

３　�女性会員の業務・キャリア
形成等のサポート

　女性弁護士の執務環境改善及びロールモデルの
活躍事例の紹介セミナー、女性社外役員就任を推
進するセミナーの開催等を通じて女性会員のキャ
リア形成を支援すべきである。２０２３年度には
女性社外役員就任を推進するセミナーも複数回開
催されたが、今後も引き続き各種支援を行うべき
である。
　なお、ワーク・ライフ・バランスの観点でも、
イベント等に参加しやすくするため、原則日中時
間帯に開催するよう働きかけるべきである。
　さらに、妊娠・出産を機にキャリアが途切れて
しまうことがないように、東弁としては、職場環
境整備を図る方法に関して会員の意見を広く聞き
ながら具体的な支援内容やその実現方法等を検討
すべきである。なお、これらの支援内容を検討し
つつも、東弁は、キャリアが途切れることなく業
務できるに十分な実力をつけるよう引き続き会員
に対する研修・勉強会等を充実させるべきである。
　女性会員の悩みや相談事の共有や解決方法につ
いて情報交換に資するよう女性会員のネットワー
ク作りもさらに進めるべきである。
　女性会員の業務・キャリア形成等をサポートす
る前提として、法曹志望者を増やすことも必要で
あり、東弁は、インハウスや任期付公務員などの
様々な働き方を支援しつつ、一方で、いわゆる町
弁として働く弁護士の魅力・やりがいなど（たと
えば、自分で働き方を調整・選択できるメリット
があること等）についても、学生だけでなくイン
ハウス向けなどにも積極的にアピールすべきであ
る。このアピール方法としての広報・イベント等
については、東弁だけでなく、東京三会や日弁連
にも働きかけることを検討すべきである。
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４　�ワーク・ライフ・バランス実
現の推進―業務のウエブ化
を含む業務のスマート化等

（１）ワーク・ライフ・バランス実現のための支援
　「ワークライフバランスガイドライン」等に関
し、セミナー等の機会を含めてこれまで以上に
会員へ広報を行うべきである。また、「ワークラ
イフバランスガイドライン」だけでなく、東弁
が作成した会員向けのガイドライン等は、会員
ホームページにここを見ればいいという形でパ
ッケージされるべきであり、周知徹底の方法を
工夫すべきである。

　また、これらのガイドラインを遵守した事務
所を可視化し、更なる推進を目指すべきである。

（２）業務のスマート化
　ワーク・ライフ・バランス実現のため、業務
のスマート化を更に推進すべきである。
　例えば、家事事件手続のＩＴ化が開始された
が、ＩＴ化を進めるべく更なる裁判所への働き
かけを行うべきである。
　また、法テラス業務に関しても、オンライン
による各種書面提出手続の実現を日本司法支援
センターに東弁から申し入れることを検討する
など、より効率的な業務環境を実現するための
働きかけを行うべきである。

個別課題―東弁２　　�「人権の東弁」を守るために、
強固な財政基盤の確立を

１　�会員増で盤石な財政基盤の確立を図り、会財政の持続可能性を追求する。

２　�在京他会の約２倍の負担となっている会館維持管理費の負担割合を見直す。

３　�十分な修繕積立金を確保し、後の世代に負担をかけない。

４　�ＯＡについて、東弁基幹システムを適切に見直し、コスト軽減とベンダー
ロックインの解消を図る。

５　�人件費の伸びを抑え、同時に職員のやりがいを持てる職場づくりを目指す。

１　�「人権の東弁」を守るために

　東弁は、全国最大規模の弁護士会であり、「人権
の東弁」と呼ばれるにふさわしい誇るべき人権擁
護活動や公益活動を行っている。しかし、近年の
財政問題により、東弁の人権活動や公益活動も見
直しを余儀なくされた。東弁が活発かつ永続的に
「人権の東弁」たりうるには、盤石な財政基盤の確
立が必要である。

２　�財政基盤の確立

　まず、入会者数の回復に力を注ぐべきである。

東弁：一弁：二弁の会員数比は、かつては２：１：
１であったが、現在は、４：３：３にまで接近し、
東弁は修習修了者の一斉登録数で一弁の後塵を拝
している。新入会員数の減少は、人権活動の担い
手の減少を意味すると同時に、会費収入の減少に
よる財政基盤の弱体化を招く。研修等の会員支援
の充実、委員会活動や法律研究部への参加促進な
ど、在京他会に優位する東弁独自の魅力を開拓・
発信して、継続的に入会志望者を増やす取組みが
強く求められる。

３　�積み残した課題

　東弁は、２０２２年１２月から全会員会費２００
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０円減額を開始した。これによる会費収入減は、
６５期以降を含め、総額約２億円と試算されてい
る。２０２２年度の決算については黒字となった
が、通年での会費減額の影響が明らかとなるのは
２０２３年度以降であり、引き続き、東弁財政に
ついては注視し、必要な緊縮及び管理を継続する
必要がある。
　この会費減額に向けて、東弁では様々な財政改
革が実行されたが、現在なお改革の途上であり、
今後の議論が必要な課題が残っている。その主な
ものとして、①会館の維持・管理の問題、②ＯＡ
・システムの問題、③東弁職員の人件費の問題等
がある。

４　�弁護士会館の維持・�
� 管理費用の問題���

（１）はじめに
　会館は、弁護士会の活動の基盤であり、また、
弁護士会の最大の資産であることから会館の維
持・管理は極めて重要な課題である。他方、多
額な維持管理費用がかかることから、弁護士会
の財政状況に大きな影響を及ぼすこと、また、
弁護士会の持続可能性の観点からは、会館の将
来問題について、早い段階で議論を開始するこ
とが望ましい。会館に関する主な問題としては、
①東弁と在京他会との費用負担割合の問題、②
大規模修繕の財源問題、③会館の将来の建替え
の問題などがある。

（２）東弁と在京他会との費用負担割合の問題
　東弁では、会館の維持・管理に関する費用は、
会館特別会計のうち、維持管理会計（会館建物
及び付属設備の維持管理）から支出されており、
その財源は一般会計からの繰入金とテナント収
入である。
　会館は、四会（日弁連、東弁、一弁、二弁）
が所有者であるところ、「新会館建設代金負担割
合に関する合意書」により、持分（床面積）割
合に応じて費用を負担することとされ、具体的
負担割合は維持管理費については日弁連２７.３
６％、東弁３６.１０％、一弁１８.８４％、二弁
１７.７０％である。
　このように、東弁は在京他会に比して約２倍
の費用負担をしているのに対し、現在在京三会
の会員数比は４：３：３に接近しているため、こ
の格差が東弁の財政圧迫の一因となっている。

　会館の維持管理費用は、床面積に比例して定
められている。そこで、余剰面積があるのであ
れば、持分を他会に譲渡することが考えられる。
あるいは、２０２３年度は、千住ミルディスが
東京都弁護士協同組合（以下「東弁協」という）
に賃貸され、賃料収入が発生する見込みであり、
同じように弁護士会館の東弁専用部分を東弁協
その他の関連団体に賃貸し、賃料収入を得るこ
とも検討されるべきである。
　床面積の譲渡や賃貸ができないのであれば、
広い床面積を利用して、積極的な会員サービス
（活用されていないスペースを、裁判所のオンラ
イン期日や、オンライン会議に対応できるブー
スに改装して会員に提供するなど）を付加し、
新入会員獲得の一助とすることも考えられよう。

（３）大規模改修の費用の問題
　会館は、９５年に建設された後、概ね１０年
に一度大規模改修工事を実施してきた。直近の
大規模改修（２０年目大規模改修）は２０１７年
度から２０２１年度にかけて実施され、４会の支
払額は約４７億円、東弁の負担額は約１７億円
であった。この大規模改修工事の財源が、３０
年目大規模改修実施後は不足する可能性を指摘
されていることが第二の問題である。
　大規模改修工事費用は、会館特別会計のうち
修繕積立金会計から支出されている。修繕積立
金会計の財源は、元来新会館臨時会費であった。
しかし、新会館臨時会費は、従来は登録後５年
以内に１３０万円を納入することとされていた
が、２００３年４月登録（５６期）以降の会員に
ついては徐々に減額され、２０１６年１１月の臨
時総会において、６５期から６８期の会員につ
いては２０１７年以降の新会館臨時会費が免除
され、６９期以降の会員は全額が免除となって
いる。この結果、現在、修繕積立金会計には特
別会費による収入はほとんどなく、２０２６年
以降は０となる予測である。
　２０２３年現在、修繕積立金繰越金は約３７億
円であるところ、このまま積立を行わずに大規
模改修を行った場合２０２１年度に作成された
財政改革ワーキンググループのシミュレーショ
ンでは、繰越金は２０３３年の段階で１３億円に
まで減少すると予想されており、３０年目改修
実施後は、以後の大規模改修費用が枯渇するこ
とになって、将来、東弁を担う現在の若手会員
に大きな経済的負担を課すことになりかねない。
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　３０年目大規模改修以降の大規模改修費用に
ついて、日弁連及び在京他会は、将来の大規模
改修費用の引当てがされている。東弁のみが会
員に新たな新会館臨時会費の負担を求めること
になれば、新入会員の東弁離れを惹起し、結果
新入会員が減少を招く恐れがある。そこで、将
来に備えて、一般会計から修繕積立金会計への
繰入れを行い、修繕積立金の積増しを早急に開
始すべきである。
　その方法として、現在、約１９億円ある一般
会計の繰越収支残高のうち、２０１１年度から
２０１６年度までに一般会計に間接的に流用さ
れた約１１億円を上限として修繕積立金会計に
繰り戻し大規模改修費用の引当ての一部とすべ
きである。また、これに加えて、一般会計から
会館会計への定期的な積立てを行うべきである。
そもそも、公益を行う団体にとって、その基本
財産が減少することは避けなければならない。
本来減価償却資産は基本財産とすべきではない
ところ、弁護士会は会館を基本財産としている
ために、減価償却を避けられない。基本財産を
維持するには、本来は減価償却累計額が特定預
金として引当てされるのが望ましいのであり、
基本財産を維持するためにも、将来の会館の建
替え等の引当てとしても、毎年一般会計より定
額を会館特別会計への振替えを検討すべきであ
る。
　ただし、現在東弁では、システム・ＯＡ関係
の出費が増大傾向にあり、また、会員数の増加
に伴い、東弁職員の業務量の増加に伴う人件費
の増大も予測されているところ、一般会計から
会館特別会計への振替えを実施するに際しては、
さらに厳密な会計予測と執行管理が求められ、
このことが東弁の活動の足かせにならないよう、
慎重な配慮が必要である。

５　�システム・ＯＡ費用の問題

（１）東弁業務システムの更新
　東弁の活動を支えるためには、システム・Ｏ
Ａの充実を図ることが極めて重要である。昨今
のＡＩの劇的進化への対応も必要であり、他方、
会員数の増加に伴う業務負荷の軽減のためにも、
システム・ＯＡ部門はさらに充実することが必
要である。その中心となるものが、東弁の基幹
業務システムであるが、このシステムについて

は、現在、２０２８年のサーバ更改（２０２３年
のサーバ更改の次回）に合わせてシステムの全
面的改修が予定されている。このシステム改修
については、以下の問題点がある。

（２）システム改修費用の引当てについて
　当初、２０２８年度のシステム改修について
は、東弁財政改革ＷＧの答申に基づいて、基幹
システムの改修については、６億円程度の引当
金があれば、改修は可能であろうとの予測の元、
毎年８０００万円を事業準備金積立金としてい
る。しかしながら、どのようなシステム改修を
行うのか未確定の段階での予測であり、システ
ム改修費用が多額に上り、一般会計や、会館特
別会計からの流用を余儀なくされることが無い
よう、十分な検討が必要である。

（３）いわゆるベンダー・ロックインの問題につい
て
　現在、東弁では、業務システムの運用をＮＥ
Ｃ一社に委託しており、このことが、保守運用
コストの増大、改修の際の柔軟性を欠くことに
繋がっている。次期改修にあたっては、この問
題の解消が求められる。

（４）解決策について
　上記の問題の解決については、２０２２年度、
情報システム対応室より意見書が提出され、さ
らに２０２３年度、東弁グランドデザインＰＴ
において検討が続けられている。
　業務システムをスリム化し、独立性の高い機
能を切り出すことで保守運用コストを削減する
とともに、システムの結合を緩和（疎結合化）
して細分化しつつ連携させ、オープンな標準的
技術を用いることで、様々なベンダーの参入を
可能とし、競争原理を働かせるという内容とな
っている。
　ただし、現在のベンダー・ロックインの状況
は裏を返せば、システムのあらゆる問題につい
て、ベンダーに頼めば解決するという一面もあ
るのであり、今後、標準的なソフトを用いて、
自前でシステム管理を行うためには、職員の知
見の向上が必要であり、同時に、コンサルティ
ング業者の選定等の新たなコストも発生するこ
とから、これらの開発計画をスピーディに進め
ることが必要である。

●第３章　個別課題―弁護士会―

99



６　�人件費の問題

（１）財源について
　２０２２年度の東弁職員の人件費（法律相談
課の派遣職員を除く）は約６億３０００万円強と
なっており、同年度一般会計の支出合計（約１
９億１３００万円）の中でも大きな費目となって
いる。地域内に複数会が存在するという東京都
の特殊事情に加え、司法試験合格者数が逓減し
ている現状に鑑みれば、これまでのような会費
収入の伸びは期待できず、財源は限られている
と考えるべきである。

（２）問題点
　他方、従前と比較すれば確実に会員数は増加
しており、９０００人を超える会員を擁する東
弁では、それに伴い職員の業務負荷も増大して
いる。また、弁護士会に要請される様々な業務

は年々複雑化し、対応を必要とされる職員の業
務量も増加の一途をたどっている。こうした職
員の業務負担の増大は毎年会務運営の大きな問
題となっている。
　こうした点に鑑みれば、業務の効率化を図り、
業務量を減らす取組みとともに、限られた財源
の中で、職員数を増やして業務負担を軽減でき
るよう、給与体系を見直していく試みも検討を
開始せざるを得ない。例えば、ＲＰＡ（ソフト
ウエアロボットによる業務システムの自動化）、
ＡＩ－ＯＣＲ（人工知能技術を取り入れた光学
文字認識）等のＩＴ技術を導入し、軽減できる
業務負担は徹底的に軽減する必要がある。
　東京弁護士会が、人権の東弁として、今後も
持続可能な活動を行っていくためには、人件費
総額を抑制する方法に関する問題点も、真摯に
検討を開始すべき時期にある。

個別課題―東弁３　　�弁護士会の広報のますますの�
充実・強化を

１　�市民に弁護士の様々な取組みをわかりやすく伝えたり、弁護士のイメージ
アップを図ったりするような対外的広報をますます充実・強化する。

２　�会員に対して有益な情報をわかりやすく提供する会内広報をますます充実・
強化する。

３　�学生など法曹志望者予備群に対して弁護士という仕事の魅力をわかりやす
く伝える広報をますます充実・強化する。

１　�はじめに�
� 〜広報強化の必要性

　近年、弁護士会における広報を強化する必要性
が高まっている。その必要性は以下のように複合
的なものであり、それぞれの必要性ごとに広報強
化の手段を考えていく必要がある。
①　市民・企業等の司法アクセスの強化の必要
性

　弁護士人口が増えて市民・企業等の弁護士
へのアクセスは徐々に改善される傾向にある
が、法的助言や法的紛争の解決を必要として
いるのに弁護士に相談、依頼をしない市民・
企業等は依然として少なくない。その中には、
そもそも弁護士に相談、依頼をするという発
想に行きつかない市民・企業等も一定割合存
在すると思われる。市民・企業等の司法アク
セスを強化するためには、弁護士会が弁護士
の役割、有用性等について正確な理解が拡が
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るように広報を強化する必要がある。
②　弁護士の活動領域拡大に伴う広報強化の必
要性
　近年、弁護士の活動領域が拡大して、多方
面において弁護士が活躍する傾向にある。弁
護士会として、新たな活動領域について市民
・企業・自治体等の理解が得られるように、
既存の枠にとどまらない広報を展開していく
必要がある。

③　弁護士会の社会的活動・公益的活動の広報
強化の必要性
　弁護士会は、様々な人権課題に取り組んだ
り、よりよい法制度の創設・改正に取り組ん
だり、憲法の理念を守るための活動に取り組
んでいる。そのような社会的活動、公益的活
動の実効性をあげるためには、市民にその活
動に対する理解が拡がるように広報をしてい
く必要がある。

④　弁護士人口が増加した中で会員の帰属意識
の希薄化への対応の必要性
　近年、弁護士人口が増加して弁護士として
のあり方が多様化する中で、会員の弁護士会
に対する帰属意識の希薄化が懸念される。弁
護士会が弁護士自治を堅持して社会的な役割
を果たしていくためには、会員に対する適切
な広報を強化していく重要性が大きくなって
いる。

⑤　弁護士のスキルアップのための広報の必要
性
　司法修習期間の短縮化、法曹人口の増加に
伴い、業界全体の底上げのために、弁護士の
スキルアップの機会を強化する必要性が高ま
っている。そのため、弁護士会は、研修制度
のますますの充実を図るとともにその広報を
強化する必要があるし、実務に役立つ情報を
会報誌等を通じて会員に提供していく必要性
が高まっている。

⑥　法曹志望者減少に対する対応の必要性
　近年、法科大学院入学希望者や司法試験受
験生が激減するなど法曹志望者が減少する傾
向にある。未来の司法を充実したものとする
ためには、法曹への関心が学生等の若い世代
に拡がるように、弁護士会として広報を強化
していく必要がある。

２　�広報強化の方向性

（１）対外広報の強化策（前記①、②、③の対応策
として）
ア　ウェブサイト
　ウェブサイトは、東弁の広報媒体の主力と
して一定の役割を果たしている。
　今後の課題としては、情報量が多くて必要
な情報を探しにくいという面もあるので、よ
りわかりやすい形で情報を整理して運営する
ことが望まれる。
　近年のＸ（旧Twitter）、Instagram、Face�
bookなどのソーシャル・ネットワーキング・
サービス（以下「ＳＮＳ」という）の情報拡
散力に鑑みれば、ＳＮＳとウェブサイトとの
連携の強化による広報の拡散にもより力を入
れるとよいと思われる。
　さらに、現在のウェブサイトは、一部の情
報の英語版は存在するが、国際化に対応する
ため、多言語対応を強化していく必要がある。
イ　ＳＮＳ
　東弁は、Ｘについては、２０１１年７月から
「東京弁護士会」のアカウント名（フォロワー
数約６１００名）で運用してその発信力を強
めているほか、２０２３年４月から「東京弁護
士会ＬＩＢＲＡ」のアカウント名によるサブ
アカウントも始めている。特に時事的な内容
の発信においてそのテーマに関心のある層に
幅広く拡散されやすいＸは、会長声明などの
発信において有用であり、TwitterからＸへ
の移行により先行きが不透明な部分はあるも
のの、当面はＳＮＳの主力として運用するの
が望ましい。
　Facebookについては、東弁は、２０１７年
９月から「東京弁護士会広報室」のアカウン
ト名（フォロワー数約７００名）で運用をし
ている。実名で知人とつながり、文字数に制
限のないFacebookは、主として東弁会員やそ
の関係者に対して重要な情報を拡散したいと
きに有用である。
　Instagramについては、東弁は、２０２３年
７月から始動させた。１０代から２０代の若い
世代に利用者が多いInstagramは、若い世代
への発信力を強めるためには力を入れたいと
ころであるが、写真や動画の視覚的な訴求力
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で拡散する媒体であるだけに、弁護士会の広
報において上手に活用していくためには、キ
ャラクターを活用するなどして、ビジュアル
的な作りを工夫していく必要がある。

ウ　動画
　東弁は、２０１２年２月以降、YouTubeに
「TobenMedia」名義のアカウントを設けて動
画を利用した広報を行っている。ウェブサイ
ト上で視聴できる動画は、比較的低予算で作
成可能でありながら、映像ならではの伝達力
があり、Instagram等との親和性も強いこと
から、今後さらなる利用を図るべきである。
そのためには、メニューの充実化、アピール
力のある映像制作の工夫、製作のスピード化、
ＳＮＳを利用した情報拡散の工夫などを検討
していく必要がある。

エ　マスコミ広報
　東弁は、記者懇談会やプレスリリースなど
司法記者クラブを中心とした広報を行ってい
る。今後は、マスコミとのパイプをますます
強化するとともに、テレビ・新聞以外のメデ
ィア（ネットニュース、雑誌等）への対応、
発信すべき情報による使い分けなど、戦略的
な対応をより強化していくことが望まれる。

オ　イベント型広報
　東弁では、従来から市民参加型の市民交流
会、スタンプラリー、もがれた翼などのイベ
ント型の広報を行ってきた。新型コロナウィ
ルスの影響で一時期行われなくなっていたが、
市民にとって弁護士が「遠い存在」とも言わ
れる中で、弁護士の顔が直接見える市民参加
型のイベントには、それなりの広報効果があ
ると考えられることから、トライ＆エラーを
恐れずに、イベント型広報にも挑戦していく
べきである。

カ　その他
　これまで取り組んでこなかったような新た
な媒体を利用した広報の展開も検討していく
べきである。例えば、弁護士を題材にしたド
ラマ、映画、漫画、ゲームなどとタイアップ
して、弁護士が具体的なケースで市民・企業
等の役に立つことがわかりやすく伝わるよう
な取組みは検討されてもよいと思われる。

（２）会内広報の強化策（前記④、⑤の対応策とし
て）
ア　ＬＩＢＲＡ
　東弁の会報誌『ＬＩＢＲＡ』は、会内広報
の柱として一定の成果をあげてきている。特
に、会員が増えて互いの顔が見えにくくなり、
弁護士業務も多様化して、会への帰属意識の
希薄化が心配される中で、毎月会から会員の
手元に情報誌が届けられることの意義は、大
きくなっていると思われる。
　今後とも、その意義を十分に果たすために、
会員にとって関心が持ててためになる記事を
配信して、内容を充実させていくことが望ま
れる。
イ　ウェブサイト
　東弁のウェブサイトには「会員ページ」が
あり、会員向けに情報を網羅的に提供する役
割を果たしている。
　しかし、現状の「会員ページ」は、スマー
トフォンからの閲覧に対応していないという
難点がある。近時、スマートフォンから「会
員ページ」にアクセスする利用者が増加傾向
にあるので、早急にスマートフォン用の表示
を図るべきである。特に、「べんとら」のリリ
ースにより、スマートフォンから「会員ペー
ジ」内の「会員マイページ」に入って研修申
込をするニーズが高まっているが、現状では
「会員マイページ」がスマートフォンに対応し
ていないため、会員にとって使い勝手が悪く、
その対応が喫緊の課題となっている。
ウ　アプリ（べんとら）
　東弁は、２０１６年７月に、弁護士業務をサ
ポートするアプリとして「べんとら（弁護士
虎の巻）」をリリースし、２０２３年５月には
２万ダウンロードを達成するなど、会員を中
心とした多くの法曹関係者に活用されている。
今後とも、利便性を高めるとともに、プッシ
ュ機能通知を使った会内広報のツールとして
の活用が望まれる。
エ　メルマガ
　東弁は、会員向けの情報伝達手段として、
月２回の定期便と必要に応じた臨時便を配信
するメールマガジン（メルマガ）を設けてい
る。メルマガは、かつての全会員へのFAX送
信に比べて、低コストで多くの情報を配信で
き、環境にも優しいという利点がある。今後
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は、メルマガの登録率をさらに高めていくこ
とが課題となる。

オ　ＬＩＮＥ
　２０２３年度理事者の下で検討されている
ＬＩＮＥについては、会員の利便性を向上さ
せるため、同年度の検討状況を踏まえて、次
年度以降も積極的な活用を図ることが望まれ
る。

（３）法曹志望者予備群向け広報の強化策（前記⑥
の対応策として）

　近年の学生の「法曹志望離れ」については、

特効薬はない。ただ、学生のうちから弁護士を
身近な存在として感じられるような機会を増や
し、その仕事の魅力を伝えていく努力は必要で
ある。
　２０２３年６月から現役大学生を対象としたＬ
ＩＢＲＡ読者モニターを設けているが、このよ
うな地道に学生世代との交流を図り、弁護士の
魅力を伝えていく広報は、充実させるべきであ
る。

個別課題―東弁４　　��災害対応

　東弁は首都圏直下地震に備え、以下の体制を構築すべきである。

１　�自治体と弁護士団体の災害協定の充実化を図るべきである。

２　�災害時要配慮者の人権を擁護するため、東弁内の各種委員会においてＢＣ
Ｐを整備するべきである。

３　�災害ケースマネジメントにおける弁護士の活動を支援するべきである。

４　�被災した事業者が自然災害債務整理ガイドラインを利用して早期に経済的
再建を果たせるよう、東京都に条例改正を働きかけるべきである。

５　�近時多発する局地災害にあわせ、東京三会災害対策委員会および災害復旧・
復興本部の設置に関する協定書に多摩支部についての規定を盛り込むべき
である。

１　�はじめに

　関東大震災から１００年を経過した。首都圏直
下型大地震はここ３０年で７割の確率で発生する
と言われている。２０２２年５月には東京都が１０
年ぶりに被害想定を見直した。２０２０年１０月３
０日には自然災害債務整理ガイドライン新型コロ
ナ特則がとりまとめられ、利用した都民は少なく
ない。我々は過去の災害から多くのことを学び、
将来に生かさなければならない。

２　�自治体と弁護士団体の災害
協定について

　上述した東京都の被害想定によれば、東京都で
Ｍ７クラスの都心南部直下型地震が起きた場合の
被害想定は、建物被害は１９万４４３１棟、死者は
６１４８人と想定されている。迅速に被災者の法
的ニーズに応えるため、弁護士会と自治体との災
害協定の存在は不可欠である。
　現在、東京２３区では１６自治体が地区法曹等、
何らかの弁護士団体と災害協定を締結している。

●第３章　個別課題―弁護士会―
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東弁は一弁、二弁とともに全ての都民が等しく法
的サービスを受けられるよう、未だ弁護士団体と
災害協定が締結されていない自治体について優先
的に災害協定を締結するべきである。また、既に
災害協定が締結されている自治体についても、要
請に応じて講師を派遣したり、他の自治体と弁護
士団体との取組みを紹介したりするなど、災害協
定の実効化のための方策を尽くすべきである。

３　�東弁内の各種委員会におけ
るＢＣＰの整備について

　災害時要配慮者とは、災害が発生した場合に、
情報把握、避難、生活手段の確保などの活動が円
滑かつ迅速に行いにくい立場に置かれている人た
ちのことを言い、具体的には高齢者、障害者、難
病患者、乳幼児、妊産婦、外国人などをいう。災
害時要配慮者は平時においても社会的少数派とし
てその人権を擁護するため、東弁内には各人に対
応した各種委員会が存在する。災害時要配慮者の
支援をいち早く行うためには、平時より災害に備
え、事業継続計画（ＢＣＰ）を策定しておくこと
が肝要である。
　刑事弁護においては、「刑事弁護センターの危機
対応についての申し合わせ（２０１１年１２月１９
日三会理事者会決議）」が存在し、新型コロナウイ
ルス感染症の際もこの申し合わせに従い業務が続
行されたが、その他委員会においても各自のＢＣ
Ｐを整備し、災害発生時混乱が生じないようにす
るべきである。

４　�災害ケースマネジメントに
おける弁護士の活動を支援
するべきである。

　災害ケースマネジメントとは「被災者一人ひと
りの被災状況や生活状況の課題等を個別の相談等
により把握した上で、必要に応じ専門的な能力を
もつ関係者と連携しながら、当該課題等の解消に
向けて継続的に支援することにより、被災者の自
立・生活再建が進むようマネジメントする取組み」
のことである。
　内閣府は２０２２年３月３１日に「災害ケースマ
ネジメントに関する取組事例集」を、２０２３年
３月２８日に「災害ケースマネジメント実施の手
引き」を公表した。中央防災会議は、２０２３年

５月３０日に修正された防災基本計画において初
めて災害ケースマネジメントの導入推進を盛り込
んだ。
　このように、今災害の現場では、災害ケースマ
ネジメントの促進が急ピッチで行われているとこ
ろ、上記「災害ケースマネジメント実施の手引き」
においてその担い手として、弁護士及び弁護士会
が明記されている。
　災害ケースマネジメントは、各地域それぞれに
おいて、地域の実情に合わせたきめ細やかな被災
者支援の取組みが必要となるものであり、一律に
弁護士の役割を定めることはできないが、「専門的
な能力をもつ関係者」として弁護士が期待されて
いることは明らかである（２０２３年６月２１日に
実施された内閣府の「被災者一人ひとりに寄り添
ったきめ細やかな支援（災害ケースマネジメント）
の実施に関する全国講習会」においては、「災害ケ
ースマネジメントの実施において連携が想定され
る機関の例」として、弁護士について「法律知識
を基に、法的な課題に関する各種相談に応じる。
契約関係、債務整理、登記等権利義務関係等の場
面や、各種支援制度の利用についての整理、助言
（被災者、行政の両方が想定される。）の場面での
連携先として想定される。また、法テラスの法律
相談は、政令で指定された災害の場合には資力要
件なしに無料法律相談を受けられる場合がある（該
当しない災害の場合は収入や資産（預貯金・不動
産等）が一定額以下である者が対象。）。」と紹介さ
れている。）。単なる災害時法律相談のみならず、
被災者のその後の自立・生活再建に至るまで長期
的に取り組む必要があるものである。
　災害ケースマネジメントという概念自体が２０
０５年のアメリカ合衆国のハリケーン・カトリー
ナ被害を契機に初めて実施されたと言われている
比較的新しい概念であるため、東弁内でその担い
手となり得るものは未だ多くないと思われる。上
記想定被災者と東京の弁護士の数から考えるとマ
ンパワーが圧倒的に不足することは明らかであろ
う。
　そのため、東弁は今から災害ケースマネジメン
トの担い手たる弁護士を育成し、かつ、その活動
のための財政基盤を確立する必要がある。
　具体的には、会内での各種研修のみならず、自
治体に災害ケースマネジメント訓練のための予算
措置を要望するなど、積極的に災害ケースマネジ
メントの普及のための方策をとるべきである。

104



５　�自然災害債務整理ガイドラ
イン実効化のための条例改
正について

　災害時に使える制度として自然災害債務整理ガ
イドラインがある。新型コロナ特則により東弁で
も多くの弁護士が登録支援専門家として案件を受
任している。
　ところで、東京都中小企業制度融資というもの
がある。これは「東京都と東京信用保証協会と指
定金融機関の三者協調のうえに成り立っている融
資制度で、都内の中小企業者が金融機関から融資
を受けやすくするための制度」である。
　自然災害債務整理ガイドラインにおいて、東京
信用保証協会は基本的に債務免除に同意すること
がない。その理由は、東京信用保証協会が債務免
除放棄をする場合、「東京都が東京信用保証協会に
対し交付する補助金に係る回収納付金を受け取る
権利の放棄に関する条例」に基づき東京都が権利
放棄をする必要があるところ、同条例は事業再生
の場合のみを想定しており、自然災害債務整理ガ
イドラインのような清算型債務整理には同条例に
基づき権利放棄をすることができないという点に
ある。
　しかしながら、自然災害債務整理ガイドライン
が個人の債務整理である以上、清算といっても自
然人の経済活動まで終了するわけではなく、別事
業や就職等により経済活動を再生するわけであり、
東京都の回答は合理的なものでは無い。
　実際に金融庁はこの問題に対し、自然災害債務
整理ガイドラインに対応するよう条例改正された
いとの通達を出しており、これを受けて条例を改
正した自治体も存在する。しかしながら、東京都
は条例改正に向けて動こうとしていない。
　その反面、東京都は制度融資を積極的に勧めて
おり、例えば２０２３年度は融資目標を２兆円に掲
げている。
　弁護士会は災害時のセーフティーネットとして
自然災害債務整理ガイドラインを掲げているが、
東京都が条例改正しない限り、債権者に東京信用
保証協会がいる案件については無条件に合意が成
立しない案件になってしまうのである。そこで、
東弁は一弁、二弁とともに東京都に強く条例改正
を求めるべきである。

６　�東京三会災害対策委員会お
よび災害復旧・復興本部の
設置に関する協定書の改訂
について

　近時局地災害が多発している。線状降水帯が近
年増加傾向にあり、それに伴い局地災害も多発し
ている。線状降水帯が一般に知られるようになっ
た２０１４年８月２０日広島豪雨災害では７７名も
の犠牲者が出た。線状降水帯等の局地災害は短時
間で集中的に災害が発生する。そのため、少し離
れた場所からは被害が見えにくく、的確な指示を
出しにくい。
　東弁を含めた東京三会災害対策委員会および災
害復旧・復興本部の設置に関する協定書において
は、特に本庁と多摩支部を分けて記載していない。
　そのため、仮に多摩支部で局地災害が発生し、
多摩支部が災害時ＡＤＲの発動を求めたとしても、
東京三会災害対策委員会の委員長（持ち回りで東
京三会の各担当副会長が就任することとなってい
る）が必要と認めなかった場合、災害時ＡＤＲが
立ち上がらない可能性がある（災害時ＡＤＲの設
置には本庁の復旧・復興本部の設置が要件となっ
ているため。）。
　災害対策基本法が国や県ではなく、市町村第一
主義をとっているのは、一刻を争う災害対応につ
いては、現場の判断が最も重要であるからであり、
局地災害が頻発している今日、東京三会の災害対
応も現場判断重視にシフトしていく必要がある。
　そこで、東京三会の災害協定において、例えば
多摩支部の支部長から復旧・復興本部の設置を求
められた場合、復旧・復興本部を設置するとの規
定を新たに設ける等、協定書の改訂を速やかに行
うべきである。

●第３章　個別課題―弁護士会―
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個別課題―東弁５　　�法教育

１　�法教育の重要性を再確認し、より積極的に推進するべきである。

２　�法教育プログラムの内容について、より一層の向上に努めるべきである。

３　�法教育活動を通じて弁護士の魅力を伝えるべきである。

４　�法教育活動を全国的に展開・充実させていくため、日弁連に対し財政面で
の支援を働きかけていくべきである。

１　�法教育の重要性

　基本的人権を擁護し社会的正義の実現を使命と
する弁護士が、学校で直接児童・生徒・学生（以
下「生徒たち」という。）と接して法教育活動をす
ることは、生徒たちに個人の尊厳・基本的人権の
尊重・法の支配などの理念の重要性を伝える手段
として極めて有効である。
　東弁は、これまでも法教育活動に熱心に取り組
んできた。法務省の法教育推進協議会第５０回会
議の資料（２０２１年度の実績）によれば、東弁
は、実施件数と参加した児童生徒等の人数が東京
三会の中で最も多い。
　現在は、いじめ予防授業についての要望が多い
が、成人年齢の引下げにともない、消費者被害に
遭わないための知識や思考を年齢の低いうちから
身につけるべき必要性はますます増加している。
成人年齢の引下げにより特に重要なのは、主権者
教育と考えられるが、法律実務家である弁護士に
よる法教育の重要性はさらに高まっている。
　また、模擬裁判など、学校関係者だけでは実施
できない授業もある。加えて、すでに実施されて
いる新学習指導要領では、小・中・高を通じて「伝
統や文化に関する教育の充実」が掲げられ、具体
的には、それぞれの教育課程に応じて「古典など
我が国の言語文化」への理解、「我が国や郷土の音
楽、和楽器、武道、和食や和服」などに関する内
容の充実がうたわれているなど、ややもすると、
多様な価値観を認め合おうとする今般の情勢と矛
盾するような動きがある。在野法曹である弁護士
が、法教育授業を実践し、すべての人の人権や文
化を尊重する人材の育成に関与する必要性は高い。

　以上のとおりであり、今後も、東弁の重要な対
外活動の１つとして、法教育活動に積極的に取り
組むべきである。

２　�法教育の内容について

　憲法センターでは、ここ１０数年にわたって主
に中高生を対象に憲法出前講座を続けてきた。出
前授業の最大の課題にして獲得目標は、「法律は国
民を縛るもの、憲法は国のリーダーを縛るもの」
という立憲主義を理解してもらうことだが、担任
の先生ですら初めて聞いた言葉だという例もある。
アメリカでは、「自分が社会を少しでも変えられ
る」と考えている若者が６５.７％近くいるのに比
べて、日本ではそのような若者が１８.３％程度し
かない。」と言われている（日本財団１８歳意識調
査）。このような状況を改め、「自分が社会を少し
でも変えられる」と考える市民を一人でも増やす
ためにも、引き続き憲法の出前講座を充実発展さ
せていく必要がある。
　なお、憲法センターでは、当初、担当講師が憲
法判例をふまえた授業をそれぞれの工夫で行って
いたが、一定の授業水準を保つことや基本的に日
弁連・東弁の意見書・会長声明などをふまえた授
業をすることを目的として、２０１７年７月に憲法
センターで出前授業用のシナリオ集を作成した。
このシナリオ集は、基本的に憲法に関る最高裁判
決事例を取り上げて、憲法上の争点になったとこ
ろを中心に、生徒たちと議論する双方向型授業を
予定して作成したもので、一方的に講師が生徒に
説明する形の授業はしないことを目標にしている。
　また、いじめ予防授業においては、講師を務め
る際には、事前に他の弁護士が行ういじめ予防授
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業を見学することにしている。ほかにも、共通の
教材を作成し、講師の個性の違いに関わらず、一
定程度の法教育授業が実現できるよう工夫してい
る委員会もある。しかし、法教育を実施している
すべての委員会が授業内容の水準を確保するため
の方策を徹底しているかと言えば、そうは断言で
きない。東弁として実施する以上、水準の確保は
必須であり、まずは、各委員会の対応について確
認するところから始める必要があろう。
　この点、法教育総合センターが、東弁の実施す
る法教育授業の水準を確保するための役割を担う
ことが検討されてよいのではないか。同センター
では、法教育授業の担当講師への謝礼・日当が派
遣先から支払われるようにと、学校や自治体等に
出向いて情報収集をしたり働きかけをしたりして
きたが、これと並行して、車の両輪のように、提
供する法教育授業の水準確保に努めることは合理
的と考えられる。

３　�弁護士を知る機会としての
法教育活動

　弁護士が学校現場で法教育活動をすることで、
弁護士という仕事そのものを身近に感じてもらい、

職業の選択肢の一つに入れてもらえるという利点
がある。さらに、良質な法教育を実施することで、
生徒たちがその会員に尊敬の念や憧れを抱けば、
積極的に弁護士を目指してくれることも期待でき
る。生徒たちのみならず教師からも評価が得られ
れば、教師を通じて弁護士という職業の魅力が生
徒たちやその保護者に伝わることも考えられる。
実際、東弁会員の憲法出前授業を受けた生徒の中
に、法曹を志して司法試験に合格した人もいると
いう。東弁は、引き続き法教育活動を通じて弁護
士の魅力を発信するよう努め、法曹志望者減少の
防止改善に貢献するべきである。

４　�法教育の全国的な展開・充
実に向けて

　１で述べたとおり、法教育は立憲主義や法の支
配の理解と実践に極めて重要な役割をする。東弁
は、この活動の全国的な展開・充実に向けて、日
弁連に働きかけていくべきである。具体的には、
各所に派遣する講師が派遣先から謝礼や日当が支
給されない場合、日弁連がこれを填補するなどの
財政的支援を検討するよう日弁連に求めていくべ
きである。

個別課題―東弁６　　多摩支部

１　�多摩地域の３法律相談センターの有機的・効率的運営を図るとともに、弁護
士紹介制度やオンライン相談の併用、市役所相談の直接受任など市民の多
様なニーズに対応できる体制を確保する。

２　�弁護士会多摩支部のさらなる活性化を図るために、当面、支部の意思決定
システムの簡素化、各部面でのＩＴ化を進める。支部の特徴である自治体
との連携をさらに強化する。

３　�本会化も見据えた弁護士会多摩支部の充実のために、全員加入制度の導入
の実現をめざすとともに、財政自治権を拡大する。弁護士自治に直結する
綱紀・懲戒委員会内の多摩部会の設置をめざしつつ、まずは市民の声を受
け止めるために「市民窓口」を設置する。

４　�裁判所立川支部の本庁化に向けた本格的な検討を会をあげて開始する。

●第３章　個別課題―弁護士会―
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５　�政策の実現にあたり、多摩支部の自主性を尊重するという基本姿勢を確認
する。

１　�法律相談センターの�
運用改善

　市民のための司法を実現するためには、何らか
の法的問題に直面した時に、いつでもだれでも身
近に弁護士に相談できる体制を整備することが不
可欠である。多摩地域の３つの法律相談センター
の改革は、何よりも市民の多様なリーガルニーズ
に即した内容としなければならない。他方で弁護
士会の財政的負担を軽減することも急務であり、
昨年度は立川法律相談センターを多摩支部会館内
へ移転した。
　今後、市民の様々なリーガルニーズに即した法
律相談を実施するために、新たに電話相談・オン
ライン相談を導入し、市民にとって法律相談をよ
り身近に利用してもらえるようにする。また、セ
ンターでの法律相談と並行し、新たに弁護士紹介
制度の導入も目指す。
　財政の健全化の方策としては、立川、八王子、
町田の３つの法律相談センターを有機的に活用す
るため、法律相談の受付について立川センターに
一本化しコールセンター化することで運営の合理
化を図る。また、法律相談枠の選択と集中に意を
用い、利用されていない時間帯の相談枠を削減、
廃止するなどして人件費を削減し合理的な法律相
談運営を目指す。さらには、町田センターについ
ては、法テラス関連業務がかなりの割合を占める
反面、法テラス事件は法律相談センターの収益に
寄与しないことから、法テラスに拠出金を求める
など法テラスとの関係見直しも含めて町田センタ
ーの収益性の向上を目指す。
　一方、自治体相談案件の直接受任の推進も目指
し、全体としての法律相談業務の安定化を目指す。

２　�弁護士会多摩支部の�
さらなる活性化

（１）本会との連携強化とシステムの簡素化
　現在、多摩支部が意思決定をするに際しては、
東京三会各理事者会の承認が必要であり、迅速

な意思決定をするにあたってのネックとなって
いる。本会が発出する声明や意見の中には、多
摩地域が舞台となっており、多摩支部会員が深
く関わっている事例も少なくない。多摩支部の
自律性を確保しつつ効率的な活動を行うために
本会との連携強化と意思決定システムの簡素化
を図る必要がある。

（２）ＩＴ化の推進
　各種委員会、本会で開催される総会、集会等
への支部会館からのオンライン参加、支部活動
の対外的発信、法律相談の広報、若手会員への
支援等、さまざまな活動部面でＩＴの利便性を
生かすために、支部におけるＩＴ環境を整備す
る。すでに進みつつあるペーパーレス化とあわ
せ、経費の削減や業務の合理化につなげる。

（３）自治体との連携の一層の強化
　多摩支部の特徴的な取組みの一つとして自治
体との連携が挙げられる。支部は、前身である
三多摩クラブの時代から地元自治体とのつなが
りが強く、支部設立後も「地域の弁護士会」と
して多摩地区の市民の法的ニーズに応える責務
を果たすべく、地域に根ざした活動に力を入れ
てきた。三会合同の多摩支部であることから、
多摩地区２６市３町１村の自治体の内２０自治
体、８社会福祉協議会への相談員の派遣、各種
の審議会や第三者機関などへの多数の委員推
薦、支部が主催するイベントの自治体との共催
や後援など、様々な分野で連携した取組みを行
ってきている。近年では、子どもの権利に関す
る委員会、法教育に関する委員会や性の平等に
関する委員会などが提供する法教育（いじめ予
防授業、デートＤＶ防止授業など）でも教育委
員会や男女共同参画センターなどの各部署と密
接な連携を築いている。このような自治体と連
携した各種の取組みは、地域市民の法的ニーズ
に適うと同時に、弁護士会の存在意義や信頼度
を高めることにも繋がっており、今後も体制を
整備しながらよりいっそう推進・強化していく
必要がある。
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３　�本会化も見据えた弁護士会
多摩支部の充実

　４で述べるが、裁判所立川支部の本庁化をめざ
し、それが実現した時には、現行法制下では弁護
士会も本会化することになる。それも見据えて、
現在の多摩支部をさらに充実させたものにする必
要がある。具体的には当面以下の３点を推し進め
る。
（１）全員加入制度の導入
　現在多摩支部は多摩地域に事務所を有する会
員の任意加入制であるが、多摩地域の司法に責
任を負うためには多摩地域の事務所会員はすべ
て多摩支部に加入する全員加入制度の導入が必
要である。地域の司法ニーズに向き合うために、
とりわけ２３区の２倍という広い面積を持つ多
摩地域では、対外的な活動も会務も全員が協力
して分担しあうことが不可欠である。また、今
後公的刑事弁護や後見人等を支部会員で担って
いくためにも必須である。
　多摩地域の事務所会員のうち未加入者は約
１／４である。その理由は、高齢のため、大手
弁護士法人の支所で異動があるため等区々であ
るが、積極的な拒否理由は見当たらない。他方
で全員加入制度を導入するためには、三会支部
において、支部会費の扱いが異なっているため
（東弁は寄附扱い、一弁は支部会費はなくその分
本会から拠出金を支出、二弁は会費扱い）、三会
の足並みがそろわないと進められない。支部会
費は本会の一般会計の収入に計上され支部独自
の財源にならないため、支部会費を徴収する積
極的な理由はない。そこで、支部会費の廃止と
いう問題のない東弁が、率先して他会に問題提
起して全員加入制度実現への第一歩を踏み出す
べきである。

（２）財政自治権の拡大
　多摩支部の財政自治権は小さく、現在支部独
自で決裁し支出できる金額は１０万円以下（消
費税を除く）である。しかし、財政自治権は意
思決定権とならぶ団体自律権の主要な要素であ
る。これを当面３０万円以下（消費税を除く）に
引き上げるべきである。実際、突然の消費者被
害や災害が発生したときに、臨時相談のための
電話を設置したり人員を派遣する際、１日２日
を争うことがあるが、１０万円では対応がとれ

ない。団体としての自律的な活動を保障するた
めにも、せめて現実的な金額である３０万円に
引き上げるべきである。

（３）弁護士自治の醸成、人権侵害事案への対応
　本会化に向けて多摩支部が全体として力をつ
けていくことは不可欠である。とりわけ多摩支
部には、弁護士自治に直結する綱紀・懲戒委員
会や支部をあげて人権侵害事案に取り組む人権
擁護委員会に相当するものがなく、今後多摩支
部から率先して各委員会に委員を派遣できるよ
う体制を整備すべきである。将来的には綱紀・
懲戒委員会内に多摩支部会員から成る「多摩部
会」を設け、多摩支部管内で生じた懲戒事案を
「多摩部会」で処理することを目指す。
　その前段階として、まず支部に「市民窓口」
を設置する。市民窓口は市民から弁護士に対す
るさまざまな要望や苦情を受け付けるものであ
り、不祥事の事前防止と職務の適正化に資する
ものであり、ひいては市民の多摩支部に対する
信頼を醸成するものである。

４　�裁判所立川支部の本庁化に
向けた本格的な検討開始

（１）前提としての多摩地域
　多摩地域の面積は東京都の約２／３、人口は
約４２５万人（全国都道府県比較で１０位）、大
学等の数２位、課税所得金額３位、民営事業者
数１１位、研究開発機関が多く、他方で製造品
出荷額２５位にとどまる（たましん地域経済研
究所２０２０年統計）。経済的には、「多摩県」と
もいえる規模である。
　東京地方・家庭裁判所立川支部の取扱い事件
数をみると、全国の本庁・支部を含め、家事４
位、民事８位、刑事７位（２０２０年度）の超大
規模支部である。本庁と同様、労働審判、裁判
員裁判が行われている数少ない支部であり、司
法修習生が配属されている唯一の支部である。
　弁護士会多摩支部の会員数は、三会合計５９
７名（東弁３３４名、一弁８５名、二弁１７８名）
（２０２３.４.１現在）で、全国の本会との比較で
１４位である。多摩地域の事務所会員数は８１
０名（２０２２.９.１現在）であり、全員登録す
れば全国１３位となる。

（２）裁判所立川支部の本庁化の必要性
　これだけの規模をもった多摩地域においては、
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それに見合う裁判所が必要であり、それは人事
権・財政権限を有し、地域の実情に合った裁判
所のかたちを整えられる本庁でなければならな
い。
　支部では簡裁の控訴事件や行政事件ができな
いという管轄の問題がある。
　また、多摩地域のエリアの広さや交通アクセ
スが必ずしもよくない地域があることから、裁
判所の出張所を求める声もある。
　さらに、裁判官の数も足りない。たとえば、
裁判官１人あたりの人口は東京地裁約２万人に
対し、立川支部は約７万３０００人と、人口比で
裁判官の数が圧倒的に少ない。
　家事事件は人口に比例する。特に多摩地域は
６５才以上の高齢者率は２５.１％と高く（２３
区は２１.４％　東京都総務局統計２０２０年１月
１日現在）、当然相続や後見問題が多い中、家裁
立川支部の裁判官・書記官数は微増にとどまる。
地域に根づいた司法制度とするために、立川支
部の本庁化に向けた本格的な検討を開始すべき
である。

５　�多摩支部の自主性の尊重

　以上の課題を進めるには、地元多摩支部の意向
を最優先にして進めなければならない。立川支部
の本庁化およびそれに伴う弁護士会多摩支部の本
会化には、多摩支部内にも慎重な意見がある。多
摩支部が十分な討議を経て方向性を決めるべきで
あり、東弁はそれを積極的に尊重するものである。
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